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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　主装置と複数の従装置との間を、伝送路を介して接続し、前記主装置と前記複数の従装
置との間でポイント・マルチポイント通信を行うポイント・マルチポイント通信システム
であって、
　前記主装置は、
　前記従装置に対して信号の送信に必要な情報量を申告するように指示する情報量申告指
示手段と、
　前記情報量申告指示手段による指示に従って前記従装置からそれぞれ申告された情報量
に基づき該従装置に対して送信を許可する送信許可情報量を算出する算出手段と、
　前記算出手段で算出された送信許可情報量に基づき前記従装置に対して信号の送信をそ
れぞれ指示する信号送信指示手段と
　を具備し、
　前記従装置は、
　前記情報量申告指示手段による指示に従って前記信号の送信に必要な情報量を前記主装
置に対して申告する情報申告手段
　を具備し、前記信号送信指示手段による指示に従ってスロットを複数に分割したミニス
ロットを構成して前記主装置に対する信号の送信を行うことを特徴とするポイント・マル
チポイント通信システム。
【請求項２】
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　前記ミニスロットは、
　３バイトのオーバヘッドを含む
　ことを特徴とする請求項１記載のポイント・マルチポイント通信システム。
【請求項３】
　複数の従装置と伝送路を介して接続され、前記複数の従装置との間でポイント・マルチ
ポイント通信を行うポイント・マルチポイント通信システムにおける主装置であって、
　前記従装置に対して信号の送信に必要な情報量を申告するように指示する情報量申告指
示手段と、
　前記情報量申告指示手段による指示に従って前記従装置からそれぞれ申告された情報量
に基づき該従装置に対して送信を許可する送信許可情報量を算出する算出手段と、
　前記算出手段で算出された送信許可情報量に基づき前記従装置に対して信号の送信をそ
れぞれ指示する信号送信指示手段と
　を具備し、
　前記信号送信指示手段による指示に従ってスロットを複数に分割したミニスロットを構
成した信号を前記従装置から受信することを特徴とする主装置。
【請求項４】
　主装置と伝送路を介して接続され、前記主装置との間でポイント・マルチポイント通信
を行うポイント・マルチポイント通信システムにおける従装置であって、
　前記主装置に設けられた情報量申告指示手段による申告指示に従って信号の送信に必要
な情報量を前記主装置に対して申告する情報申告手段と、
　前記情報申告手段による申告により前記主装置で算出された送信許可情報量に基づく信
号の送信指示に従ってスロットを複数に分割したミニスロットを構成して前記主装置に対
する信号の送信を行う信号送信手段と
　を具備することを特徴とする従装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、主装置と複数台の従装置との間で伝送路を介して通信を行なうポイント・
マルチポイント通信システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、ＬＡＮ、ＣＡＴＶ網、衛星通信網、光加入者アクセス網のようなポイント・マ
ルチポイント型の通信システムでは、主装置と複数の従装置が、例えば、同軸通信、光フ
ァイバ通信、無線通信等の伝送路を共有して通信を行なうように構成されている。
【０００３】
　ここで、この共有される伝送路を介して、主装置と各従装置間が円滑な通信をするため
には、伝送路の使用を各従装置へ割り当てるアクセス方式が重要であり、このアクセス方
式としては特許文献１にも示されるように各種方式が知られている。
【０００４】
　例えば、ＣＳＭＡ／ＣＤ（Carrier Sense Multiple Access with Collision Detection
）方式は“キャリア検知＋マルチアクセス＋衝突検出”が動作の基本原理になっている方
式であり、ＤＡＭＡ（Demand Assign Multiple Access）方式は“送信の開始要求／終了
通知＋伝送路の割当／開放”が動作の基本原理になっている方式である。
【０００５】
　ところで、上記のようなポイント・マルチポイント型の通信システムにおいて、パーソ
ナルコンピュータの普及、インターネット利用者の増加、通信と放送を融合した各種マル
チメディアサービスの進展により、数Ｍバイト規模の情報信号がバースト的に発生するバ
ーストトラヒックが急増している。
【特許文献１】特開平０９－２６１１９６号公報
【発明の開示】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、従来のアクセス方式は、今後さらに増加が予想されるバーストトラヒッ
クに関して次のような問題点がある。
【０００７】
　例えば、ＣＳＭＡ／ＣＤ方式によって数Ｍバイト規模のバースト的に発生した情報信号
を送信する場合、情報信号は６４～１５００Ｋバイト程度のパケットに区切られ繰り返し
送信される。そのため、バーストトラヒックが増加すると、パケットの衝突による再送信
が頻発するため、スループットが急激に低下してしまう。
【０００８】
　１５台程度のパケットが衝突するような条件下の確率計算では、スループットが４０％
程度であることが知られており、さらに、衝突によるデータの送信時間は通常の１．５～
２．５倍も必要となり、このために遅延時間が延び、一定しなくなる。
【０００９】
　一方、ＴＤＭＡ方式によってバースト的に発生した情報信号を送信する場合は、送信す
る情報信号の規模が数Ｍバイトになると、送信を完了する迄に時間がかかり、さらに、バ
ーストトラヒックが増加すると、送信待ちの従装置がタイムスロットを使用できず情報伝
送の遅延許容時間が満たされなくなる場合がある。　上述のように、ポイント・マルチポ
イント型の通信システムにおける従来のアクセス方式では、数Ｍバイト規模のバーストト
ラヒックが増加すると、スループットが低下したり、情報伝送の遅延要求が満たされない
という問題があった。
【００１０】
　そこで、この発明は、情報信号をバースト的に送信する場合でも、良好に通信を行なう
ことができるようにしたポイント・マルチポイント通信システムおよびポイント・マルチ
ポイント通信システムにおける主装置および従装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上記目的を達成するため、この発明は、主装置と複数の従装置との間を、伝送路を介し
て接続し、前記主装置と前記複数の従装置との間でポイント・マルチポイント通信を行う
ポイント・マルチポイント通信システムであって、前記主装置は、前記従装置に対して信
号の送信に必要な情報量を申告するように指示する情報量申告指示手段と、前記情報量申
告指示手段による指示に従って前記従装置からそれぞれ申告された情報量に基づき該従装
置に対して送信を許可する送信許可情報量を算出する算出手段と、前記算出手段で算出さ
れた送信許可情報量に基づき前記従装置に対して信号の送信をそれぞれ指示する信号送信
指示手段とを具備し、前記従装置は、前記情報量申告指示手段による指示に従って前記信
号の送信に必要な情報量を前記主装置に対して申告する情報申告手段を具備し、前記信号
送信指示手段による指示に従ってスロットを複数に分割したミニスロットを構成して前記
主装置に対する信号の送信を行うことを特徴とする。
【００１２】
　また、この発明は、複数の従装置と伝送路を介して接続され、前記複数の従装置との間
でポイント・マルチポイント通信を行うポイント・マルチポイント通信システムにおける
主装置であって、前記従装置に対して信号の送信に必要な情報量を申告するように指示す
る情報量申告指示手段と、前記情報量申告指示手段による指示に従って前記従装置からそ
れぞれ申告された情報量に基づき該従装置に対して送信を許可する送信許可情報量を算出
する算出手段と、前記算出手段で算出された送信許可情報量に基づき前記従装置に対して
信号の送信をそれぞれ指示する信号送信指示手段とを具備し、前記信号送信指示手段によ
る指示に従ってスロットを複数に分割したミニスロットを構成した信号を前記従装置から
受信することを特徴とする。
【００１３】
　また、この発明は、主装置と伝送路を介して接続され、前記主装置との間でポイント・
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マルチポイント通信を行うポイント・マルチポイント通信システムにおける従装置であっ
て、前記主装置に設けられた情報量申告指示手段による申告指示に従って信号の送信に必
要な情報量を前記主装置に対して申告する情報申告手段と、前記情報申告手段による申告
により前記主装置で算出された送信許可情報量に基づく信号の送信指示に従ってスロット
を複数に分割したミニスロットを構成して前記主装置に対する信号の送信を行う信号送信
手段とを具備することを特徴とする。
【発明の効果】
【００１４】
　この発明によれば、情報信号をバースト的に送信する場合でも、良好に通信を行なうこ
とが可能になるポイント・マルチポイント通信システムを構築することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
　以下、この発明に係わるポイント・マルチポイント通信システムの実施の形態について
詳細に説明する。
【００１６】
　図１は、この発明に係わるポイント・マルチポイント通信システムの一実施の形態を示
すシステム構成図である。
【００１７】
　図１において、このポイント・マルチポイント通信システムは、ｍ台の従装置１０－１
、１０－２、…１０－ｍと１台の主装置２０との間を光伝送路３０を介して接続して構築
されるもので、主装置２０に接続される光伝送路３０は光カプラ４０でｍ本の分岐路３０
－１，３０－２、…３０－ｍに分岐されて、それぞれ従装置１０－１、１０－２、…１０
－ｍに接続される。
【００１８】
　なお、図１に示すポイント・マルチポイント通信システムにおいては、ｍ台の従装置１
０－１、１０－２、…１０－ｍと１台の主装置２０との間をｍ本の分岐路３０－１，３０
－２、…３０－ｍ、光カプラ４０、光伝送路３０を介して接続して光アクセス網を構築し
たが、この発明のポイント・マルチポイント通信システムは、主装置の制御により伝送路
の帯域を従装置へ割り当てるような、主装置と複数の従装置から構成される通信システム
に対して広範に適用できるものであり、伝送路の一部が有線か無線かに依存するものでは
なく、例えば、従装置の代わりに、複数の無線端末を無線伝送路を介して主装置に接続し
た構成をもつ無線アクセス網にも適用できるものである。
【００１９】
　ここで、無線伝送路を用いる場合は、無線端末および主装置にて信号を単純に合成また
は分配することにより、本発明のアクセス方式を容易に適用することが可能になる。 
　図２は、図１に示した従装置１０－１、１０－２、…１０－ｍの詳細構成を従装置１０
としてブロック図で示したものである。
【００２０】
　図２において、この従装置１０は、入力ポートに接続される入力部１１、出力ポートに
接続される出力部１２、送信ポートに接続される送信部１３、受信ポートに接続される受
信部１４、入力部１１からの情報信号を一時的に蓄積するバッファメモリ１５、バッファ
メモリ１５に蓄積された信号の送信に必要な情報量をカウントするカウンタ１６、主装置
２０からの指示に従ってカウンタ１６で計数された情報量を主装置２０へ申告したり、バ
ッファメモリ１５に一時的に蓄積されている信号を主装置２０へ送信をする等の制御を行
なう制御部１７を具備して構成される。
【００２１】
　図３は、図１に示した主装置２０の詳細構成を示すブロック図である。
【００２２】
　図３において、この主装置２０は、入力ポートに接続される入力部２１、出力ポートに
接続される出力部２２、送信ポートに接続される送信部２３、受信ポートに接続される受
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信部２４、入力部２１からの信号を一時的に蓄積するバッファメモリ２５、各従装置１０
から通知された蓄積量および各従装置１０に対して信号の送信を許可する許可量等を記憶
する記憶部２６、各従装置１０へ信号の送信に必要な情報量を申告するように指示したり
、信号の送信を指示する等の制御を行う制御部２７を具備して構成される。
【００２３】
　図４は、図１に示した光伝送路における上りおよび下りの伝送フレームを示したもので
ある。
【００２４】
　図４において、下りの１フレームは５６スロット（５６セル）、上りの１フレームは５
３スロット（５３セル）からなり、これらの伝送フレームに基づいて、主装置２０から従
装置１０への下りがＴＤＭ（Time Division Multiplex）、従装置１０から主装置２０へ
の上りがＴＤＭＡ（Time Division Multiple Access）の多重方式により、下り５３バイ
ト、上り５６バイトのセルがそれぞれ送受信される。
【００２５】
　なお、上りのセルには３バイトのオーバヘッドが含まれており、下り伝送フレームには
、２８セルに１セルの割合で１フレームに２つのＰＬＯＡＭセル(ＰＬＯＡＭ１,ＰＬＯＡ
Ｍ２)が含まれる。
【００２６】
　図５は、ＰＬＯＡＭセルのグラントと上り伝送フレームのスロットとの対応を示したも
のである。
【００２７】
　図５に示すように、下り伝送フレームの最初のＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ１には従装置
１０からの上りセルを要求するグラントが２７個、二番目のＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ２
にはグラントが２６個あり、合計５３個のグラントが含まれている。
【００２８】
　主装置２０は、このＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ１若しくはＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ２
のグラントに、従装置１０のＩＤ番号等の識別子を書き込むことで、上り伝送フレーム内
のどのスロットに、どの従装置１０がセルを送信できるかを指示する。
【００２９】
　従装置１０は、ＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ１若しくはＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ２に該
従装置１０の識別子が書き込まれていた場合、当該グラントに対応する上り伝送フレーム
のスロットにセルを送信することができ、この方法により光伝送路上でセルが衝突するこ
とを回避できる。
【００３０】
　次に、図１に示したポイント・マルチポイント通信システムにおけるアクセス方式を説
明する。
【００３１】
　なお、以下の説明において、ｉは従装置１０－１～１０－ｍの識別子として個々の従装
置１０－１～１０－ｍのＩＤ番号を表しており、従装置１０－１～１０－ｍの総数はｍで
あるので、ｉ＝１、２、．．．、ｍである。
【００３２】
　従装置１０－１～１０－ｍのＩＤ番号は主装置２０で管理され、システムに加わる全て
の従装置１０－１～１０－ｍには、初期の段階でＩＤ番号が通知される。このＩＤ番号に
より、主装置２０ではどの従装置１０－１～１０－ｍからのセルであるかが識別され、各
従装置１０－１～１０－ｍでは受信したセルが自分宛てであるかが識別される。
【００３３】
　さて、図２に示した従装置１０の入力ポートおよび図３に示した主装置２０の入力ポー
トには、端末あるいは他のネットワークから、音声、映像およびデータ等のような信号が
入力され、これらの信号は入力部１１および２１を介してバッファメモリ１５および２５
に送られ、バッファメモリ１５および２５内で一時的に蓄積される。
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【００３４】
　なお、バッファメモリ１５および２５に蓄積される信号は、例えば、ＡＴＭセルやイー
サネット(登録商標)パケットのように、バッファメモリ１５および２５に蓄積される段階
でセル化あるいはパケット化されていてもよい。
【００３５】
　また、この実施の形態においては、図５に示した伝送フレームのように、下り伝送フレ
ームの１スロット、およびオーバヘッドを除いた上り伝送フレームの１スロットを、それ
ぞれ５３バイトとしたので、入力される信号がＡＴＭセルであると整合性がよい。
【００３６】
　例えば、入力される信号がイーサネット(登録商標)パケットの場合は、ＡＴＭのＡＡＬ
　Ｔｙｐｅ５にマッピングすることで整合性がよくなる。
【００３７】
　図２示した従装置１０のカウンタ１６では、バッファメモリ１５に一時的に蓄積された
信号の送信に必要な情報量が、信号の送信に必要なセル数あるいはスロット数を単位とし
て整数で計数される。
【００３８】
　例えば、図５に示した上り伝送フレームでは、オーバヘッドを除いた５３バイトで信号
が伝送されるので、情報量は５３バイトを１単位として計数される。
【００３９】
　この計数方法としては、バッファメモリ１５への信号の入力およびバッファメモリ１５
からの信号の出力に応じて随時計数する方法、バッファメモリ１５にＦＩＦＯで蓄積され
ている信号の先頭アドレスと末尾アドレスの差から計数する方法等が考えられ、バッファ
メモリ１５に蓄積されている信号の絶対値を情報量としてもよいし、前回の申告からの差
分値を情報量としてもよい。
【００４０】
　また、この情報量は、ビットあるいはバイトを単位とした整数値で計数してもよいが、
信号の送信に必要なセル数あるいはスロット数で計数すれば、主装置２０へ申告する値が
小さくなるので効率がよい。
【００４１】
　なお、蓄積されている信号が５３バイト未満の場合には、送信に１セルあるいは１スロ
ット必要として計数してもよいし、５３バイトになるまで計数しなくてもよい。
【００４２】
　次に、図６乃至図１０を参照して、主装置２０がＰＬＯＡＭセルを用いて、従装置１０
に対して信号の送信に必要な情報量を申告するように指示するように構成した第１の実施
の形態について説明する。
【００４３】
　図６は、主装置がＰＬＯＡＭセルに情報量の申告を指示する方法を示したフローチャー
トである。
【００４４】
　図６において、ＮはＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ１若しくはＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ２
におけるグラントの総数を表し、ＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ１の場合にＮ＝２７、ＰＬＯ
ＡＭセルＰＬＯＡＭ２の場合にＮ＝２６である。また、Ｐは情報量の申告を指示するグラ
ントの間隔、＃ｎはグラントの番号を表し、それぞれＰ≧１の整数値、＃ｎ＝Ｐで初期化
されている（ステップ１０１）。
【００４５】
　そして、Ｎ≧＃nかを調べ（ステップ１０２）、Ｎ≧＃nであると（ステップ１０２でＹ
ＥＳ）、グランド＃ｎに情報量の申告指示を設定し（ステップ１０３）、情報量の申告を
指示する従装置を更新する（ステップ１０５）。その後、＃ｎを＃ｎ＋Ｐに設定して（ス
テップ１０５）、ステップ１０２に戻る。
【００４６】
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　また、ステップ１０２でＮ＞＃nであると判断されると（ステップ１０２でＮＯ）、＃
ｎを＃ｎ－Ｎに設定して（ステップ１０６）、この処理を終了する。
【００４７】
　ところで、ＰＬＯＡＭセル１ＰＬＯＡＭ若しくはＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ２のグラン
トで情報量の申告を指示する場合、信号の送信の指示と情報量の申告の指示とを区別する
ことが必要となる。
【００４８】
　例えば、この方法としては図７および図８に示すように、情報量の申告を指示する場合
は、従装置１０のＩＤ番号と特定の値との論理和をグラントに書き込み、特定のビットに
フラグを立てることが考えられる。
【００４９】
　すなわち、図７において、主装置２０は、まず、信号の送信を指示するか否かを調べ（
ステップ２０１）、ここで、信号の送信をすると判断された場合は（ステップ２０１でＹ
ＥＳ）、グランド＃ｎに縦装置のＩＤ番号を設定し（ステップ２０２）、この処理を終了
する。
【００５０】
　しかし、ステップ２０１で信号の送信を指示しないと判断された場合は（ステップ２０
１でＮＯ）、次に、情報量の申告を指示するかを調べ（ステップ２０３）、ここで、情報
量の申告を指示しないと判断された場合は（ステップ２０３でＮＯ）、この処理を終了す
るが、情報量の申告を指示すると判断された場合は（ステップ２０３でＹＥＳ）、グラン
ド＃ｎに従装置のＩＤと特定の値との論理和を設定し（ステップ２０４）、この処理を終
了する。
【００５１】
　ここで、特定の値は、従装置のＩＤ番号として使われていない値として、例えば０ｘ８
０等にすればよい。
【００５２】
　従装置１０は、グラントに書き込まれた値と特定の値の否定との論理積が該従装置のＩ
Ｄ番号と一致した場合に、グラントに書き込まれた値と特定の値との論理積から、特定の
ビットにフラグが立っているかを識別し、情報量を申告するか、信号を送信するかを判断
する。
【００５３】
　すなわち、図８において、まず、グランド＃ｎの値と特定の値の否定との論理積が該従
装置のＩＤ番号と一致するかを調べ（ステップ２１１）、ここで、一致すると判断される
と（ステップ２１１でＹＥＳ）、次に、グランド＃ｎの値と特定の値との論理積が特定の
値と一致するかを調べる（ステップ２１２）。
【００５４】
　ここで、一致すると判断されると（ステップ２１２でＹＥＳ）、情報量の申告の指示と
判断して、情報量を申告し（ステップ２１３）、この処理を終了する。　なお、ステップ
２１１で、一致しないと判断された場合（ステップ２１１でＮＯ）、若しくはステップ２
１２で一致しないと判断された場合（ステップ２１２でＮＯ）は、信号の送信の指示と判
断して、信号を送信し（ステップ２１４）、この処理を終了する。
【００５５】
　別の方法としては、図９および図１０に示すように、グラントには従装置１０のＩＤ番
号を書き込み、ＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ１若しくはＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ２の付加
的な領域に情報量の申告を指示したグラントの番号＃ｎを書き込むことが考えられる。
【００５６】
　すなわち、図９において、主装置２０は、まず、信号の送信を指示するか否かを調べ（
ステップ２２１）、ここで、信号の送信をすると判断された場合は（ステップ２２１でＹ
ＥＳ）、グランド＃ｎに縦装置のＩＤ番号を設定し（ステップ２２２）、この処理を終了
する。
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【００５７】
　しかし、ステップ２２１で信号の送信を指示しないと判断された場合は（ステップ２２
１でＮＯ）、次に、情報量の申告を指示するかを調べ（ステップ２２３）、ここで、情報
量の申告を指示しないと判断された場合は（ステップ２２３でＮＯ）、この処理を終了す
るが、情報量の申告を指示すると判断された場合は（ステップ２２３でＹＥＳ）、グラン
ドの付加的な領域に、グランドの番号として＃ｎを設定し（ステップ２２４）、この処理
を終了する。
【００５８】
　従装置１０は、グラントに書き込まれた従装置１０のＩＤ番号が該従装置１０のＩＤ番
号と一致した場合に、上述の付加的な領域の値を読み込み、この値と送信を指示されたグ
ラントの番号とを比較して、情報量を申告するか、信号を送信するかを判断する。
【００５９】
　すなわち、図１０において、まず、グランド＃ｎの値が該当従装置のＩＤ番号と一致す
るかを調べ（ステップ２３１）、ここで、一致すると判断されると（ステップ２３１でＹ
ＥＳ）、次に、グランドの付加的な領域の値が＃ｎと一致するかを調べる（ステップ２３
２）。
【００６０】
　ここで、一致すると判断されると（ステップ２３２でＹＥＳ）、情報量の申告の指示と
判断して、情報量を申告し（ステップ２３３）、この処理を終了する。　なお、ステップ
２３１で、一致しないと判断された場合（ステップ２３１でＮＯ）、若しくはステップ２
３２で一致しないと判断された場合（ステップ２３２でＮＯ）は、信号の送信の指示と判
断して、信号を送信し（ステップ２３４）、この処理を終了する。
【００６１】
　次に、この第１の実施の形態において、従装置１０が主装置２０に対して、信号の送信
に必要な情報量を申告する方法について説明する。
【００６２】
　従装置１０は、図７乃至図１０のフローチャートによって、該従装置１０に対して情報
量の申告が指示されたと判断した場合、情報量の申告を示すセル識別子およびカウンタで
計数された情報量および該従装置のＩＤ番号を少なくとも書き込んだセルを作成する。
【００６３】
　この作成したセルは、申告を指示されたグラントに対応する上り伝送フレームのスロッ
トにより、送信部１３を介して主装置２０へ送信する。
【００６４】
　なお、情報量は、カウンタ１６で計数された絶対値、および前回の申告からの差分値の
両方か、どちらか１つを申告する。
【００６５】
　次に、従装置１０から情報量の申告を受けた主装置２０が、申告された情報量に基づい
て、各従装置１０に対して信号の送信を指示する方法を説明する。
【００６６】
　なお、以下の説明において、従装置１０へ信号の送信を許可する許可量の特定の最大値
ｋビットは、全ての従装置１０で同一とする。
【００６７】
　さて、図３に示した主装置２０において、受信ポートを介して受信された各従装置１０
からのセルは、受信部２４にてヘッダが取り除かれた後に、セルに書き込まれたセル識別
子に基づいて識別される。
【００６８】
　識別されたセルが情報量を申告するセルの場合は記憶部２６に送られ、信号を送信する
セルの場合は出力部２２に送られる。
【００６９】
　図１１は、図３に示した主装置２０における、記憶部２６の構成について示したもので
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ある。
【００７０】
　主装置１０の記憶部２６には、従装置１０から申告された情報量が記憶される情報量テ
ーブル３００（図１１（ａ）参照）、従装置１０へ信号の送信を許可する許可量が記憶さ
れる許可量テーブル４００（図１１（ｂ）参照）が、それぞれ設けられている。
【００７１】
　ここで、情報量テーブル３００の情報量Ｒｉ、許可量テーブル４００の許可量Ｇｉの初
期値は０であり、情報量テーブル３００および許可量テーブル４００の従装置番号ｉ（Ｉ
Ｄ番号ｉ）には、それぞれ、各従装置１０に対して個別に割り当てられた情報量Ｒｉおよ
び許可量Ｇｉの値が書き込まれている。
【００７２】
　受信部２４から情報量を申告するセルを受けた記憶部２６では、セルに書き込まれた従
装置１０のＩＤ番号と申告された情報量Ｒｉを読み取り、これらの読み取られた値に基づ
いて、情報量テーブル３００内で従装置１０のＩＤ番号が一致する情報量Ｒｉを更新する
。
【００７３】
　主装置２０の制御部２７では、記憶部２６の情報量テーブル３００に基づいて各従装置
１０に対して信号の送信を許可する許可量Ｇｉを特定の最大値ｋビット以下で算出する。
【００７４】
　ここで、特定の最大値ｋは、図１２に示す帯域割当てのように、従装置１０の総数をｍ
、従装置１０が稼動している割合をα（０＜α≦１．０）、情報伝送容量をｒビット／秒
とし、システムで定められる情報伝送の遅延許容時間をｔｄ秒としたときに、　
　ｋ　≦（ｒ×ｔｄ）÷（α×ｍ）　…　（１）
の関係を満たすように決定される。
【００７５】
　なお、従装置１０が稼動している割合αは、
　α＝（稼働中の従装置数）÷ｍ　　…　（２）
より求められ、全ての従装置１０が稼動している場合はα＝１．０である。
【００７６】
　式（１）の情報伝送容量ｒは、上り伝送フレームで実際に信号を伝送可能な容量であり
、例えば、図４に示した伝送フレームにおいて、１回／フレームの割合で情報量を申告す
るようにした場合、ｒ≡１４４．４Ｍビット／秒である。
【００７７】
　また、情報伝送の遅延許容時間ｔｄは、システムで扱うサービス等を基準にして設定さ
れる。例えば、遅延を許容しない音声系のサービスでは、０．００１～０．１秒程度の値
が妥当であると考えられる。逆に、ある程度の遅延を許容するデータ系のサービスでは、
信号の送信を完了する迄に人間が気にならない時間等を考慮すると、０．１～１秒程度の
値が妥当と考えられる。
【００７８】
　式（２）における稼動中の従装置１０の数は、図１に示した主装置２０にてカウントさ
れる。例えば、この方法としては、従装置１０からのセルの到達を監視し、主装置２０か
らの指示に対してセルを送信してくる従装置１０を稼働中としてカウントすることが考え
られる。
【００７９】
　別の方法としては、主装置２０から従装置１０へポーリングをし、ポーリングの応答を
する従装置１０を稼働中としてカウントする方法等も考えられる。
【００８０】
　図１３乃至図１５は、主装置における許可量Ｇｉの算出処理（図１３）、ＰＬＯＡＭセ
ルの送信時に従装置へ信号の送信を指示する指示量ｇｉの初期化処理（図１４）、ＰＬＯ
ＡＭセルの送信時に従装置へ信号の送信を指示する指示量ｇｉの算出処理（図１５）をフ
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ローチャートで示したものである。
【００８１】
　なお、許可量Ｇｉの算出は、記憶部２６の情報量テーブル３００に基づいて算出せずに
、情報量を申告するセルを制御部２７が受信部２４から直接受け取り、情報量の申告を受
ける度に逐次的に求めるようにしてもよい。
【００８２】
　図１３乃至図１５において、ｉ、ｊは従装置１０のＩＤ番号、ｍは従装置１０の総数、
ＮｓはＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ１若しくはＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ２で信号の送信が
指示可能なグラントの数、Ｒｉは従装置ｉの情報量、Ｇｉは従装置ｉの許可量、ｇｉは従
装置ｉの指示量、ｆｌａｇ１は全ての従装置１０の情報量Ｒｉが０であるかを示し、ｆｌ
ａｇ２はｇｉの算出が完了しているかを示すフラグである。
【００８３】
　なお、図１３乃至図１５においては、１≦ｉ≦ｍ、１≦ｊ≦ｍであり、また、ｊ＝１、
Ｇｉ＝０、ｆｌａｇ２＝ＴＲＵＥが初期値として設定されている。
【００８４】
　Ｎｓは、ＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ１若しくはＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ２のグラント
が未使用の場合、ＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ１の時にＮｓ＝２７、ＰＬＯＡＭセルＰＬＯ
ＡＭ２の時にＮｓ＝２６であり、グラントが情報量の申告の指示等で使用されている場合
は、使用されているグラントの数を差し引いた値を設定する。
【００８５】
　以下、図１３乃至図１５の各フローチャートについて説明する。
【００８６】
　図１３において、まず、ｉ－１、ｆｌａｇ１＝ＴＲＵＥに初期化し（ステップ５０１）
次に、Ｇｉが０かを調べる（ステップ５０２）。ここで、Ｇｉが０であると判断されると
（ステップ５０２でＹＥＳ）、次に、Ｒｉ≦ｋかを調べ（ステップ５０３）、Ｒｉ≦ｋで
あると（ステップ５０３でＹＥＳ）、Ｇｉ＝Ｒｉに設定し（ステップ５０４）、Ｒｉ≦ｋ
でないと（ステップ５０３でＮＯ）、Ｇｉ＝ｋに設定する（ステップ５０５）。
【００８７】
　そして、Ｒｉ＝Ｒｉ－Ｇｉに設定し（ステップ５０６）、ステップ５０７へ進む。
【００８８】
　しかし、ステップ５０２で、Ｇｉが０でないと判断された場合は（ステップ５０２でＮ
Ｏ）、ＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ１若しくはＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ２のグラントが不
足し、主装置２０が従装置ｉに対して許可量Ｇｉに相当する信号の送信を指示していない
ことになるので、Ｇｉを更新せずにステップ５０７に進む。
【００８９】
　ステップ５０７では、いずれかの従装置１０のＲｉが０かを調べ（ステップ５０７）、
Ｒｉが０である場合は（ステップ５０７でＹＥＳ）、ステップ５０９に進むが、Ｒｉが０
でない場合は（ステップ５０７でＮＯ）、ｆｌａｇ１にＦＡＬＳＥを設定し（ステップ５
０８）、ステップ５０９に進む。
【００９０】
　ステップ５０９では、ｉを１インクリメント（ｉ＝ｉ＋１）し、次に、ｉ＞ｍかを調べ
る（ステップ５１０）。ここで、ｉ＞ｍでないと判断された場合は（ステップ５１０でＮ
Ｏ）、ステップ５０２に戻るが、ｉ＞ｍであると判断された場合は（ステップ５１０でＹ
ＥＳ）、図１４のステップ５１１に進む。
【００９１】
　図１４のステップ５１１では、ｆｌａｇ２がＴＲＵＥかを調べる。ここで、ｆｌａｇ２
がＴＲＵＥであると判断された場合は（ステップ５１１でＹＥＳ）、ｉ＝１に設定し（ス
テップ５１２）、次に、ｇｉ＝０に設定し（ステップ５１３）、ｉを１インクリメント（
ｉ＝ｉ＋１）する。
【００９２】
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　そして、ｉ＞ｍかを調べ（ステップ５１５）、ここで、ｉ＞ｍでないと判断された場合
は（ステップ５１５でＮＯ）、ステップ５１３に戻るが、ｉ＞ｍであると判断された場合
は（ステップ５１５でＹＥＳ）、図１５のステップ５１６に進む。
【００９３】
　なお、ステップ５１１で、ｆｌａｇ２がＴＲＵＥでない、すなわちＦＡＬＳＥの場合は
（ステップ５１１でＮＯ）、従装置ｉの指示量ｇｉが繰り返し算出されている場合なので
、上記ｇｉの初期化処理を行うことなく、図１５のステップ５１６に進む。
【００９４】
　図１５のステップ５１６では、ｉ＝ｊに設定し、次に、ｆｌａｇ２がＴＲＵＥかを調べ
る（ステップ５１７）。ここで、ｆｌａｇ２がＴＲＵＥであると判断されると（ステップ
５１７でＹＥＳ）、Ｎｓの設定を行い（ステップ５１８）、ステップ５１９に進む。なお
、ステップ５１７で、ｆｌａｇ２がＴＲＵＥでないと判断されると（ステップ５１７でＮ
Ｏ）、Ｎｓの設定を行うことなくステップ５１９に進む。
【００９５】
　ステップ５１９では、Ｎｓ≧Ｇｊかを調べる。ここで、Ｎｓ≧Ｇｊであると判断された
場合は（ステップ５１９でＹＥＳ）、ｇｊ＝ｇｊ＋Ｇｊ、Ｇｊ＝０、Ｎｓ＝Ｎｓ－Ｇｊに
設定するとともに、ｊを１インクリメント（ｊ＝ｊ＋１）する（ステップ５２０）。そし
て、ｊ＞ｍかを調べ（ステップ５１２）、ｊ＞ｍであると（ステップ５１２でＹＥＳ）、
ステップ５２３に進み、ｊ＞ｍでないと（ステップ５２１でＮＯ）、ｊ＝１にして（ステ
ップ５２２）、ステップ５２３に進む。
【００９６】
　ステップ５２３では、ｉとｊが等しいかを調べ、ｉとｊが等しくないと（ステップ５２
３でＮＯ）、ステップ５１９に戻るが、等しいと判断されると（ステップ５２３でＹＥＳ
）、信号の送信を指示する指示量ｇｊの算出が一巡したので、次に、ｆｌａｇ１がＦＡＬ
ＳＥかを調べ（ステップ５２４）、ｆｌａｇ１がＦＡＬＳＥであると判断されると（ステ
ップ５２４でＹＥＳ）、図１３のステップ５０１に進み、図１３のフローチャートから許
可量Ｇｉおよび指示量ｇｉの算出を繰り返す。
【００９７】
　なお、ステップ５２４で、ｆｌａｇ１がＦＡＬＳＥ、すなわちＴＲＵＥの場合は（ステ
ップ５２４でＮＯ）、グラントを全て使用したか、全ての情報量Ｒｉに対して信号の送信
を指示した場合なので、ｆｌａｇ２をＴＲＵＥに設定し（ステップ５２７）、この処理を
終了する。
【００９８】
　また、ステップ５１９で、Ｎｓ≧Ｇｊでない、すなわちＧｊ＞Ｎｓの場合は（ステップ
５１９でＮＯ）、許可量Ｇｊに相当する信号の送信の指示が、１回のＰＬＯＡＭセル１若
しくはＰＬＯＡＭセル２で指示しきれない場合なので、ｇｊ＝ｇｊ＋Ｎｓ、Ｇｊ＝Ｇｊ－
Ｎｓ、Ｎｓ＝０に設定し（ステップ５２６）、その後、ｆｌａｇ２をＴＲＵＥに設定し（
ステップ５２７）、この処理を終了する。この場合は、従装置ｊに対して連続するＰＬＯ
ＡＭセル１若しくはＰＬＯＡＭセル２で信号の送信を指示することになる。　
　図１６は、主装置２０がＰＬＯＡＭセルに信号の送信を指示する方法を示したフローチ
ャートである。
【００９９】
　主装置２０は、上記図１３乃至１５の算出処理によって求められたｇｉに基づいて、図
１６に示したフローチャートに従ってＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ１若しくはＰＬＯＡＭセ
ルＰＬＯＡＭ２を作成し、送信部２３を介して従装置１０へ送信する。
【０１００】
　すなわち、まず、ｉ＝１、＃ｎ＝１に設定し（ステップ６０１）、次に、ｇｉが０でな
いかを調べる（ステップ６０２）。ここで、ｇｉが０でないと（ステップ６０２でＹＥＳ
）、次に、グラント＃ｎが未使用かを調べ（ステップ６０３）、未使用であると（ステッ
プ６０３でＹＥＳ）、グラント＃ｎに従装置ｉのＩＤ番号を設定する（ステップ６０４）



(12) JP 4327884 B2 2009.9.9

10

20

30

40

50

。
【０１０１】
　次に、ｇｉを１デクリメント（ｇｉ＝ｇｉ－１）し（ステップ６０５）、＃ｎを１イン
クリメント（＃ｎ＝＃ｎ＋１）して（ステップ６０６）、ステップ６０２に戻る。
【０１０２】
　そして、ステップ６０２で、ｇｉが０であると判断されると（ステップ６０２でＮＯ）
、ｉを１インクリメント（ｉ＝ｉ＋１）し（ステップ６０７）、ｉ＞ｍかを調べる（ステ
ップ６０８）。ここで、ｉ＞ｍでないと（ステップ６０８でＮＯ）、ステップ６０２に戻
るが、ｉ＞ｍであると判断されると（ステップ６０８でＹＥＳ）、この処理を終了する。
【０１０３】
　次に、従装置１０が主装置２０からの指示に従って、信号を送信する方法について説明
する。
【０１０４】
　図２に示した従装置１０では、受信ポートを介して受信部１４でセルが受信される。受
信部１４では、セルに書き込まれた宛て先に基づいて、受信したセルが該従装置１０宛て
であるかが識別される。
【０１０５】
　ここで、セルが該従装置１０宛ての場合は、セルに書き込まれたセル識別子に基づいて
セルの種類が識別される。そして、識別されたセルが信号セルの場合は出力部１２に送ら
れ、ＰＬＯＡＭセルの場合は制御部１７に送られる。
【０１０６】
　制御部１７では、受信部１４からＰＬＯＡＭセルを受け取ると、図７乃至図１０のフロ
ーチャートによって、信号の送信が指示されたのか、情報量の申告が指示されたのかを判
断する。
【０１０７】
　信号の送信を指示されたと判断した場合は、バッファメモリ１５に一時的に蓄積されて
いた信号を取り出し、信号を送信するセルを作成し、送信部１３を介してこの作成したセ
ルを送信する。
【０１０８】
　以上より、図１に示したポイント・マルチポイント通信システムにおけるこのアクセス
方式では、図１２に示した帯域割当てのように、主装置２０で算出された許可量Ｇｉ以下
で、信号の送信を指示された従装置１０が上りの伝送路を独占的に使用して、信号を連続
的に送信することができる。
【０１０９】
　次に、上記説明したこの発明の第１の実施の形態によるアクセス方式と従来のアクセス
方式であるＴＤＭＡ、およびＣＳＭＡ／ＣＤとをシミュレーションで比較した結果につい
て説明する。
【０１１０】
　図１７は、この発明の第１の実施の形態によるアクセス方式と従来のＴＤＭＡおよびＣ
ＳＭＡ／ＣＤによるアクセス方式とにおいて、伝送路の負荷率に応じて従装置および端末
からバースト的な信号を発生させた場合に、従装置および端末から信号が送信されるまで
の最大送信待ち時間を比較した結果である。
【０１１１】
　シミュレーションの構成としては、この発明によるアクセス方式においては、図１に基
づいて、光伝送路３０を介して３２台の従装置１０と１台の主装置２０を接続し、伝送容
量を１５５．５２Ｍビット／秒、主装置２０と各従装置１０との距離を２０ｋｍ、伝搬遅
延時間を１００μ秒としたポイント・マルチポイント通信システムを構成した場合を想定
している。
【０１１２】
　また、ＣＳＭＡ／ＣＤでは、１００Ｂａｓｅ－Ｔに基づいて、３２台の端末を１台のハ
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ブに接続し、伝送容量を１００Ｍビット／秒、端末とハブとの距離を２００ｍ、伝搬遅延
時間を１μ秒としたポイント・マルチポイント通信システムを想定している。
【０１１３】
　また、シミュレーションのパラメータとして、この発明によるアクセス方式では、情報
量の申告を指示するグラントの間隔を５３とし、１回／上り伝送フレームの割合で従装置
が情報量を申告するようにし、システムで定められる情報伝送の遅延許容時間をｔｄ＝０
．１秒として、従装置に信号の送信を許可する許可量の最大値ｋビットを定めた場合を想
定している。
【０１１４】
　また、従来のＴＤＭＡによるアクセス方式では、光伝送路の伝送容量を従装置の総数で
割り、各従装置へ４．８６Ｍビット／秒を固定的に割り当てた場合を想定している。
【０１１５】
　図１７において、横軸は伝送路の負荷率であり、縦軸は従装置および端末で発生した信
号が送信されるまでの最大送信待ち時間である。
【０１１６】
　図１７から明らかなように、この発明による第１の実施の形態ののアクセス方式では、
伝送路の負荷率が５０％以上と高くなり、バーストトラヒックが増えた場合でも、従来の
ＴＤＭＡやＣＳＭＡ／ＣＤのアクセス方式のように最大送信待ち時間が増えることなく比
較的低い値で安定しており、バーストトラヒックの収容に優れていることが分かる。
【０１１７】
　負荷率８０％では、この発明のアクセス方式の最大送信待ち時間がＴＤＭＡによるアク
セス方式に比べて約１／３、ＣＳＭＡ／ＣＤによるアクセス方式に比べて約１／９である
。
【０１１８】
　図１８は、この発明の第１の実施の形態のアクセス方式と、従来のＴＤＭＡおよびＣＳ
ＭＡ／ＣＤによるアクセス方式とにおいて、伝送路の負荷率を５０％とし、主装置および
端末が９０Ｍビット分の信号を受信するまでにかかる時間を比較した結果である。
【０１１９】
　図１８において、横軸は時刻であり、縦軸は各時刻における受信ビット数である。
【０１２０】
　図１８から明らかなように、この発明の第１の実施の形態のアクセス方式は、数Ｍバイ
ト規模のバーストトラヒックが発生した場合でも短時間で信号の受信を完了しているが、
従来のアクセス方式では、信号の受信を完了するまでに長時間を要することが分かる。
【０１２１】
　上記のシミュレーションにおいて信号の受信を完了するまでの時間は、この発明のアク
セス方式がＴＤＭＡによるアクセス方式に比べて１／１２、ＣＳＭＡ／ＣＤによるアクセ
ス方式に比べて１／２０である。
【０１２２】
　ＣＳＭＡ／ＣＤによるアクセス方式では、数Ｍバイト規模の信号がバースト的に発生し
た場合に、信号が６４～１５００Ｋバイト程度のパケットに区切られ繰り返し送信された
め、伝送路の負荷率が５０％程度でも、バケットの衝突による再送信によって信号の送信
に時間がかかり、アクセスの公平性が満足できないことが分かる。
【０１２３】
　また、帯域が固定的に割り当てられてたＴＤＭＡによるアクセス方式では、バースト的
に発生した信号に対して伝送路の使用効率が悪く、伝送路の負荷率が５０％程度でも、送
信待ちの従装置が他の従装置のタイムスロットを使用できず信号の送信に時間かかること
が分かる。
【０１２４】
　一方、この発明の第１の実施の形態のアクセス方式は、数Ｍバイト規模の信号がバース
ト的に発生した場合でも、主装置が従装置に対して帯域を動的に割り当てるため、伝送路
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の使用効率が非常に良く、伝送路の負荷率が５０％程度でも、信号の送信に時間が短時間
で終了することが分かる。
【０１２５】
　従って、この発明第１の実施の形態のアクセス方式は、各従装置のアクセスの公平性を
保証し、情報伝送の遅延許容時間も満足することができ、バースト的なトラヒックの収容
に関して非常に優れていることが分かる。
【０１２６】
　次に、この発明に係るポイント・マルチポイント通信システムの第２の実施の形態につ
いて説明する。
【０１２７】
　この第２の実施の形態においては、主装置２０が従装置１０に対して情報量の申告を指
示するグラントの間隔Ｐを、ＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ１若しくはＰＬＯＡＭセルＰＬＯ
ＡＭ２のグラントの使用状態に応じて動的に更新するように構成されており、これにより
、通信の効率を高めることができる。
【０１２８】
　例えば、ＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ１若しくはＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ２に未使用の
グラントが多い場合は、従装置１０から申告された情報量が少なく、光伝送路３０の負荷
率が低いことを意味する。
【０１２９】
　このような場合は、情報量の申告を指示するグラントの間隔Ｐを短くしたり、未使用の
グラントを用いて情報量の申告を指示したりすることにより、主装置２０が従装置１０の
情報量の変化をより詳細に認識することができるようにする。　従って、主装置２０は、
従装置１０の情報量の変化に対して、より柔軟に信号の送信を指示できるので、従装置１
０が信号を送信するまでの待ち時間を短縮し、従装置１０が信号を一時的に蓄積するため
に必要なバッファメモリ量も削減することができる。
【０１３０】
　逆に、ＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ１若しくはＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ２に未使用のグ
ラントが少ないか、全く無い場合は、従装置１０から申告された情報量が多く、光伝送路
３０の負荷率が高いことを意味する。
【０１３１】
　このような場合は、情報量の申告を指示するグラントの間隔Ｐを長くすることにより、
光伝送路３０上で信号の送信に利用可能な帯域が広がり、スループットを向上させること
ができる。
【０１３２】
　上述のように、従装置１０に対する情報量の申告の指示を動的に行うことで、従装置１
０が信号を送信するまでの待ち時間を短縮し、従装置１０が信号を一時的に蓄積するため
に必要なバッファメモリ量を削減し、スループットを向上させることができる。
【０１３３】
　図１９は、ＰＬＯＡＭセルのグラントに送信の指示を設定する順序とＰＬＯＡＭセルの
未使用のグラントに情報量の申告を指示する方法を示したフローチャートである。
【０１３４】
　図１９において、各従装置１０に対する情報量の申告の指示は、情報量の申告を指示す
るグラントの間隔Ｐに基づいた処理と、未使用のグラントが存在した場合の処理とがそれ
ぞれ独立であるため、各従装置１０に対して申告の指示の公平性を保証し、かつ効率的に
行うことができる。
【０１３５】
　すなわち、図１９において、まず、図６乃至図１０に示したフローチャートの処理によ
りＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ１若しくはＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ２のグラントに、情報
量の申告指示を設定する（ステップ６１１）。
【０１３６】
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　次に、図１０乃至図１６のフローチャートの処理により、ＰＬＯＡＭセル１若しくはＰ
ＬＯＡＭセル２の信号の送信の指示を設定する（ステップ６１２）。
【０１３７】
　そして、ＰＬＯＡＭセル１若しくはＰＬＯＡＭセル２に未使用のグラントがあるかを調
べる（ステップ６１３）。ここで、ＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ１若しくはＰＬＯＡＭセル
ＰＬＯＡＭ２に未使用のグラントがある場合は（ステップ６１３でＹＥＳ）、この未使用
のグラントに、従装置ｉに対する情報量の申告指示を設定し（ステップ６１４）、情報量
の申告を指示する従装置ｉを更新し（ステップ６１５）、ステップ７０３に戻る。但し、
ステップ７０５の処理において、従装置の総数をｍとした場合に、１≦ｉ≦ｍとする。
【０１３８】
　このようにして、ステップ７０３で、ＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ１若しくはＰＬＯＡＭ
セルＰＬＯＡＭ２に未使用のグラントがないと判断されると（ステップ６１３でＮＯ）、
この処理を終了する。
【０１３９】
　次に、上記説明したこの発明の第２の実施の形態によるアクセス方式と、従来のＴＤＭ
Ａ、およびＣＳＭＡ／ＣＤアクセス方式とをシミュレーションで比較した結果について説
明する。
【０１４０】
　図２０は、この発明の第１の実施の形態に関して示した同様のシミュレーション構成に
より、この発明の第２の実施の形態によるアクセス方式と従来のＴＤＭＡ、およびＣＳＭ
Ａ／ＣＤによるアクセス方式とを比較した結果である。
【０１４１】
　シミュレーションでは、この発明のアクセス方式において、未使用のグラントを用いて
情報量の申告を指示し、第１の実施の形態で示した場合と同様に、伝送路の負荷率に応じ
た最大送信待ち時間を比較する。
【０１４２】
　なお、図２０では、負荷率が低い場合の差が分かるように、縦軸を拡大して表示してい
る。
【０１４３】
　図２０から明らかなように、この発明の第２の実施の形態によるアクセス方式では、伝
送路の負荷率が高くなり、バーストトラヒックが増えた場合でも、ＴＤＭＡやＣＳＭＡ／
ＣＤによるアクセス方式のように最大送信待ち時間が増えることなく比較的低い値で安定
しており、バーストトラヒックの収容に優れていることが分かる。
【０１４４】
　さらに、情報量の申告の指示を動的にすることにより、負荷率が低い場合でも、ＣＳＭ
Ａ／ＣＤによるアクセス方式と比べて、ほとんど差がない結果が得られていることが分か
る。
【０１４５】
　図２１は、同様のシミュレーションにより、従装置および端末のバッファメモリに蓄積
された信号の量を比較した結果であり、縦軸はバッファメモリの最大信号蓄積量である。
【０１４６】
　図２１から明らかなように、この発明の第２の実施の形態によるアクセス方式では、伝
送路の負荷率が高くなり、バーストトラヒックが増えた場合でも、ＴＤＭＡやＣＳＭＡ／
ＣＤによるアクセス方式のように最大信号蓄積量が増えることなく比較的低い値で安定し
ており、バーストトラヒックの収容に優れ、従装置に必要なバッファメモリ量を削減でき
ることが分かる。
【０１４７】
　さらに、負荷率が低い場合でも、ＴＤＭＡによるアクセス方式より優れており、ＣＳＭ
Ａ／ＣＤによるアクセス方式と比べてもほとんど差がない結果が得られていることが分か
る。
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【０１４８】
　負荷率８０％では、この発明のアクセス方式の最大信号蓄積量がＴＤＭＡによるアクセ
ス方式に比べて約１／２、ＣＳＭＡ／ＣＤによるアクセス方式に比べて約１／３である。
【０１４９】
　次に、この発明のポイント・マルチポイント通信システムの第３の実施の形態について
説明する。
【０１５０】
　この発明のポイント・マルチポイント通信システムの第３の実施の形態においては、上
述した第１若しくは第２の実施の形態において、全ての従装置から申告された情報量に対
して信号の送信を指示した後に、伝送容量に余裕がある場合は主装置から各従装置へ信号
の送信を逐次的に指示するように構成する。
【０１５１】
　このような構成によると、従装置から申告された情報量が少なく通信のトラヒックが低
い場合に、主装置から従装置に対して信号の送信を常に指示することが可能になるため、
従装置が信号を送信するまでに必要な待ち時間と、信号を一時的に蓄積するために必要な
バッファメモリ量を削減し、通信の効率をより向上させることができる。
【０１５２】
　さらに、上述した第１若しくは第２の実施の形態に基づく信号の送信の指示とこの第３
の実施の形態によるによる信号の送信の指示とは、各々の処理が独立して実行されるため
、全ての従装置に対して情報伝送の遅延要求とアクセスの公平性を保証することができる
。
【０１５３】
　この第３の実施の形態において、図４に示したように、下りの１フレームは５６スロッ
ト、上りの１フレームは５３スロットからなり、これらの伝送フレームに基づいて、主装
置２０から従装置１０－１～１０－ｍへの下りがＴＤＭ（Time Division Multiplex）、
従装置１０－１～１０－ｍから主装置２０への上りがＴＤＭＡ（Time Division Multiple
 Access）の多重方式により、下り５３バイト、上り５６バイトのセルがそれぞれ送受信
される。
【０１５４】
　また、　図５に示したように、下り伝送フレームには、２８セルに１セルの割合で１フ
レームに２つのＰＬＯＡＭセルが含まれており、最初のＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ１には
従装置１０－１～１０－ｍからの上りセルを要求するグラントが２７個、二番目のＰＬＯ
ＡＭセルＰＬＯＡＭ２にはグラントが２６個あり、合計５３個のグラントが含まれている
。
【０１５５】
　ＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ１のグラントは上り伝送フレームのセル１からセル２７に対
応し、ＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ２のグラントは上り伝送フレームのセル２８からセル５
３に対応する。
【０１５６】
　主装置２０は、図５に示したＰＬＯＡＭセルのグラントに、従装置１０－１～１０－ｍ
のＩＤ番号等の識別子を書き込むことで、上り伝送フレーム内のどのスロットに、どの従
装置１０－１～１０－ｍがセルを送信できるかを指示することができる。
【０１５７】
　従装置１０－１～１０－ｍのＩＤ番号は、主装置２０で管理され、システムに加わる全
ての従装置１０－１～１０－ｍには、初期の段階でＩＤ番号が通知される。
【０１５８】
　このＩＤ番号により、主装置２０ではどの従装置１０－１～１０－ｍからのセルである
かが識別され、各従装置１０－１～１０－ｍでは受信したセルが自分宛てであるかが識別
される。
【０１５９】



(17) JP 4327884 B2 2009.9.9

10

20

30

40

50

　従装置１０－１～１０－ｍは、ＰＬＯＡＭセルに該従装置１０－１～１０－ｍの識別子
が書き込まれていた場合、グラントに対応する上り伝送フレームのスロットにセルを送信
することができ、この方法により光伝送路上でセルが衝突することを回避できる。
【０１６０】
　従装置１０－１～１０－ｍは、セルの送信に先立ち、主装置２０からの指示によりセル
の送信に必要な情報量を申告する。
【０１６１】
　主装置２０から従装置１０－１～１０－ｍへ情報量の申告を指示する方法の詳細、およ
び、従装置１０－１～１０－ｍから主装置２０へ情報量を申告する方法の詳細については
、第１若しくは第２の実施の形態と同様である。
【０１６２】
　従装置１０－１～１０－ｍから情報量の申告を受けた主装置２０は、申告された情報量
に基づいて特定の最大値以下で各従装置１０－１～１０－ｍにセルの送信を許可する許可
量を算出し、この許可量に基づいて、図５に示したＰＬＯＡＭセルのグラントを用いてセ
ルの送信を従装置１０－１～１０－ｍへ指示する。
【０１６３】
　主装置１０における許可量の算出方法およびＰＬＯＡＭセルを用いた送信の指示方法の
詳細は、第１若しくは第２の実施の形態と同様である。
【０１６４】
　主装置２０は、上述した許可量に基づくセルの送信の指示後に、ＰＬＯＡＭセルに未使
用のグラントがある場合には、各従装置１０－１～１０－ｍへセルの送信を逐次的に指示
することで、バースト的な通信をより良好に行うことが可能になる。
【０１６５】
　例えば、ＰＬＯＡＭセルに未使用のグラントが多い場合は、従装置１０－１～１０－ｍ
から申告された情報量が少なく、通信のトラヒックが低いことを意味する。
【０１６６】
　このような場合は、各従装置１０－１～１０－ｍへセルの送信を逐次的に指示すること
により、バースト的に発生するセルをより迅速に転送することが可能になるため、従装置
１０－１～１０－ｍが信号を送信するまでに必要な待ち時間と、信号を一時的に蓄積する
ために必要なバッファメモリ量を削減し、通信効率を向上させることができる。
【０１６７】
　また、バースト的な通信においては、信号の送信間隔がランダムになるため、通信のト
ラヒックが高い場合でも、ＰＬＯＡＭセルに未使用のグラントが存在する場合があり得る
。
【０１６８】
　このような場合においても、未使用のグラントを用いて各従装置へセルの送信を逐次的
に指示することにより同様の効果を得ることができる。
【０１６９】
　図２２は、ＰＬＯＡＭセルのグラントを用いて、従装置１０－１～１０－ｍへ信号の送
信の指示を設定する上述した第３実施の形態のフローチャートである。　ここで、逐次的
なセルの送信の指示は、許可量に基づくセルの送信の指示後に従装置１０－１～１０－ｍ
のＩＤ番号等の識別子をＰＬＯＡＭセルの未使用のグラントに順番に割り当てることで容
易に実施できる。また、逐次的なセルの送信の指示は、稼働している従装置のみに対して
実施することにより、より効率的に行うことが可能になる。
【０１７０】
　図２２において、この処理が開始されると、まず、従装置１０－１～１０－ｍから申告
された情報量に基づいて、特定の最大値以下で信号の送信を連続的に指示する。この送信
の指示はＰＬＯＡＭセルのグラントに書き込む（ステップ６２１）。
【０１７１】
　次に全ての情報量に対する送信の指示後、ＰＯＬＡＭセルに未使用のグラントが存在す
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るかを調べる（ステップ６２２）。
【０１７２】
　ここで、ＰＯＬＡＭセルに未使用のグラントが存在する場合は（ステップ６２２でＹＥ
Ｓ）、未使用のグラントを用いて、各従装置１０－１～１０－ｍへ信号の送信を逐次的に
指示する。この送信の指示は、ＰＬＯＡＭセルの未使用のグラントに書き込む（ステップ
６２３）。なお、ＰＯＬＡＭセルに未使用のグラントが存在しない場合は（ステップ６２
３）、そのままこの処理を終了する。
【０１７３】
　また、逐次的なセルの送信の指示は、稼働している従装置のみに対して実施することに
より、より効率的に行うことが可能になる。
【０１７４】
　図２２において、特定の最大値以下で信号の送信を指示する方法と、ＰＬＯＡＭセルの
グラントに逐次的にセルの送信を指示する方法とは、それぞれの処理が独立している。
【０１７５】
　そのため、逐次的にセルの送信を指示する場合でも、各従装置に対して情報伝送の遅延
要求とアクセスの公平性を保証することができる。
【０１７６】
　このような構成によると、特定の最大値以下で従装置１０－１～１０－ｍが上りの伝送
路を独占的に使用して、信号を連続的に送信することができる。
【０１７７】
　さらに、従装置１０－１～１０－ｍから申告された情報量が少なく、ＰＬＯＡＭセルの
グラントに空きがある場合には、各従装置１０－１～１０－ｍへ信号の送信を逐次的に割
り当てることによって、バースト的に発生するセルをより迅速に転送することを可能にし
、従装置１０－１～１０－ｍが信号を送信するまでに必要な待ち時間と、信号を一時的に
蓄積するために必要なバッファメモリ量を削減し、通信効率を向上させることができる。
【０１７８】
　次に、上記説明した第３の実施の形態によるアクセス方式と、従来のアクセス方式であ
るＴＤＭＡをシミュレーションで比較した結果について説明する。
【０１７９】
　図２３は、第２の実施の形態によるアクセス方式と、スロットを固定的に割り当てるＴ
ＤＭＡにおいて、伝送路の負荷率に応じて従装置からバースト的な信号を送信する場合に
、従装置１０－１～１０－ｍから信号が送信されるまでの最大送信待ち時間を比較した結
果である。
【０１８０】
　シミュレーションの構成として、この第３実施の形態によるアクセス方式およびＴＤＭ
Ａでは、図１に基づいて、光伝送路３０を介して３２台の従装置１０－１～１０－３２と
１台の主装置２０を接続し、伝送容量を１５５。５２Ｍビット／秒、主装置と各従装置と
の距離を２０ｋｍ、伝搬遅延時間を１００μ秒としたポイント・マルチポイント通信シス
テムを構成した。
【０１８１】
　また、この第３の実施の形態によるアクセス方式では、情報量の申告を指示するグラン
トの間隔を５３とし、１回／上り伝送フレームの割合で従装置が情報量を申告するように
し、システムで定められる情報伝送の遅延許容時間を０。１秒として、従装置に信号の送
信を許可する許可量の最大値を定めた。
【０１８２】
　また、ＴＤＭＡでは、光伝送路の伝送容量を従装置の総数で割り、各従装置へ４．８６
Ｍビット／秒を固定的に割り当てた。
【０１８３】
　図２３において、横軸は伝送路の負荷率であり、縦軸は従装置１０－１～１０－ｍおよ
び端末で発生した信号が送信されるまでの最大送信待ち時間である。
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【０１８４】
　図２３から明らかなように、この第３の実施の形態のアクセス方式は、主装置２０が従
装置１０－１～１０－３２に対して帯域を動的に割り当てるため、通信のトラヒックが増
えた場合でも、ＴＤＭＡのように最大送信待ち時間が増えることなく比較的低い値で安定
しており、バーストトラヒックの収容に優れていることが分かる。
【０１８５】
　負荷率８０％では、この発明のアクセス方式の最大送信待ち時間がＴＤＭＡに比べて約
１／７である。
【０１８６】
　図２４は、上記説明した第３の実施の形態によるアクセス方式と、未使用のグラントを
用いて信号の送信の指示をしなかった場合の平均送信待ち時間をシミュレーションによっ
て比較した結果であり、シミュレーションの構成は上記の場合と同様である。
【０１８７】
　図２４から明らかなように、この第３の実施の形態のアクセス方式では、未使用のグラ
ントを用いて各従装置１０－１～１０－ｍへ信号の送信を逐次的に指示することにより、
平均送信待ち時間が短くなっていることが分かる。
【０１８８】
　従って、従装置１０－１～１０－ｍが信号を送信するまでに必要な待ち時間と、信号を
一時的に蓄積するために必要なバッファメモリ量を削減し、通信効率を向上させることが
でき、バースト的なトラヒックの収容に関して非常に優れていることが分かる。
【０１８９】
　また、伝送路の負荷率が高い場合においても、ＰＬＯＡＭセルの未使用のグラントを使
用することにより、平均送信待ち時間が短縮され、同様の効果が得られていることが分か
る。
【０１９０】
　次に、この発明に係るポイント・マルチポイント通信システムの第４の実施の形態につ
いて説明する。
【０１９１】
　図４に示した上り伝送フレームでは、１台の従装置１０－１～１０－ｍからのセルを１
スロットで伝送するが、この第４の実施の形態では、スロットを複数に分割したミニスロ
ットを構成することにより、複数の従装置１０－１～１０－ｍからのセルを１スロットで
伝送することができるように構成される。
【０１９２】
　図２５は、図４に示した上り伝送フレームの１スロットを８個のミニスロットに分割し
た例を示したものである。
【０１９３】
　ここでは説明の都合上、１ミニスロットを７バイトとし、このミニスロットによって３
バイトのオーバヘッドと、４バイトのデータからなるミニセルが伝送されるように構成さ
れている。
【０１９４】
　従って、通常は、１台の従装置１０－１～１０－ｍから送信された５６バイトのセルが
１スロットで伝送されるが、このミニスロットを構成した場合では、最多で８台の各従装
置１０－１～１０－ｍから送信された７バイトのミニセルを１スロットで伝送することが
できる。
【０１９５】
　なお、ミニスロットおよびミニセルの大きさは、システムで任意に設定することが可能
であり、例えば、１ミニスロットを１４バイトとした場合は、最多で４台の各従装置１０
－１～１０－ｍから送信された１４バイトのミニセルを１スロットで伝送できることにな
る。
【０１９６】
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　以下に、上記のミニスロットを用いて、主装置２０が従装置１０－１～１０－ｍに対し
て情報量の申告を指示し、従装置１０－１～１０－ｍが主装置２０に対して情報量の申告
をする方法について説明する。
【０１９７】
　まず、ミニスロットを用いる場合は、主装置２０からの指示に従ってミニセルを送信す
る従装置１０－１～１０－ｍを特定するために、従装置１０－１～１０－ｍを複数のグル
ープに分け、各従装置１０－１～１０－ｍにグループのＩＤ番号を予め割り当てる必要が
ある。
【０１９８】
　ここで、グループのＩＤ番号は、従装置１０－１～１０－ｍのＩＤ番号と１スロットに
含まれるミニスロットの総数Ｓとに基づいて式（３）より求めることができる。
【０１９９】
　グループのＩＤ番号 ＝ 従装置のＩＤ番号÷Ｓ＋１　…　（３）
　但し、従装置１０のＩＤ番号は、従装置１０－１～１０－ｍの総数をｍとした時に、１
≦従装置のＩＤ番号≦ｍ、を満たす重複しない値が各従装置１０－１～１０－ｍに割り当
てられる。
【０２００】
　例えば、従装置１０－１～１０－ｍの総数を３２とし、図２２のように１スロットを８
個のミニスロットに分割した場合、８台の従装置１０－１～１０－ｍを１グループとした
４つのグループに分けることができ、各従装置１０－１～１０－ｍには式（３）に基づい
て、１≦グループのＩＤ番号≦４、を満たすいずれかの値が割り当てられる。
【０２０１】
　主装置２０が従装置１０－１～１０－ｍに対して、ミニスロットを用いて情報量の申告
をするように指示する場合は、図６乃至図１０のフローチャートにおいて、特定の従装置
１０－１～１０－ｍに対して情報量の申告を指示する代わりに特定のグループに対して情
報量の申告を指示するように変更すればよい。
【０２０２】
　従装置１０－１～１０－ｍは、図７乃至図１０のフローチャートにおいて、主装置２０
からの指示を判断する処理部分で、該従装置１０－１～１０－ｍのＩＤ番号に基づいた判
断のかわりに該従装置１０－１～１０－ｍのグループ番号に基づいた判断をするように変
更すればよい。
【０２０３】
　従装置１０－１～１０－ｍは、該従装置１０－１～１０－ｍに対してミニスロットを用
いて情報量の申告が指示されたと判断した場合、情報量の申告を示すセル識別子、カウン
タで計数された情報量、および該従装置１０のＩＤ番号を少なくとも書き込んだミニセル
を作成し、上り伝送フレームのミニスロットにより、送信部を介して作成したミニセルを
主装置２０へ送信する。
【０２０４】
　なお、従装置１０－１～１０－ｍが用いるミニスロットの番号＃ｓは、従装置１０－１
～１０－ｍのＩＤ番号、グループのＩＤ番号、および、１スロットに含まれるミニスロッ
トの総数Ｓに基づいて、式（４）より求められる。
【０２０５】
　＃ｓ ＝ 従装置のＩＤ番号－（（グループのＩＤ番号－１）×Ｓ）…（４）
　図２６は、上記第４の実施の形態において、従装置１０－１～１０－ｍのＩＤ番号と式
（４）より求められたミニスロットの番号＃ｓとの対応を示したものである。
【０２０６】
　また、主装置２０が従装置１０－１～１０－ｍに対してミニスロットを用いて情報量の
申告をするように指示する間隔は、第１若しくは第２の実施の形態で述べた同様の方法を
適用することが可能であり、ＰＬＯＡＭセルのグラントの使用状態に応じて動的に更新す
ることにより通信の効率を高めることができる。
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【０２０７】
　さらに、この実施の第４の実施の形態では、情報量の申告に関してミニスロットを用い
る方法について説明したが、主装置２０が従装置１０－１～１０－ｍに対して信号の送信
を指示し、従装置１０－１～１０－ｍが主装置２０に対して信号を送信する場合にも、ミ
ニスロットを用いることができる。
【０２０８】
　次に、上記説明したこの発明の第４の実施の形態によるアクセス方式と、従来のＴＤＭ
Ａ、およびＣＳＭＡ／ＣＤによるアクセス方式とをシミュレーションで比較した結果につ
いて説明する。
【０２０９】
　図２７は、第１の実施の形態に関して示した同様のシミュレーション構成により、この
発明の第４の実施の形態によるアクセス方式と従来のＴＤＭＡ、およびＣＳＭＡ／ＣＤに
よるアクセス方式とを比較した結果である。
【０２１０】
　ここで、このシミュレーションでは、この発明の第４の実施の形態のアクセス方式にお
いて、情報量の申告に関してミニスロットを利用し、第１の実施の形態の場合と同様に、
伝送路の負荷率に応じた最大送信待ち時間を比較した。
【０２１１】
　なお、図２７では、負荷率が低い場合の差が分かるように、縦軸を拡大して表示してい
る。
【０２１２】
　図２７から明らかなように、この発明の第４の実施の形態によるアクセス方式は、伝送
路の負荷率が高くなり、バーストトラヒックが増えた場合でも、ＴＤＭＡやＣＳＭＡ／Ｃ
Ｄによるアクセス方式のように最大送信待ち時間が増えることなく比較的低い値で安定し
ており、バーストトラヒックの収容に優れていることが分かる。
【０２１３】
　さらに、情報量の申告に関してミニスロットを利用することにより、負荷率が低い場合
でも、ＣＳＭＡ／ＣＤによるアクセス方式と比べて同等の結果が得られていることが分か
る。
【０２１４】
　負荷率１０％では、この発明の第４の実施の形態のアクセス方式の最大送信待ち時間が
ＴＤＭＡによるアクセス方式に比べて約１／１０、ＣＳＭＡ／ＣＤによるアクセス方式と
比べてほぼ同等であり、負荷率８０％では、この発明の第４の実施の形態のアクセス方式
の最大送信待ち時間がＴＤＭＡによるアクセス方式に比べて約１／５であり、ＣＳＭＡ／
ＣＤによるアクセス方式に比べて約１／１４であり、このミニスロットを用いることで、
通信効率が向上していることが分かる。
【０２１５】
　図２８は、同様のシミュレーションにより、従装置１０－１～１０－ｍおよび端末のバ
ッファメモリに蓄積された信号の量を比較した結果であり、縦軸はバッファメモリの最大
信号蓄積量である。
【０２１６】
　なお、図２８では、負荷率が低い場合の差が分かるように、縦軸を拡大して表示してい
る。
【０２１７】
　図２８から明らかなように、この発明の第４の実施の形態によるアクセス方式は、伝送
路の負荷率が高くなり、バーストトラヒックが増えた場合でも、ＴＤＭＡやＣＳＭＡ／Ｃ
Ｄによるアクセス方式のように最大信号蓄積量が増えることなく比較的低い値で安定して
おり、バーストトラヒックの収容に優れ、従装置１０－１～１０－ｍに必要なバッファメ
モリ量を削減できることが分かる。
【０２１８】
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　さらに、負荷率が低い場合でもＴＤＭＡによるアクセス方式より優れており、ＣＳＭＡ
／ＣＤによるアクセス方式と比べてもほとんど差がない結果が得られていることが分かる
。
【０２１９】
　負荷率８０％では、この発明の第４の実施の形態のアクセス方式の最大信号蓄積量がＴ
ＤＭＡによるアクセス方式に比べて約１／２、ＣＳＭＡ／ＣＤによるアクセス方式に比べ
て約１／４であり、ミニスロットを用いることで、通信効率が向上し、従装置に必要なバ
ッファメモリ量を削減できることが分かる。
【０２２０】
　次に、この発明に係るポイント・マルチポイント通信システムの第５の実施の形態につ
いて説明する。
【０２２１】
　この第５の実施の形態においては、従装置１０－１～１０－ｍへ情報信号の送信を許可
する許可量の特定の最大値ｋを、従装置１０に対する課金、契約、緊急度および優先度等
の違いにより、従装置１０－１～１０－ｍごとに個別な値を定めるように構成される。
【０２２２】
　この場合、従装置１０－１～１０－ｍごとの特定の最大値ｋｉビット（ｉ＝１、…、ｍ
）は、図２９に示す帯域割当のように、従装置１０の総数をｍ（ｍは整数）、従装置１０
－１～１０－ｍが稼動している割合をα（０＜α≦１．０）、ポイント・マルチポイント
通信の情報伝送容量をｒビット／秒とし、システムで定められる情報伝送の遅延許容時間
をｔｄ秒としたときに、
　Σｋｉ≦ｒ×ｔｄ　　　　…（５）
の関係を満たすように、従装置１０－１～１０－ｍの個々に決定される。ここで、Σはｉ
について１からαｍまでの加算を示す。なお、従装置１０－１～１０－ｍが稼動している
割合αは、式（２）によって同様に求められる。
【０２２３】
　許可量Ｇｉは、図１３に示したフローチャートにおいて、ｋの代わりにｋｉとすること
によって求められる。
【０２２４】
　ＰＬＯＡＭセルの送信時に従装置ｉへ信号の送信を指示する指示量ｇｉは、図１４およ
び図１５に示したフローチャートによって同様に求められる。
【０２２５】
　なお、上記第１乃至第５の実施の形態においては、セルの多重方式をＴＤＭおよびＴＤ
ＭＡとしたが、この発明によるアクセス方式は、例えばＦＤＭ（Frequency Division Mul
tiplex）、ＦＤＭＡ（Frequency Division Multiple Access）、ＣＤＭＡ（Code Divisio
n Multiple Access）等にしても容易に実施することができる。
【０２２６】
　このように上記第１乃至第５の実施の形態によれば、従装置１０－１～１０－ｍは信号
の送信に必要な情報量を主装置２０へ申告し、主装置２０は各従装置１０－１～１０－ｍ
から申告された情報量に基づいて信号の送信を指示するので、数Ｍバイト規模の信号をバ
ースト的に送信する場合でも、伝送路上で信号の衝突が全く起こらず、ＣＳＭＡ／ＣＤの
ようにスループットが低下しない。
【０２２７】
　また、従装置１０－１～１０－ｍに対して情報量を申告するように指示する間隔を動的
に更新したり、スロットを複数に分割したミニスロットを構成することにより、通信の効
率をさらに向上させることができる。
【０２２８】
　信号の送信を許可する許可量は、従装置１０－１～１０－ｍからの申告に基づいて、情
報伝送容量を１００％有効利用できるように動的かつ効率的に算出されるので、バースト
トラヒックや従装置１０－１～１０－ｍの数が増加したような混雑時でも高いスループッ
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トが得られる。
【０２２９】
　許可量の最大値ｋビットは、従装置１０－１～１０－ｍの総数をｍ（ｍは整数）とし、
従装置１０－１～１０－ｍが稼動している割合をα（０＜α≦１．０）とし、情報伝送容
量をｒビット／秒とし、システムで定められる情報伝送の遅延許容時間をｔｄ秒としたと
きに、
　ｋ≦（ｒ×ｔｄ）／（α×ｍ）
の関係を満たすように決定する。
【０２３０】
　従って、従装置１０－１～１０－ｍは最大でｋビットの信号を送信する間、上り方向の
伝送路を独占的に使用できるので、大規模な信号を連続的に送信することが可能である。
【０２３１】
　また、上式に基づいて許可量を決定した場合は、全ての従装置１０－１～１０－ｍがｋ
ビットの信号を送信した場合でも、その送信に必要な時間はｔｄ秒なので、全ての従装置
１０－１～１０－ｍに対して情報伝送の遅延許容時間ｔｄを保証することができる。
【０２３２】
　全ての従装置１０－１～１０－ｍは、この遅延許容時間ｔｄ秒以内で、信号を必ず送信
できるのでアクセスの公平性と情報伝送の遅延許容時間を保証することができる。
【０２３３】
　さらに、従装置１０－１～１０－ｍが信号を送信するまでの最大送信待ち時間は、伝送
路の負荷率が高くなり、バーストトラヒックが増えた場合でも、ＴＤＭＡやＣＳＭＡ／Ｃ
Ｄのように増加することなく低い値で安定しており、負荷率が低い場合でも、ＴＤＭＡよ
り優れており、ＣＳＭＡ／ＣＤと比べてもほとんど差がない結果が得られる。
【０２３４】
　また、この実施の形態において、従装置１０－１～１０－ｍのバッファメモリにおける
最大信号蓄積量は、伝送路の負荷率が高くなり、バーストトラヒックが増えた場合でも、
従来の方式のように増加することなく低い値で安定しており、負荷率が低い場合でも、Ｔ
ＤＭＡより優れており、ＣＳＭＡ／ＣＤと比べてもほとんど差がない結果が得られ、従装
置１０－１～１０－ｍに必要なバッファメモリ量を削減できる。
【０２３５】
　このような構成によると、バースト的なトラヒックの収容に関して非常に優れているポ
イント・マルチポイント通信システムのアクセス方式を提供することが可能になる。
【０２３６】
　図３０は、この発明の第６の実施の形態によるポイント・マルチポイント通信システム
で採用されるパケットの多重方式であるＴＤＭおよびＴＤＭＡのフレーム周期を説明する
図である。
【０２３７】
　なお、この第６の実施の形態において、システム構成は図１に示した構成と同様であり
、従装置１０－１～１０－ｍおよび主装置２０の構成は、図２および図３に示した構成と
同様である。 
　図３０において、パケットの多重方式であるＴＤＭおよびＴＤＭＡのフレーム周期は、
１msとし、1フレーム内には、情報領域、制御領域、遅延制御領域が設けられる。
【０２３８】
　従装置１０－１～１０－ｍの総数を３２、伝送容量を１５５．５２Ｍ（bit/sec）、固
定長のパケットサイズを６０（byte）、遅延制御領域を１１１（μs）とすると、図３０
に示した例では、情報領域と制御領域がそれぞれ２５６および３２パケット分のタイムス
ロットからなり、図中の＃ｎはタイムスロットの番号を示している。
【０２３９】
　情報領域は、主装置２０と従装置１０－１～１０－ｍ間で情報パケットの送受信に用い
られる。制御領域は、主装置２０と従装置１０－１～１０－ｍ間で制御パケットの送受信
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に用いられ、３２の従装置１０－１～１０－ｍ全てがフレーム周期毎に制御パケットを送
受信できる分のタイムスロットが確保されている。
【０２４０】
　遅延制御領域は、主装置２０と各従装置１０－１～１０－ｍ間の伝送距離にばらつきが
ある場合に、パケットの送信時間を調整するために用いられ、伝送距離が１０(km)である
ことを想定したサイズが確保されている。ここで、伝送距離が短くパケットの伝送遅延に
ばらつきがない場合は、遅延制御領域を特に設けなくてもよい。
【０２４１】
　なお、ＴＤＭおよびＴＤＭＡのフレーム周期、フレーム内の領域構成、および各領域の
位置とサイズは、システムで任意に設定してよい。例えば、遅延制御領域をフレーム毎に
設けず特定の時間周期でフレームに挿入するようにして情報領域のサイズをより広く確保
するマルチフレーム構成などが考えられる。さらに、フレームフォーマットは、上りおよ
び下り方向で異なる構成にしてもよい。
【０２４２】
　図３１は、この第６の実施の形態によるポイント・マルチポイント通信システムにおけ
るアクセス方式の制御手順を示すシーケンス図である。
【０２４３】
　図３１において、まず、主装置２０へ情報信号を送信する従装置１０－１～１０－ｍは
、送信する情報信号を一時的にバッファメモリ１５に蓄積し、この蓄積された情報信号の
蓄積量を送信部１３を介して主装置２０へ申告する（図３１(1-1)）。ここで、ｉは個々
の従装置を表わし、従装置の総数をｍ(ｍは整数)とした場合、ｉ＝１，２、…ｍである。
【０２４４】
　従装置１０－１～１０－ｍからの申告を受けた主装置２０は、申告された蓄積量Ｒｉに
基づいて、各従装置１０－１～１０－ｍに対して送信を許可する情報量Ｎｉを特定の最大
値ｋ(bit)以下で算出する（図３１(1-2)）。ここで、特定の最大値ｋは、図５に示す帯域
割当てのように、従装置の総数ｍを、従装置が稼動している割合をα（０＜α≦１．０）
、情報伝送容量をｒ(bit/sec)とし、システムで定められる情報伝送の遅延許容時間をｔ
ｄ(sec)としたときに、 式（１）の関係を満たすように決定される。なお、従装置１０－
１～１０－ｍが稼動している割合αは、式（２）より求められ、全ての従装置１０－１～
１０－ｍが稼動している割合は、α＝１．０である。
【０２４５】
　主装置は情報量Ｎｉを算出した後に、フレーム周期毎に従装置へ通知する情報量ｎｉを
情報量Ｎｉから算出し、この情報量ｎｉを従装置１０－１～１０－ｍに対して通知する（
図３１(1-3)）。
【０２４６】
　ここで、情報量Ｎｉと別に情報量ｎｉを求める理由は、算出された情報量Ｎｉが１フレ
ームで送信可能な情報伝送容量を越えていた場合に、従装置１０－１～１０－ｍに対して
連続するフレームで情報量Ｎｉを完全に通知するためである。　主装置２０から情報量ｎ
ｉの通知を受けた従装置１０－１～１０－ｍは、この情報量ｎｉ以下で一時的に蓄積され
ている情報信号を主装置２０へ送信する（図３１(1-4)）。
【０２４７】
　以後は、図３１に示した(2-1)～(2-4)のように、上記の手順を順次繰り返す。　なお、
情報量ｎｉは実装の便宜上必要なパラメータであり、主装置２０から従装置１０－１～１
０－ｍへ情報量Ｎｉを通知し、従装置１０－１～１０－ｍ側で情報量Ｎｉ以下の情報信号
を１フレーム以内で送信可能かを判断し、必要に応じて情報信号の送信を制御するなどし
てもよい。
【０２４８】
　この第６の実施の形態のポイント・マルチポイント通信システムにおけるこのアクセス
方式では、図１２に示した帯域割当てのように、主装置２０で算出された情報量以下で、
情報量の通知を受けた従装置１０－１～１０－ｍが上り方向の伝送路を独占的に使用して
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、情報信号を連続的に送信することができる。
【０２４９】
　なお、ここでは説明の都合上、従装置１０－１～１０－ｍの総数を３２とし、光伝送路
３０の伝送容量を主装置２０から従装置１０－１～１０－ｍへの下り方向、従装置１０－
１～１０－ｍから主装置２０への上り方向ともに１５５．５２Ｍ（bit/sec）とする。
【０２５０】
　ここで、例えば、下り方向の伝送容量を６２２．０８Ｍ（bit/sec）として、上りおよ
び下り方向で伝送容量が非対称な構成にしてもよい。また、従装置１０－１～１０－ｍの
総数および伝送容量はシステムで任意に設定してよい。
【０２５１】
　また、主装置２０と従装置１０－１～１０－ｍ間では、上述の光伝送路３０を介して、
下り方向がＴＤＭ（Time Division Multiplex）、上り方向がＴＤＭＡ（Time Division M
ultiple Access）の多重方式によって、６０（byte）の固定長パケットが送受信されると
する。
【０２５２】
　このパケット内には、図３２に示すように、ヘッダ領域と、パケット識別領域と、従装
置識別領域と、機能拡張のために予約された予約領域と、通信領域とが少なくとも含まれ
る。
【０２５３】
　ヘッダ領域には、光伝送路３０上でパケットの衝突を回避するためのガードとバースト
信号の受信をするためのプリアンブルとパケットのヘッダとそれ以外の部分を区別するた
めのデリミタが書き込まれる。
【０２５４】
　また、パケット識別領域には、主装置２０および従装置１０－１～１０－ｍでパケット
の種類を識別するために、パケット種別番号が書き込まれる。
【０２５５】
　このパケット種別番号は、図３３に示すように、パケット種別毎の個別な値がシステム
で予め定められている。
【０２５６】
　また、従装置識別領域には、図３４に示すように、従装置１０－１～１０－ｍ毎に個別
に割り振られた従装置番号が書き込まれる。従装置番号は主装置２０で管理され、システ
ムに加わる全ての従装置１０－１～１０－ｍには、初期の段階で主装置２０から従装置番
号が通知されている。
【０２５７】
　この従装置番号により、主装置２０ではどの従装置１０－１～１０－ｍからのパケット
であるかが識別され、各従装置１０－１～１０－ｍでは受信したパケットが自分宛てであ
るかが識別される。
【０２５８】
　予約領域は、主装置２０と従装置１０－１～１０－ｍ間で、盗聴対策のための秘話鍵や
、パケットのタイムスタンプ（送信時刻や送信回数など）を送受信することなどに用いら
れる。
【０２５９】
　通信領域は、主装置２０と従装置１０－１～１０－ｍ間で、情報信号を送受信したり、
蓄積量の申告や情報量の通知をしたり、構成管理、障害管理、課金管理、トラヒック管理
およびセキュリティー管理などのＯＡＭ（Operation Administration & Maintenance）な
どに用いられる。
【０２６０】
　なお、パケットのサイズおよびフォーマットは、システムで扱うサービスの特性などに
応じて任意に設定してよく、パケット種別番号と従装置番号もシステムの構成に応じて任
意に設定してよい。
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【０２６１】
　さらに、秘話鍵およびタイムスタンプの送受信や、種々のOAMなどは、その実施内容な
どに応じて、パケットの予約領域や通信領域を適宜用いるようにしてよい。
【０２６２】
　パケットの多重方式であるＴＤＭおよびＴＤＭＡのフレーム周期は、図３０に示したよ
うに１msとし、1フレーム内には、情報領域、制御領域、遅延制御領域が設けられる。
【０２６３】
　従装置１０－１～１０－ｍの総数を３２、伝送容量を１５５．５２Ｍ（bit/sec）、固
定長のパケットサイズを６０（byte）、遅延制御領域を１１１（μs）とすると、図３０
に示した例では、情報領域と制御領域がそれぞれ２５６および３２パケット分のタイムス
ロットからなり、図中の＃ｎはタイムスロットの番号を示している。
【０２６４】
　情報領域は、主装置２０と従装置１０－１～１０－ｍ間で情報パケットの送受信に用い
られる。制御領域は、主装置２０と従装置１０－１～１０－ｍ間で制御パケットの送受信
に用いられ、３２の従装置１０－１～１０－ｍ全てがフレーム周期毎に制御パケットを送
受信できる分のタイムスロットが確保されている。
【０２６５】
　遅延制御領域は、主装置２０と各従装置１０－１～１０－ｍ間の伝送距離にばらつきが
ある場合に、パケットの送信時間を調整するために用いられ、伝送距離が１０(km)である
ことを想定したサイズが確保されている。ここで、伝送距離が短くパケットの伝送遅延に
ばらつきがない場合は、遅延制御領域を特に設けなくてもよい。
【０２６６】
　なお、ＴＤＭおよびＴＤＭＡのフレーム周期、フレーム内の領域構成、および各領域の
位置とサイズは、システムで任意に設定してよい。例えば、遅延制御領域をフレーム毎に
設けず特定の時間周期でフレームに挿入するようにして情報領域のサイズをより広く確保
するマルチフレーム構成などが考えられる。さらに、フレームフォーマットは、上りおよ
び下り方向で異なる構成にしてもよい。
【０２６７】
　さて、図２に示した従装置１０（１０－１～１０－ｍ）の入力ポートおよび図３に示し
た主装置２０の入力ポートには、端末あるいは他のネットワークから、音声、映像および
データなどのような情報信号が入力される。
【０２６８】
　この情報信号は入力部１１および２１をそれぞれ介してバッファメモリ１５および２５
に送られ、バッファメモリ１５および２５内で一時的に蓄積される。
【０２６９】
　このバッファメモリ１５および２５における情報信号の蓄積方法としては、FIFO（Firs
t In First Out）などが考えられる。
【０２７０】
　なお、この情報信号は、例えばATMセルやイーサネット(登録商標)パケットのように、
バッファメモリ１５および２５に蓄積される段階でセル化あるいはパケット化されていて
もよい。
【０２７１】
　また、この第６の実施の形態においては、図３５に示すように、情報パケットの通信領
域のサイズを５３(byte)としたので、入力される情報信号がＡＴＭセルであると整合性が
よい。また、情報信号がイーサネット(登録商標)パケットの場合は、ＡＴＭのＡＡＬ　Ｔ
ｙｐｅ５にマッピングすることで整合性がよくなる。
【０２７２】
　図２に示した従装置１０では、バッファメモリ１５に一時的に蓄積されている情報信号
の蓄積量が、カウンタ１６で随時カウントされる。この蓄積量は、情報信号の送信に必要
なパケット数を単位として、整数でカウントされるとする。
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【０２７３】
　例えば、図３５に示した情報パケットでは、図３２に示したパケットフォーマットの通
信領域（５３byte）で情報信号が伝送される。従って、蓄積量は、５３(byte)分の情報信
号が１パケットに換算されてカウントされる。
【０２７４】
　このカウント方法としては、バッファメモリ１５への情報信号の入力およびバッファメ
モリ１５からの情報信号の出力に応じて随時カウントする方法、バッファメモリ１５にFI
FOで蓄積されている情報信号の先頭アドレスと末尾アドレスの差から求める方法などが考
えられる。
【０２７５】
　蓄積されている情報信号が５３(byte)未満の場合には、送信に１パケット必要としてカ
ウントしてもよいし、５３(byte)になるまでカウントしなくてもよい。なお、蓄積量は、
ビットあるいはバイトを単位とした整数値でカウントするようにしてもよい。
【０２７６】
　上記のように、情報信号の蓄積量を送信に必要なパケット数でカウントすることは、主
装置２０へ申告する値が小さくなるので効率がよい。
【０２７７】
　蓄積量カウンタ１６でカウントされた情報信号の蓄積量は、制御部１７にて読み取られ
る。制御部１７では、この蓄積量を主装置へ申告するために制御パケットが作成される。
【０２７８】
　制御パケットは、図３６に示すように、図３２に示したパケットフォーマットの通信領
域が蓄積量を申告するための蓄積量申告領域となっている。
【０２７９】
　蓄積量カウンタ１６から読み取られた蓄積量は、この蓄積量申告領域に書き込まれる。
パケット識別領域には、蓄積量を申告するパケットであることを示すパケット種別番号01
hが書き込まれる。従装置識別領域には、主装置２０から該従装置１０－１～１０－ｍに
予め割り振られた従装置番号が書き込まれる。なお、蓄積量は、前回の申告時からの差分
を申告するようにしてもよい。
【０２８０】
　上記のように、制御部１７にて制御パケットの各領域に必要な情報が書き込まれた後、
この制御パケットは送信部１３へ送られる。なお、ヘッダ領域は、必要な情報を制御部１
７で書き込む代わりに、送信部１３で書き込むようにしてもよい。
【０２８１】
　さらに、蓄積量申告領域は、必要に応じて蓄積量を申告する以外の目的で使用してもよ
く、図３２に示した通信領域で蓄積量を申告する代わりに、予約領域を用いるようにして
もよい。
【０２８２】
　制御部１７から送信部１３に送られた制御パケットは、フレーム内に設けられた制御領
域のタイムスロットによって主装置２０へ送信される。
【０２８３】
　なお、送信をするタイミングとタイムスロットの番号は、制御部１７から指示される。
【０２８４】
　例えば、図３０に示したフレームの制御領域には、３２の従装置１０－１～１０－ｍ全
てがフレーム周期毎に制御パケットを送受信できる分のタイムスロットが設けらる。この
フレームフォーマットで制御パケットを送信する場合は、主装置２０から予め通知された
タイムスロットの位置を使用して送信するように制御される。
【０２８５】
　このタイムスロットは、従装置１０－１～１０－ｍの制御パケットが光伝送路３０上で
衝突しないように、従装置１０－１～１０－ｍ毎に個別な位置が割り当てられているとす
る。
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【０２８６】
　なお、蓄積量を申告する周期は、従装置１０－１～１０－ｍの総数やサービスクラスの
種類などに応じてシステムで任意に設定してよく、この設定に基づいて図３０に示した例
のようなフレームフォーマットの一部が決定される。
【０２８７】
　図３に示した主装置２０において、受信ポートを介して受信された各従装置１０－１～
１０－ｍからのパケットは、受信部２４においてヘッダが取り除かれた後に、パケットに
書き込まれたパケット種別番号に基づいて識別される。
【０２８８】
　識別されたパケットが情報パケットの場合は、出力部２２に送られ、蓄積量を申告する
制御パケットの場合は、記憶部２６に送られる。
【０２８９】
　記憶部２６内には、図３７に示すように、従装置１０－１～１０－ｍから申告された蓄
積量が記憶される蓄積量テーブル（図３７（ａ））、従装置１０－１～１０－ｍへ送信を
許可する情報量が記憶される情報量テーブル（図３７（ｂ））、フレーム周期毎に従装置
１０－１～１０－ｍへ通知する情報量が記憶される通知テーブル（図３７（ｃ））が設け
られている。
【０２９０】
　各テーブルの蓄積量Ｒｉ、情報量Ｎｉおよびの初期値は０であり、従装置番号ｉには各
従装置１０－１～１０－ｍに対して個別に割り当てられた値が書き込まれている。
【０２９１】
　受信部２４から蓄積量を申告する制御パケットを受けた記憶部２６では、制御パケット
の従装置識別領域と蓄積量申告領域から、それぞれに書き込まれた従装置番号と蓄積量を
読み取る。この読み取られた蓄積量に基づいて蓄積量テーブル内で従装置番号が一致する
蓄積量が更新される。
【０２９２】
　例えば、図３８に示すように、各従装置１０－１～１０－ｍのバッファメモリ１５に蓄
積された情報信号の蓄積量がカウントされていた場合、主装置２０が制御パケットを受信
した後の蓄積量テーブルは、図３７から図３８のように更新される。なお、図３７および
図３８に示した蓄積量の単位はパケットである。
【０２９３】
　制御部２７では、記憶部２６の蓄積量テーブルに基づいて、各従装置１０－１～１０－
ｍに送信を許可する情報量が算出される。この情報量は、式（１）で決定された特定の最
大値ｋ以下となるように算出される。式（１）の情報伝送容量ｒは、フレームの情報領域
で、情報信号を伝送可能な容量である。例えば、図３５に示した情報パケットおよび図３
０に示したフレームフォーマットでは、ｒ＝１０８．５４４Ｍ(bit/sec)である。
【０２９４】
　また、情報伝送の遅延許容時間ｔｄは、システムで扱うサービスクラスなどを基準にし
て設定される。例えば、遅延を許容しない音声系のサービスクラスでは、０．００１～０
．１(sec)程度の値が妥当であると考えられる。逆に、ある程度の遅延を許容するデータ
系のサービスクラスでは、情報信号の送信を完了する迄に人間が気にならない時間などを
考慮すると、０．１～１(sec)程度の値が妥当と考えられる。
【０２９５】
　例えば、ｍ＝３２、α＝１．０、ｒ＝１０８．５４４Ｍ(bit/sec)とし、ｔｄ＝０．０
１２５(sec)にした場合、各従装置に送信を許可する情報量の最大値ｋは４２４００(bit)
となり、図３４に示した情報パケット数に換算すると１００パケットとなる。
【０２９６】
　なお、式（２）における稼動中の従装置数は、主装置２０の制御部２７にてカウントさ
れるとする。例えば、この方法としては、従装置１０－１～１０－ｍからの制御パケット
の到達を監視し、フレーム周期毎に制御パケットを送信してくる従装置を稼働中としてカ
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ウントすることが考えられる。その他にも、主装置２０から従装置へポーリングをし、ポ
ーリングの応答をする従装置を稼働中としてカウントする方法なども考えられる。
【０２９７】
　図３９は、全ての従装置１０－１～１０－ｍが稼動している場合における主装置２０に
よる従装置１０－１～１０－ｍへ送信を許可する情報量の算出処理、図４０は、従装置１
０－１～１０－ｍへ通知する情報量の初期化処理、図４１は、従装置へ通知する情報量の
算出処理をそれぞれフローチャートで示したものである。
【０２９８】
　なお、主装置２０による情報量の算出では、記憶部２６の蓄積量テーブルに基づいて算
出せずに蓄積量を申告する制御パケットを制御部２７が受信部２４から直接受け取り蓄積
量の申告を受ける度に逐次的に求めるようにしてもよい。
【０２９９】
　図３９乃至図４１において、ｉおよびｊは従装置番号、ｍは従装置１０－１～１０－ｍ
の総数、ｐは１フレームで情報信号を送信可能なパケット（タイムスロット）数、ｑはフ
レーム周期毎に従装置１０－１～１０－ｍへ通知する算出中の情報量、Ｒｉは蓄積量テー
ブルに記憶されている従装置番号ｉの従装置の蓄積量、Ｎｉは情報量テーブルに記憶され
ている従装置番号ｉの従装置へ送信を許可する情報量、ｎｉは通知テーブルに記憶されて
いるフレーム周期毎に従装置番号ｉの従装置に対して通知する情報量であり、ｆｌａｇ１
は全ての従装置１０－１～１０－ｍの蓄積量Ｒｉが０であるかを示し、ｆｌａｇ２はフレ
ーム周期毎に従装置１０－１～１０－ｍへ通知する情報量ｎｉの算出が完了しているかを
示すフラグである。
【０３００】
　なお、図３９乃至図４１においては、ｍ＝３２（全ての従装置１０－１～１０－ｍが稼
働中）であり、１≦ｉ、ｊ≦ｍであり、ｊの初期値は１、Ｎｉおよびｆｌａｇ２の初期値
は０である。また、情報量Ｎｉは、図３１の(1-2)および(2-2)に示したように、フレーム
周期毎に図３９に示したフローチャートによって求められる。
【０３０１】
　なお、図３９において、Ｎｉ≠０の場合は、１フレームの情報領域のタイムスロットが
足りず、主装置２０が従装置ｉに対して情報量Ｎｉを完全に通知していないことになる。
【０３０２】
　従って、図３９のフローチャートを実行中に、Ｎｉ≠０の場合は、情報量Ｎｉを更新し
ない。情報量Ｎｉの算出後に、いずれかの従装置の蓄積量Ｒｉが０でない場合は、ｆｌａ
ｇ１に１がセットされる。
【０３０３】
　フレーム周期毎に従装置１０－１～１０－ｍへ通知する情報量ｎｉは、図４０に示した
フローチャートによって初期化された後に、図４１に示したフローチャートによって求め
られる。但し、ｆｌａｇ２≠０の場合は、従装置へ通知する情報量ｎｉが繰り返し算出さ
れている処理、すなわち、図４１に示したフローチャートの処理を２回以上実行している
場合なので、ｎｉを初期化しない。
【０３０４】
　図４１において、１フレームの情報領域で情報パケットを送信可能なパケット数ｐの初
期値は、情報領域のタイムスロット数に相当し、ここでは、図３０に示したフレームフォ
ーマットに基づいて２５６とする。
【０３０５】
　Ｎｊ＞ｐの場合は、情報量Ｎｊが１フレームの情報領域に収まらない場合なので、従装
置番号ｊの従装置に対して連続するフレームで情報量ｎｊを通知することになる。 
　ｍ台の従装置へ通知する情報量の算出が一巡した時（ｉ＝ｊ）に、ｐ＞０かつｆｌａｇ
１が０でない場合は、情報領域のタイムスロットに余裕があって、いずれかの従装置の蓄
積量Ｒｉが０でない場合である。この場合は、情報領域のタイムスロットを無駄なく使用
するために、ｆｌａｇ２に1をセットし、図３９のフローチャートから情報量Ｎｉおよび
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ｎｉの算出を繰り返す。
【０３０６】
　ｐが０あるいはｍ台の従装置１０－１～１０－ｍへ通知する情報量の算出が一巡した時
に、ｆｌａｇ１が０の場合は、情報領域の全てのタイムスロットを割り当てたか、全ての
蓄積量Ｒｉに対して情報量Ｎｉを割り当てた場合なので算出を完了する。
【０３０７】
　以上の手順で求められたフレーム周期毎に従装置へ通知する情報量ｎｉは、制御部２８
にて読み取られる。なお、情報量ｎｉは、情報量ｎｉの算出が完了した時点で、従装置番
号ｉと情報量ｎｉを一緒にして制御部２７へ送るようにしてもよい。
【０３０８】
　制御部２７では、フレーム周期毎に従装置１０－１～１０－ｍへ通知する情報量ｎｉを
記憶部２６の通知テーブルから読みとり、この情報量ｎｉを各従装置１０－１～１０－ｍ
へ申告するための制御パケットが作成される。
【０３０９】
　制御パケットは、図４２に示すように、図３２に示したパケットフォーマットの通信領
域が情報量を申告するための情報量通知領域となっている。この情報量通知領域には、図
４３に示すように、情報パケットの送信を開始するタイムスロットの番号＃ｉと、情報量
ｎｉが書き込まれる。
【０３１０】
　従装置１０－１～１０－ｍが情報パケットの送信を開始するタイムスロットの位置＃ｉ
は、図４４に示すフローチャートによって求められる。
【０３１１】
　パケット識別領域には、情報量を通知するパケットであることを示すパケット種別番号
02hが書き込まれる。従装置識別領域には、情報量ｎｉを通知する従装置の従装置識別番
号が書き込まれる。
【０３１２】
　上記のように、制御部２８にて制御パケットの各領域に必要な情報が書き込まれた後、
この制御パケットは送信部２３へ送られる。
【０３１３】
　なお、ヘッダ領域は、必要な情報を制御部で書き込む代わりに、送信部２３で書き込む
ようにしてもよい。さらに、情報量通知領域は、必要に応じて情報量を通知する以外の目
的で使用してもよいし、図３２に示した通信領域で情報量を通知する代わりに、予約領域
を用いるようにしてもよい。
【０３１４】
　制御部２７から送信部２３に送られた制御パケットは、フレーム内に設けられた制御領
域のタイムスロットによって従装置１０－１～１０－ｍへ送信される。なお、送信をする
タイミングとタイムスロットの番号は、制御部２８にて制御される。
【０３１５】
　図２に示した従装置１０では、主装置２０からのパケットが、受信ポートを介して受信
部１４で受信される。受信部１４では、ヘッダが取り除かれた後に、受信したパケットに
書き込まれた従装置番号に基づいて、該従装置１０宛てのパケットであるかが識別される
。該従装置１０宛てのパケットの場合は、パケットに書き込まれたパケット種別番号に基
づいてパケットの種類が識別される。
【０３１６】
　識別されたパケットが情報パケットの場合は出力部１２に送られ、情報量を通知する制
御パケットの場合は制御部１７に送られる。
【０３１７】
　制御部１７では、受信部１４から図１８に示したような情報量を通知する制御パケット
を受けると、制御パケットの情報量通知領域から情報パケットの送信を開始するタイムス
ロットの番号と送信を許可された情報量ｎｉとを読み取る。制御部１７ではｎｉ≠０の場
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合に、バッファメモリ１５に対して、この情報量ｎｉ以下で、蓄積されている情報信号を
送信部へ向けて出力するように指示する。例えば、ｎｉが１００ならば、５３００(byte)
以下の情報信号を送信部１３へ向けて出力するように指示する。
【０３１８】
　送信部１３では、バッファメモリ１５から送られてきた情報信号を主装置２０へ送信す
るために、図３５に示すような情報パケットが作成される。情報パケットは、図３２に示
したパケットフォーマットの通信領域が情報信号を送信するための情報信号領域となって
いる。
【０３１９】
　バッファメモリ１５から送られてきた情報信号は、この情報信号領域に書き込まれる。
パケット識別領域には、情報信号を送信するパケットであることを示すパケット種別番号
11hが書き込まれる。従装置識別領域には、該従装置１０に予め割り振られた従装置番号
が書き込まれる。送信部１３にて情報パケットの各領域に必要な情報が書き込まれた後、
この情報パケットは、フレーム内に設けられた情報領域のタイムスロットによって主装置
２０へ送信される。なお、送信をするタイミングとタイムスロットの番号は、制御部１７
から指示されるとする。
【０３２０】
　上記処理により図３８に示したような蓄積された情報信号が、主装置２０へ送信される
様子をシーケンス図で示すと図４５のようになる。
【０３２１】
　次に、従装置１０－１～１０－ｍ毎に特定の最大値ｋｉを定める場合の処理を説明する
。
【０３２２】
　さて、従装置１０－１～１０－ｍへ情報信号の送信を許可する情報量の特定の最大値ｋ
は、従装置１０－１～１０－ｍに対する課金、契約、緊急度および優先度などの違いによ
り、従装置１０－１～１０－ｍ毎に個別な値を定めることができる。
【０３２３】
　この場合、従装置１０－１～１０－ｍ毎の特定の最大値ｋｉ(bit)（ｉ＝１、…、ｍ）
は、図２９に示す帯域割当のように、従装置１０－１～１０－ｍの総数をｍ(ｍは整数)、
従装置１０－１～１０－ｍが稼動している割合をα（０＜α≦１．０）、ポイント・マル
チポイント通信の情報伝送容量をｒ(bit/sec)とし、システムで定められる情報伝送の遅
延許容時間をｔｄ(sec)としたときに、式（５）の関係を満たすように、従装置個々に決
定される。ここで、Σはｉについて１からｍまでの加算を示す。なお、従装置が稼動して
いる割合αは、式（２）によって同様に求められる。
【０３２４】
　情報量Ｎｉは、図３９に示したフローチャートにおいて、ｋの代わりにｋｉとすること
によって求め留ことができ、フレーム周期毎に従装置１０－１～１０－ｍへ通知する情報
量ｎｉは、図４１に示したフローチャートによって同様に求めることができる。
【０３２５】
　次に、個々の従装置１０－１～１０－ｍおよびサービスクラス単位に特定の最大値ｋｉ
を定める処理について説明する。
【０３２６】
　図２に示した従装置１０のバッファメモリ１５では、入力された情報信号が、音声、映
像、データなどのような区別、アナログ音声信号、ＡＴＭセル、イーサネット(登録商標)
パケットなどのような区別、遅延を許容するベストエフォート型サービスと遅延を許容し
ないギャランティード型サービスのような区別などにより、異なるサービスクラス単位で
別々に蓄積されるように構成することができる。
【０３２７】
　この場合、バッファメモリ１５の構成は、図４６に示すように複数の物理的なメモリで
分けるようにしてもよいし、図４７に示すように複数の論理的なキューで分けるようにし
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てもよい。
【０３２８】
　なお、サービスクラス毎に情報信号を蓄積する場合は、バッファメモリ１５の前段にお
いて、入力された情報信号が各サービスクラスに振り分けられる。
【０３２９】
　異なるサービスクラス単位でバッファメモリ１５に蓄積された情報信号は、図４６およ
び図４７に示すように、サービスクラス毎の蓄積量カウンタによって、それぞれの蓄積量
がカウントされる。
【０３３０】
　主装置２０に対して、サービスクラス毎の蓄積量を申告する際には、図４８に示すよう
に、各サービスクラスの蓄積量が制御パケットの蓄積量申告領域に書き込まれる。なお、
図４６乃至図４８において、ｓｃはサービスクラスの総数を表わす。
【０３３１】
　図３に示した主装置２０の記憶部２６には、従装置１０－１～１０－ｍへ通知する情報
量を異なるサービスクラス単位で算出するために、図４９に示すように、サービスクラス
毎の蓄積量テーブル（図４９（ａ））、情報量テーブル（図４９（ｂ））およびフレーム
周期毎に情報量を通知する通知テーブル（図４９（ｃ））が設けられている。
【０３３２】
　なお、図４９において、ｓはサービスクラスを表わし、サービスクラスの総数がｓｃの
場合に、ｓ＝１、２、…ｓｃであるとすると、Ｒｉｓは各従装置のサービスクラス毎の蓄
積量、Ｎｉｓは各従装置に送信を許可するサービスクラス毎の情報量、ｎｉｓはフレーム
周期毎に従装置へ通知するサービスクラス毎の情報量である。
【０３３３】
　図４８に示すようなサービスクラス毎の蓄積量を申告する制御バケットを受けた主装置
２０では、制御パケットの従装置識別領域と蓄積量申告領域から、それぞれに書き込まれ
た従装置番号とサービスクラス毎の蓄積量を読み取る。この読み取られた蓄積量荷基づい
て蓄積量テーブル内の従装置番号が一致するサービスクラス毎の蓄積量Ｒｉｓが更新され
る。
【０３３４】
　従装置１０－１～１０－ｍに対してサービスクラス単位に情報信号の送信を許可する情
報量Ｎｉｓ（ｉ＝１，２、…ｍ，ｓ＝１、２、…ｓｃ）の特定の最大値は、個々の従装置
１０－１～１０－ｍおよびサービスクラス単位に定めることができる。
【０３３５】
　この場合、特定の最大値ｋｉｓ（ｉ＝１，２、…ｍ，ｓ＝１、２、…ｓｃ）は、従装置
１０－１～１０－ｍの総数をｍ(ｍは整数)、遅延時間できまる複数のサービスクラスの総
数をｓｃ(ｓｃは整数)、従装置のサービスクラスが稼動している割合をαｓ（０＜αｓ≦
１．０）、ポイント・マルチポイント通信のサービスクラス毎の情報伝送容量をｒｓ(bit
/sec)とし、システムで定められるサービスクラス毎の情報伝送の遅延許容時間をｔｄｓ(
sec)としたときに、
　Σｋｉｓ≦ｒｓ×ｔｄｓ（ｓ＝１，２、…ｓｃ）　　　　…（６）
の関係を満たすように、個々の従装置およびサービスクラス単位に決定される。ここで、
Σはｉについて１からαｓ×ｍまでの加算を示す。
【０３３６】
　例えば、ｍ＝６、ｓｃ＝２、α１＝１．０、α２＝１．０、ｒ１＝１００ｋ(bit/sec)
、ｒ２＝３６０ｋ(bit/sec)とし、ｔｄ１＝０．００３(sec)、ｔｄ２＝０．００２（sec)
とすれば、図５０に示すように、従装置番号ｉの従装置に送信を許可する情報量の最大値
は、ｋｉ１＝５０(bit)、ｋｉ２＝１２０(bit)となる。なお、図５０においてＣは制御領
域を表わし、ＤＭは遅延制御領域を表わす。なお、従装置のサービスクラスが稼動してい
る割合αｓは、
　αｓ＝（サービスクラスｓが稼働中の従装置数）／ｍ　　　　…（７）
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より求められる。式（６）において、サービスクラスｓが稼動中の従装置数は、主装置に
てカウントされるとする。
【０３３７】
　例えば、この方法としては、従装置１０－１～１０－ｍがシステムに登録される段階で
、サービスクラスｓが扱われる従装置の数を稼働中としてカウントする方法が考えられる
。その他にも、従装置１０－１～１０－ｍからの制御パケットの到達を監視し、申告され
たサービスクラスｓの蓄積量が一定期間０でない従装置を稼働中としてカウントしたり、
主装置２０から従装置１０－１～１０－ｍへのポーリングにより、サービスクラスｓが稼
動中であるかを確認することでカウントする方法などが考えられる。
【０３３８】
　個々の従装置１０－１～１０－ｍに対してサービスクラス単位に送信を許可する情報量
Ｎｉｓは、図３９に示したフローチャートにおいて、ｋの代わりにｋｉｓとし、異なるサ
ービスクラス単位にｓｃ回実行することによって求めることができる。
【０３３９】
　フレーム周期毎に従装置１０－１～１０－ｍへ通知する情報量ｎｉｓは、図４１に示し
たフローチャートを異なるサービスクラス単位にｓｃ回実行することによって求められる
。なお、ｐの初期値には、１フレームの情報領域で、サービスクラス毎に情報パケットを
送信可能な数が設定されるとする。
【０３４０】
　制御部２７で求められたサービスクラス毎の情報量ｎｉｓは、送信部２３で読み取られ
、図５１に示すような制御パケットに書き込まれた後に、従装置へ通知される。
【０３４１】
　異なるサービスクラス単位の情報量ｎｉｓを通知する制御パケットを受け取った従装置
１０では、制御パケットに書き込まれた情報量ｎｉｓを読みとる。
【０３４２】
　制御部１７ではｎｉｓ≠０の場合に、図４６または図４７に示したような、サービスク
ラスｓのバッファメモリ、あるいはバッファメモリ内のサービスクラスｓのキューに対し
て、この情報量ｎｉｓ以下でバッファメモリ１５に蓄積されている情報信号を送信部１３
へ向けて出力するように指示する。
【０３４３】
　例えば、ｎｉ１が１００ならばサービスクラス１のバッファメモリあるいはキューに対
して５３００(byte)以下の情報信号を送信部１３へ向けて出力するように指示し、ｎｉ２
が５０ならばサービスクラス２のバッファメモリあるいはキューに対して２６５０(byte)
以下の情報信号を出力するように指示する。
【０３４４】
　送信部１３では、バッファメモリ１５から送られてきたサービスクラス毎の情報信号を
主装置２０へ送信するために、図３５に示すような情報パケットが作成され、フレーム内
に設けられた情報領域のタイムスロットによって主装置２０へ送信される。なお、送信を
するタイミングとタイムスロットの番号は、制御部１７から指示される。
【０３４５】
　次に、従装置１０－１～１０－ｍへ通知する情報量をマルチキャストする場合の処理に
ついて説明する。
【０３４６】
　図３０に示したフレームフォーマットの例では、制御領域として、３２の従装置１０－
１～１０－ｍ全てがフレーム周期毎に制御パケットを送受信できる分のタイムスロットが
確保されている。
【０３４７】
　例えば、この場合のフレームフォーマットは、図５２に示すように、制御領域を１パケ
ット分しか設けず、情報領域を２８６パケット分に広げるようにしてもよい。このフレー
ムフォーマットを用いて従装置１０－１～１０－ｍが主装置２０へ蓄積量を申告する場合
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は、各従装置１０－１～１０－ｍに対して個別に定められた定期的な周期か、主装置２０
からのポーリングの応答として制御パケットを送信するように制御される。
【０３４８】
　主装置２０が従装置１０－１～１０－ｍに対して、図５２に示したようなフレームフォ
ーマットを用いて情報量ｎｉを通知する場合は、制御領域が1パケット分しかないので、
情報量ｎｉを通知する制御パケットを特定の従装置へ個別に送信する代わりに、全従装置
宛ての制御パケットとしてマルチキャスト送信してもよい。
【０３４９】
　この場合の制御パケットは、図５３に示すようになり、情報量通知領域には全ての従装
置の情報量ｎｉが書き込まれる。従装置識別領域には、全局宛ての制御パケットであるこ
とを示すような値（例えば00hなど）が書き込まれる。なお、図中において、Ｃは制御領
域を示し、ＤＭは遅延制御領域を示す。
【０３５０】
　制御部２７にて制御パケットの各領域に必要な情報が書き込まれた後、この制御パケッ
トは送信部２３へ送られ、従装置１０－１～１０－ｍに向けて送信される。
【０３５１】
　図２に示した従装置１０の制御部１７では、受信部１４から図５３に示したような制御
パケットを受け取った場合は、制御パケットの情報量通知領域から全ての従装置１０－１
～１０－ｍに対する情報量ｎｉを読み取る。該従装置１０－１～１０－ｍに対する情報量
がｎｉ≠０の場合は、情報パケットの送信を開始するタイムスロットの番号を図４４に示
すフローチャートより求める。その後、バッファメモリ１５に対して、通知された情報量
ｎｉ以下で、蓄積されている情報信号を送信部１３へ向けて出力するように指示する。
【０３５２】
　次に、従装置１０－１～１０－ｍへ通知する情報量をマルチキャストする他の処理につ
いて説明する。
【０３５３】
　主装置２０から従装置１０－１～１０－ｍへの情報量の通知では、図５４あるいは図５
５に示すように、特定のタイムスロットへ送信を許可する従装置を指定するようにしても
よい。主装置２０では、制御パケットの情報量通知領域に、送信を許可する情報量の通知
対象となる従装置１０－１～１０－ｍの従装置番号を書き込む。通知する情報量が複数の
タイムスロット数に相当する場合は、同一の従装置番号が連続的に書き込まれる。
【０３５４】
　従装置１０－１～１０－ｍは、図５４あるいは図５５に示したようなフレームフォーマ
ットで、情報量を通知する制御パケットを受け取った場合は、情報量通知領域から特定の
タイムスロットへ送信を許可する従装置番号を読み取る。読み取られた従装置番号が、該
従装置１０－１～１０－ｍに割り当てられた番号と一致する場合は、バッファメモリ１５
に対して、１パケット分の情報信号（ここでは５３(byte)）を送信部１３へ向けて出力す
るように指示する。
【０３５５】
　従装置１０－１～１０－ｍでは、読み取られた従装置番号に対して、上記の処理を逐次
的に繰り返す。
【０３５６】
　なお、上記実施の形態においては、パケットの多重方式をＴＤＭおよびＴＤＭＡとした
が、この第６の実施の形態のアクセス方式は、例えばＦＤＭ（Frequency Division Multi
plex）、ＦＤＭＡ（Frequency Division Multiple Access）、ＣＤＭＡ（Code Division 
Multiple Access）などにしても容易に実施することができる。
【０３５７】
　このようにこの第６の実施の形態によれば、従装置１０－１～１０－ｍは主装置２０か
ら通知された情報量に従って情報信号を送信するので、数Ｍbyte規模の情報信号をバース
ト的に送信する場合でも、伝送路上で信号の衝突が全く起こらず、CSMA/CDのようにスル
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ープットが低下しない。
【０３５８】
　また、情報信号の送信を許可する情報量は、従装置１０－１～１０－ｍからの申告に基
づいて、情報伝送容量を１００％有効利用できるように動的かつ効率的に算出されるので
、バーストトラヒックや従装置１０－１～１０－ｍの数が増加したような混雑時でも高い
スループットが得られる。
【０３５９】
　また、情報量の最大値ｋ(bit)は、従装置１０－１～１０－ｍの総数をｍ(ｍは整数)、
従装置１０－１～１０－ｍが稼動している割合をα（０＜α≦１．０）、情報伝送容量を
ｒ(bit/sec)とし、システムで定められる情報伝送の遅延許容時間をｔｄ(sec)としたとき
に、
　ｋ≦（ｒ×ｔｄ）／（α×ｍ）
の関係を満たすように決定する。
【０３６０】
　従って、従装置１０－１～１０－ｍは最大でｋ(bit)の情報信号を送信する間、上り方
向の伝送路を独占的に使用できるので、大規模な情報信号を連続的に送信することが可能
である。
【０３６１】
　また、上式に基づいて情報量を決定した場合は、全ての従装置１０－１～１０－ｍがｋ
(bit)の情報信号を送信した場合でも、その送信に必要な時間はｔｄ(sec)なので、全ての
従装置１０－１～１０－ｍに対して情報伝送の遅延許容時間ｔｄを保証することができる
。
【０３６２】
　さらに、全ての従装置１０－１～１０－ｍは、この遅延許容時間ｔｄ以内で、情報信号
を必ず送信できるのでアクセスの公平性も保証することができるポイント・マルチポイン
ト通信システムのアクセス方式を提供できる。
【０３６３】
　次に、この発明のポイント・マルチポイント通信システムの第７の実施の形態について
説明する。
【０３６４】
　この発明のポイント・マルチポイント通信システムの第７の実施の形態において、シス
テム構成は図１に示した構成と同様である。 
　すなわち、この発明の第７の実施の形態において、全体のシステム構成は、図１に示す
ように、ｍ台の従装置１０－１、１０－２、…１０－ｍと１台の主装置２０との間を光伝
送路３０を介して接続して構築されるもので、主装置２０に接続される光伝送路３０は光
カプラ４０でｍ本の分岐路３０－１，３０－２、…３０－ｍに分岐されて、それぞれ従装
置１０－１、１０－２、…１０－ｍに接続される。
【０３６５】
　なお、図１に示すポイント・マルチポイント通信システムにおいては、ｍ台の従装置１
０－１、１０－２、…１０－ｍと１台の主装置２０との間をｍ本の分岐路３０－１，３０
－２、…３０－ｍ、光カプラ４０、光伝送路３０を介して接続して光アクセス網を構築し
たが、この第７の実施の形態においても、主装置２０の制御により伝送路の帯域を従装置
１０－１～１０－ｍへ割り当てるような、主装置２０と複数の従装置１０－１～１０－ｍ
から構成される通信システムに対して広範に適用できるものであり、伝送路の一部が有線
か無線かに依存するものではなく、例えば、従装置１０－１～１０－ｍの代わりに、複数
の無線端末を無線伝送路を介して主装置２０に接続した構成をもつ無線アクセス網にも適
用できるものである。
【０３６６】
　ここで、無線伝送路を用いる場合は、無線端末および主装置にて信号を単純に合成また
は分配することにより、この第７の実施の形態のアクセス方式を容易に適用することが可
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能になる。 
　この第７の実施の形態において、従装置１０－１～１０－ｍは信号をサービス別に一時
蓄積し、蓄積量を主装置２０の指示により申告する。主装置２０はある値以下の送信許可
量を算出し、この許可量に基づいて信号送信を従装置１０－１～１０－ｍへ指示する。そ
の際、主装置２０は高優先のサービスから送信指示し、残り帯域で、その他のサービスへ
送信指示する。主装置２０から指示を受けた従装置１０－１～１０－ｍは、その指示に従
って蓄積された信号をサービス別に主装置２０へ送信する。
【０３６７】
　すなわち、この第７の実施の形態のポイント・マルチポイント通信システムにおけるア
クセス方式においても、主装置２０の指示に従って、サービスクラス別に送信に要する情
報量を申告し、主装置２０がサービスクラス別に送信を許可することを動作の基本原理と
する。
【０３６８】
　情報信号を送信しようとする従装置１０－１～１０－ｍは、主装置２０の指示に従って
その情報信号の送信に必要な情報量をサービスクラス別に主装置２０へ申告する。各従装
置１０－１～１０－ｍからの申告を受けた主装置２０は、その申告されたサービスクラス
毎の情報量に基づいて、各従装置１０－１～１０－ｍにサービスクラス毎に送信を指示す
る。その際に、主装置２０は優先度の高いサービスクラスから順に送信を指示する。
【０３６９】
　主装置２０からあるサービスクラスに対する送信を指示された従装置１０－１～１０－
ｍは、対応するサービスクラスの情報を主装置２０へ送信する。
【０３７０】
　このような構成によると、従装置１０－１～１０－ｍは主装置２０からの指示に従って
情報を送信するので、数Ｍバイト規模の情報信号をバースト的に送信する場合でも、伝送
路上で信号の衝突が全く起こらず、ＣＳＭＡ／ＣＤのようにスループットが低下しない。
【０３７１】
　ここで、情報信号の送信を許可する情報量は、従装置１０－１～１０－ｍからの申告に
基づいて、情報伝送容量を１００％有効利用できるように動的かつ効率的に算出されるの
で、バーストトラフィックや従装置１０－１～１０－ｍの数が増加したような混雑時でも
高いスループットが得られる。
【０３７２】
　サービスクラス別に情報量を申告して、優先度の高いサービスクラスから順に情報の送
信を指示しているので、優先度の低いサービスクラスが数Ｍバイト以上のバースト送信を
行っても、優先度の高いサービスクラスに対しては独立して情報の送信を指示するので、
優先度の高いサービスクラスに対しては厳しい遅延要求を満足させることができる。
【０３７３】
　さらにこの第７の実施の形態では、各従装置１０－１～１０－ｍから申告を受けた情報
量に対し、ある一定時間内に送信を指示する情報量に制限を与える。特定の従装置１０－
１～１０－ｍが数Ｍバイト以上の大きな情報量を申告しても、ある制限値いないでしか情
報の送信を指示されないので、特定の従装置１０－１～１０－ｍの情報送信によって、他
の従装置１０－１～１０－ｍの送信に与える影響を小さくすることが可能である。
【０３７４】
　一定時間内に与える情報送信の最大値ｋ(bit)は、従装置１０－１～１０－ｍの総数を
ｍ（ｍは整数）、情報伝送量をｒ(bit/sec)とし、システムで定められる情報伝送の許容
時間をｔｄ（sec）としたときに、
　ｋ≦（ｒ×ｔｄ）／ｍ
の関係を満たすように決定する。また、稼働していない従装置１０－１～１０－ｍがある
場合には、従装置が稼働している割合を、α（０≦α≦１．０）として　ｋ≦（ｒ×ｔｄ
）／（α×ｍ）
の関係を満たすように一定時間内に与える情報送信の最大値ｋを決定する。
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【０３７５】
　従って、従装置１０－１～１０－ｍは最大でｋ（bit）の情報信号を送信する間、上り
方向の伝送路を独占的に使用できるので、大規模な情報信号を連続的に送信することが可
能である。また、上式に基づいて情報量を決定した場合は、全ての従装置１０－１～１０
－ｍがｋ(bit)の情報を送信した場合でも、その送信に必要な時間はtd(sec)なので、全て
の従装置１０－１～１０－ｍに対して情報伝送の遅延許容時間ｔｄを保証することができ
る。
【０３７６】
　さらに、全ての従装置１０－１～１０－ｍは、この遅延許容時間ｔｄ以内で、情報信号
を必ず送信できるのでアクセスの公平性も保証することができる。
【０３７７】
　以下、この発明のポイント・マルチポイント通信システムの第７の実施の形態について
詳細に説明する。
【０３７８】
　なお、この第７の実施の形態において、図２に示す従装置１０のバッファメモリ１５は
、入力ポートからの情報信号をサービスクラス別に一時的に蓄積し、カウンタ１６は、バ
ッファメモリ１５に蓄積された情報信号のサービスクラス別の蓄積量をサービスクラス別
にカウントする。また、制御部１７は、カウンタ１６でカウントされた情報信号のサービ
スクラス別の蓄積量を主装置２０へ通知する等の制御を行い、主装置２０からの指示に従
い、バッファメモリ１５に蓄積された情報信号をサービスクラス別に送信部１３へ出力さ
せる。
【０３７９】
　また、図３に示す主装置２０の記憶部２６は、各従装置１０－１～１０－ｍから通知さ
れたサービスクラス別の蓄積量を記憶し、制御部２７は、記憶部２６に記憶された各従装
置１０－１～１０－ｍのサービスクラス別の蓄積量に基づいて、各従装置１０－１～１０
－ｍに送信を許可するサービスクラス別の情報量を算出するとともに、この算出されたサ
ービスクラス別の情報量に従って各従装置１０－１～１０－ｍへ送信を指示し、またサー
ビス別の情報の申告を指示する。　図１に示した伝送路における上りおよび下りの伝送フ
レームは、図４に示したように、光伝送路の伝送容量を主装置２０から従装置１０－１～
１０－ｍへの下り方向、従装置１０－１～１０－ｍから主装置２０への上り方向ともに１
５５．５２Ｍビット／秒とし、伝送フレームおよびセルフォーマットは、ＩＴＵ－Ｔ　Ｓ
Ｇ１５におけるＧ．９８３ドラフト勧告に従う。
【０３８０】
　下りの１フレームは５６スロットからなり、上りの１フレームは５３スロットからなり
、これらの伝送フレームに基づいて、主装置２０から従装置１０－１～１０－ｍへの下り
がＴＤＭ（Time Division Multiplex）、従装置１０－１～１０－ｍから主装置２０への
上りがＴＤＭＡ（Time Division Multiple Access）の多重方式により、下り５３バイト
、上り５６バイトのセルがそれぞれ送受信される。なお、上りのセルには３バイトのオー
バヘッドが含まれており、下り伝送フレームには、２８セルに１セルの割合で１フレーム
に２つのＰＬＯＡＭセルが含まれる。
【０３８１】
　最初のＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ１には従装置１０－１～１０－ｍからの上りセルを要
求するグラントが２７個、二番目のＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ２にはグラントが２６個あ
り、合計５３個のグラントが含まれている。
【０３８２】
　主装置２０は図５に示したＰＬＯＡＭセルのグラントに、従装置１０－１～１０－ｍの
ＩＤ番号等の識別子を書き込むことで、上り伝送フレーム内のどのスロットに、どの従装
置１０－１～１０－ｍがセルを送信できるかを指示することができる。
【０３８３】
　従装置１０－１～１０－ｍは、ＰＬＯＡＭセルに該従装置１０－１～１０－ｍの識別子
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が書き込まれていた場合、グラントに対応する上り伝送フレームのスロットにセルを送信
することができ、この方法により光伝送路上でセルが衝突することを回避できる。
【０３８４】
　なお、この第７の実施の形態においても、上りの送信の指示方法について制限を加える
ものではなく、上り送信の方法としては以下のような方法を使用しても差し支えない。
【０３８５】
　例えば、下りスロットと上りスロットが１対１に対応したフレーム構成において、各下
りスロットに対応する上りスロットに該下りスロットを使用する従装置１０－１～１０－
ｍのＩＤ番号とサービスクラスを指定する識別子を付加することにより上りの送信をサー
ビスクラス別に指示する方法がある。
【０３８６】
　また、下りスロットで特定の従装置１０－１～１０－ｍの特定サービスクラスに対して
連続して送信できるスロット数を通知することにより上りの送信を指示することも可能で
ある。
【０３８７】
　図５６は、第７の実施の形態において、周期的に固定長のデータ送信を必要とするサー
ビスクラスとして音声信号を収容し、不定期に可変長の情報を送信するサービスクラスと
してデータ信号を収容する従装置１０－１～１０－ｍの構成を示す図である。
【０３８８】
　図５６において、この従装置１０は、音声信号入力ポートおよびデータ信号入力ポート
に接続される入力部１１ａ，１１ｂ、出力ポートに接続される出力部１２、送信ポートに
接続される送信部１３、受信ポートに接続される受信部１４、各入力ポートからの情報信
号を音声信号とデータ信号と別々に一時的に蓄積するバッファメモリ１５、バッファメモ
リ１５に蓄積されたデータ信号の蓄積量をカウントするカウンタ１６、音声信号の情報量
とカウンタ１６でカウントされたデータ信号の蓄積量を主装置２０へ通知する等の制御を
行い、かつ、主装置２０からの指示に従ってバッファメモリ１５に蓄積された音声信号と
データ信号をサービスクラス別に送信部１３へ出力させる制御部１７を具備して構成され
る。
【０３８９】
　上記構成において、まず、主装置２０へデータ信号を送信する従装置１０－１～１０－
ｍは、送信するデータ信号を一時的にバッファメモリ１５に蓄積し、この蓄積されたデー
タ信号の蓄積量を主装置２０の指示により送信部１３を介して主装置２０へ申告する。こ
こでｉは個々の従装置１０－１～１０－ｍを表し、従装置１０－１～１０－ｍの総数をｍ
（ｍは整数）とした場合、ｉ＝１、２、…ｍである。
【０３９０】
　従装置１０－１～１０－ｍのＩＤ番号とサービスクラス識別子は主装置２０で管理され
、システムに加わる全ての従装置１０－１～１０－ｍには、初期の段階でＩＤ番号とサー
ビスクラス識別子が通知されている。このＩＤ番号および識別子により、主装置２０では
どの従装置１０－１～１０－ｍからのどのサービスクラスの情報信号であるかが識別され
、各従装置１０－１～１０－ｍでは受信した情報信号が自分宛てであるかが識別される。
【０３９１】
　なお、バッファメモリ１５に蓄積される信号は、例えば、ＡＴＭセルやイーサネット(
登録商標)パケットのように、バッファメモリに蓄積される段階でセル化あるいはパケッ
ト化されていてもよい。
【０３９２】
　また、この第７の実施の形態においては、図４に示した伝送フレームのように、下り伝
送フレームの１スロットおよびオーバヘッドを除いた上り伝送フレームの１スロットを、
それぞれ５３バイトとしたので、入力される信号がＡＴＭセルであると整合性がよい。
【０３９３】
　例えば、入力される信号がイーサネット(登録商標)パケットの場合は、音声信号に対し
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てはＡＴＭのＡＡＬ　Ｔｙｐｅ１やデータ信号に対してはＡＡＬ　Ｔｙｐｅ５にマッピン
グすることで整合性がよくなる。
【０３９４】
　図２および図６に示した従装置１０のカウンタ１６では、バッファメモリ１５に一時的
に蓄積された信号の送信に必要な情報量が、信号の送信に必要なセル数あるいはスロット
数を単位として整数で計数される。
【０３９５】
　例えば、図４に示した上り伝送フレームでは、オーバヘッドを除いた５３バイトで信号
が伝送されるので、情報量は５３バイトを１単位として計数される。
【０３９６】
　この計数方法としては、バッファメモリ１５への信号の入力およびバッファメモリから
の信号の出力に応じて随時計数する方法、バッファメモリ１５にＦＩＦＯで蓄積されてい
る信号の先頭アドレスと末尾アドレスの差から計数する方法等が考えられ、バッファメモ
リ１５に蓄積されている信号の絶対値を情報量としてもよいし、前回の申告からの差分値
を情報量としてもよい。
【０３９７】
　情報量は、ビットあるいはバイトを単位とした整数値で計数してもよいが、信号の送信
に必要なセル数あるいはスロット数で計数すれば、主装置２０へ申告する値が小さくなる
ので効率がよい。
【０３９８】
　なお、蓄積されている信号が５３バイト未満の場合には、送信に１セルあるいは１スロ
ット必要として計数してもよいし、５３バイトになるまで計数しなくてもよい。
【０３９９】
　また、主装置２０がＰＬＯＡＭセルを用いて、従装置１０－１～１０－ｍに対して信号
の送信に必要な情報量を申告するように指示する方法は、第１の実施の形態に関して図６
乃至図１０を参照して説明した方法と同様である。
【０４００】
　すなわち、図６は、主装置２０がＰＬＯＡＭセルに情報量の申告を指示する方法を示し
たフローチャートであり、図７および図８において、ＮはＰＬＯＡＭセルにおけるグラン
トの総数を表し、ＰＬＯＡＭセル１の場合にＮ＝２７、ＰＬＯＡＭセル２の場合にＮ＝２
６であり、Ｐは情報量の申告を指示するグラントの間隔、＃ｎはグラントの番号を表し、
それぞれＰ≧１の整数値、＃ｎ＝Ｐで初期化されているとする。
【０４０１】
　ところで、ＰＬＯＡＭセルのグラントで情報量の申告を指示する場合、信号の送信の指
示と情報量の申告の指示とを区別することが必要となる。
【０４０２】
　例えば、この方法としては図７および図８に示すように、情報量の申告を指示する場合
は、従装置１０－１～１０－ｍのＩＤ番号と特定の値との論理和をグラントに書き込み、
特定のビットにフラグを立てることが考えられる。
【０４０３】
　特定の値は、従装置１０－１～１０－ｍのＩＤ番号として使われていない値として、０
ｘ８０等にすればよい。
【０４０４】
　従装置１０－１～１０－ｍは、グラントに書き込まれた値と特定の値の否定との論理積
が該従装置のＩＤ番号と一致した場合に、グラントに書き込まれた値と特定の値との論理
積から、特定のビットにフラグが立っているかを識別し、情報量を申告するか、信号を送
信するかを判断すればよい。
【０４０５】
　別の方法としては、図９および図１０に示すように、グラントには従装置１０－１～１
０－ｍのＩＤ番号を書き込み、ＰＬＯＡＭセルの付加的な領域に情報量の申告を指示した
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グラントの番号＃ｎを書き込むことが考えられる。
【０４０６】
　従装置１０－１～１０－ｍは、グラントに書き込まれた従装置１０－１～１０－ｍのＩ
Ｄ番号が該従装置のＩＤ番号と一致した場合に、上述の付加的な領域の値を読み込み、こ
の値と送信を指示されたグラントの番号とを比較して、情報量を申告するか信号を送信す
るかを判断すればよい。
【０４０７】
　次に、従装置１０－１～１０－ｍが主装置２０に対して、信号の送信に必要な情報量を
申告する方法について説明する。
【０４０８】
　従装置１０－１～１０－ｍは、図７乃至図１０のフローチャートによって、該従装置１
０－１～１０－ｍに対して情報量の申告が指示されたと判断した場合、情報量の申告を示
すセル識別子、音声信号の情報量、カウンタ１６で計数されたデータ信号の蓄積量、およ
び該従装置のＩＤ番号を少なくとも書き込んだセルを作成する。
【０４０９】
　ここで、周期的に固定長のデータ送信を必要とするサービスクラスとしては、音声信号
に限らず、通常の電話やＩＳＤＮなどの回線交換型サービス一般を収容することができる
。電話の場合は６４kbit/sを音声信号の情報量とし、ＩＳＤＮ基本速度サービスの場合は
１４４kbit/sを音声信号の情報量としてセルを作成する。
【０４１０】
　この作成したセルは、申告を指示されたグラントに対応する上り伝送フレームのスロッ
トにより、送信部１３を介して主装置２０へ送信する。なお、データ信号の蓄積量は、カ
ウンタ１６で計数された絶対値、および前回の申告からの差分値の両方か、どちらか１つ
を申告する。
【０４１１】
　各従装置１０－１～１０－ｍからの音声信号の情報量とデータ信号の蓄積量の通知を受
けた主装置２０は、この通知を図３に示した受信部２４で受信して、この受信した音声信
号の情報量とデータ信号の蓄積量を記憶部２６で記憶する。
【０４１２】
　図５７は周期的に固定長のデータ送信を必要とするサービスクラスに音声信号を収容し
、不定期に可変長の情報を送信するサービスクラスにデータ信号を収容する場合における
この第７の実施の形態のポイント・マルチポイント通信システムの上り伝送フレームを示
した図である。
【０４１３】
　図５７において、この伝送フレームは、固定長のフレームを備え、さらに１フレームは
固定長のスロットに分割されている。図５７でのデータ信号に対する送信指示については
次に説明する。
【０４１４】
　図３に示した主装置２０において、受信ポートを介して受信された各従装置１０－１～
１０－ｍからの情報信号は、受信部２４においてヘッダが取り除かれた後に、セルに書き
込まれたセル識別子に基づいて識別される。識別されたセルが情報量を申告するセルの場
合は記憶部２６に送られ、信号を送信するセルの場合は出力部２２に送られる。
【０４１５】
　図５８は、この第７の実施の形態における図３に示した主装置２０における、記憶部２
６の構成について示したものである。
【０４１６】
　第７の実施の形態において、記憶部２６には、従装置１０－１～１０－ｍから申告され
た音声信号に対する情報量が記憶される情報量テーブル１（図５８（ａ））とデータ信号
に対する蓄積量が記憶される情報量テーブル２（図５８（ｂ））、従装置１０－１～１０
－ｍの音声信号に対する送信を許可する許可量が記憶される許可量テーブル１（図５８（



(41) JP 4327884 B2 2009.9.9

10

20

30

40

50

ｃ））と従装置１０－１～１０－ｍのデータ信号に対する送信を許可する許可量が記憶さ
れる許可量テーブル２（図５８（ｄ））が、それぞれ設けられている。
【０４１７】
　各テーブルの情報量Ｒｖｉ、Ｒｄｉ、許可量Ｇｖｉ、Ｇｄｉの初期値は０であり、従装
置１０－１～１０－ｍのＩＤ番号ｉには、各従装置１０－１～１０－ｍに対して個別に割
り当てられた値が書き込まれている。
【０４１８】
　受信部２４から情報量を申告するセルを受けた記憶部２６では、セルに書き込まれた従
装置１０－１～１０－ｍのＩＤ番号と申告された蓄積量をサービスクラス別に読み取り、
これらの読み取られた値に基づいて、情報量テーブル内で従装置１０－１～１０－ｍのＩ
Ｄ番号が一致する音声信号に対する情報量Ｒｖｉとデータ信号に対する蓄積量Ｒｄｉを更
新する。
【０４１９】
　主装置２０の制御部２７では、記憶部２６の情報量テーブルに基づいて、各従装置１０
－１～１０－ｍのデータ信号に対して信号の送信を許可する許可量Ｇｄｉを特定の最大値
ｋビット以下で算出する。
【０４２０】
　ここで、特定の最大値ｋは、従装置１０－１～１０－ｍの総数をｍ、従装置１０－１～
１０－ｍが稼動している割合をα（０＜α≦１．０）、データ信号に対する伝送容量の最
小値をｒｄｍｉｎビット／秒とし、システムで定められる情報伝送の遅延許容時間をｔｄ
秒としたときに、　
　ｋ　≦（ｒｄｍｉｎ×ｔｄ）÷（α×ｍ）　…　（８）
の関係を満たすように決定される。なお、従装置が稼動している割合αは、式（２）より
求められ、全ての従装置１０－１～１０－ｍが稼動している場合はα＝１．０である。
【０４２１】
　音声信号が電話やＩＳＤＮの場合は契約時に使用する帯域が固定される。したがって、
各従装置１０－１～１０－ｍに収容する音声信号の契約帯域(ビット/秒)をｒｖｃｉとす
ると、音声信号の契約帯域の総和ｒｖｃ(ビット／秒)は
　ｒｖｃ　＝　Σｒｖｃｉ　　　　　　　　…　（９）
となる。データ信号に対する伝送容量の最小値ｒｄｍｉｎは
　ｒｄｍｉｎ　＝　ｒ－ｒｖｃ　　　　　…　（１０）
と定義することができる。
【０４２２】
　また、音声信号の使用する帯域が伝送路全体の伝送容量に比べて十分に小さく（例えば
、１／１０以下）、データ信号に対する遅延許容時間ｔｄが数ｍｓ以上あり、データ信号
に対する遅延時間の許容値が厳密に定義されていない場合においては、ｒｄｍｉｎとする
ことで伝送路全体の伝送容量ｒを使用しても差し支えない。
【０４２３】
　また、データ信号に対する遅延許容時間ｔｄは、システムで扱うサービス等を基準にし
て設定される。この値は、通常のインターネットアクセスなどの遅延を許容するデータ系
のサービスでは、信号の送信を完了する迄に人間が気にならない時間等を考慮すると、０
．１～１秒程度の値が妥当と考えられる。
【０４２４】
　式（２）における稼動中の従装置数は、主装置２０にてカウントされる。例えば、この
方法としては、主装置２０から従装置１０－１～１０－ｍに対する送信指示に対して応答
をする従装置１０－１～１０－ｍを稼働中としてカウントする方法等も考えられる。
【０４２５】
　図５９は、送信指示に係わる処理の全体関係を示すフローチャートである。また、図６
０は音声信号に対する送信指示を出す周期を計測する処理を示すフローチャート、図６１
は許可量Ｇｄｉを算出する処理を示すフローチャート、図６２は送信指示すなわちグラン
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トを生成する処理を示すフローチャート、図６３は音声信号送信指示を生成する処理を示
すフローチャート、図６４はデータ信号送信指示を生成する処理を示すフローチャートで
ある。
【０４２６】
　図５９に示したように送信指示に係わる処理は、図６にフローチャートで示した上りＰ
ＬＯＡＭ指示生成（ステップ６３１）の他、送信指示生成（ステップ６３４）、周期計測
タイマ（ステップ６３２）、送信許可量算出（ステップ６３３）の４つの処理が同時に動
作するマルチタスクの形態をとる。
【０４２７】
　図６０は、周期計測タイマの動作を示す。図６０において、音声信号の送信に必要な特
定周期をカウンタで計測し、特定周期までカウントアップするとｆｌａｇ１＝ＴＲＵＥに
セットし、カウンタをリセットする。
【０４２８】
　図６１は、許可量Ｇｄｉを算出する処理を示す。図６１の処理においては、蓄積量Ｒｄ
ｉからｋの値を超えない範囲でＧｄｉを算出する。
【０４２９】
　図６２は、送信指示生成の処理を示す。図６２において、ｆｌａｇ１＝ＴＲＵＥのとき
音声信号送信指示処理を行い、ｆｌａｇ１＝ＦＡＬＳＥのときにデータ信号送信指示処理
を行う。ここで、ＮｓはＰＬＯＡＭセル一つで指示できるスロット数を示しており、前述
のＩＴＵ－Ｔ　ＳＧ１５におけるＧ．９８３ドラフト勧告ではＰＬＯＡＭ１ではＮｓ＝２
７とＰＬＯＡＭ２ではＮｓ＝２６となる。グラントの番号＃ｎ（＃ｎ＝１．．Ｎｓ）がＮ
ｓと等しくなるとＰＬＯＡＭセルを生成する。
【０４３０】
　図６３は、音声送信指示処理を示す。図６３において、全ての従装置の音声送信指示が
終わってからｆｌａｇ１＝ＦＡＬＳＥにする。この処理により、全ての従装置の音声送信
指示が終わるまでデータ信号の送信指示を行わない処理が可能となる。
【０４３１】
　図６４は、データ信号送信指示処理を示す。図６４において、与えられた許可量Ｇｄｉ
がＧｄｉ＝０となるまでの間、音声信号送信やＰＬＯＡＭの伝送を除いて連続的に送信の
指示を与える。また、送信指示がないときはアイドルが挿入される。
【０４３２】
　次に、従装置１０－１～１０－ｍが主装置２０からの指示に従って、信号を送信する方
法について説明する。
【０４３３】
　図２および図５６に示した従装置１０では、受信ポートを介して受信部１４でセルが受
信される。受信部１４では、セルに書き込まれた宛て先に基づいて、受信したセルが該従
装置１０－１～１０－ｍ宛てであるかが識別される。セルが該従装置１０－１～１０－ｍ
宛ての場合は、セルに書き込まれたセル識別子に基づいてセルの種類が識別される。識別
されたセルが信号セルの場合は出力部１２に送られ、ＰＬＯＡＭセルの場合は制御部１７
に送られる。
【０４３４】
　制御部１７では、受信部１４からＰＬＯＡＭセルを受け取ると、図６乃至図８のフロー
チャートによって、信号の送信が指示されたのか、情報量の申告が指示されたのかを判断
する。
【０４３５】
　信号の送信を指示されたと判断した場合は、さらにどのサービスクラスに対する送信指
示であるか確認する。確認後バッファメモリ１５に一時的に蓄積されていた該サービスク
ラスの信号を取り出し、信号を送信するセルを作成し、送信部１３を介してこの作成した
セルを送信する。
【０４３６】
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　次に、図５７を参照してこの第７の実施の形態をより具体的に説明する。
【０４３７】
　図５７において、１フレームが１２スロットから構成されている。従装置１～３の音声
信号ポートが稼働中であり、また、従装置１～４のデータ信号ポートが稼働中である。デ
ータ信号に対して送信を許可する許可量Ｇｄｉに対する特定の最大値ｋは７スロットであ
る。
【０４３８】
　図５７では左から右に時刻が進んでいる。図５７の左端の時刻で、従装置１～３の音声
信号の情報量がそれぞれ１スロット相当であり、従装置１～４のデータ信号の蓄積量Ｒｄ
ｉがそれぞれ、Ｒｄ１＝１００、Ｒｄ２＝２、Ｒｄ３＝４、Ｒｄ４＝１５０スロットとす
る。
【０４３９】
　まず、データ信号に対する送信許可量を算出する。ここで、ｋ＝７スロットなので、Ｇ
ｄ１＝７、Ｇｄ２＝２、Ｇｄ３＝４、Ｇｄ４＝７となる。また、Ｇｄｉを算出した時点で
、各データ信号の蓄積量ＲｄｉはＲｄ１＝９３、Ｒｄ２＝０、Ｒｄ３＝０、Ｒｄ４＝１４
３となる。ここでは説明のため、算出や割り当ての処理に必要な時間は無視している。
【０４４０】
　いま、図５７の左端の時刻で、従装置１のデータ信号に対してスロットの割り当てが始
まり、図５７の左端では従装置１のデータ信号のスロットが割り当てられる。
【０４４１】
　次のスロットでは図６０に示したタイマ処理により音声信号を伝送する周期がはじまっ
たことを示すｆｌａｇ１が立てられる。図６２に示した送信指示生成の処理においてｆｌ
ａｇ１を検出して音声信号に対する送信指示を行う。この結果、主装置２０の記憶部２６
に記憶されている従装置１～３に対する情報量Ｇｖ１～Ｇｖ３に従って、各従装置１～３
の音声信号に対して１スロットずつ送信指示が出される。
【０４４２】
　次に、音声信号に対する送信指示が終了すると、再び、従装置１のデータ信号に対する
送信を開始する。このときは、Ｇｄ１が最大値ｋ＝７で制限されており、音声送信の前に
すでに１スロット送信済みであるため、連続６スロットの送信の指示がなされる。
【０４４３】
　以下同様に、音声信号に対してはタイマがｆｌａｇ１を立てる毎にスロットが送信に割
り当てられ、データ信号に対してはＧｄｉ（Ｇｄｉ≦ｋ）ずつ、音声信号に対するスロッ
トを除いて連続して送信に割り当てられる。
【０４４４】
　以上により、この第７の実施の形態のポイント・マルチポイント通信システムにおける
このアクセス方式では、図５７に示した帯域割当てのように、音声信号に対しては周期的
に送信を行い、データ信号に関しては、音声信号送信を行った後の残りの領域に対して、
主装置２０で算出された許可量Ｇｄｉ以下で、信号の送信を指示された従装置が上りの伝
送路を独占的に使用して、信号を連続的に送信することができる。
【０４４５】
　次に、図６５乃至図６７を参照してこの発明の第８の実施の形態を詳細に説明する。
【０４４６】
　図６５は、特定の周期Ｔで可変長のデータ送信を必要とするサービスクラスとして可変
レートの符号圧縮方式で生成された映像信号を収容し、不定期にデータを送信するサービ
スクラスとしてデータ信号を収容するポイント・マルチポイント通信システムの第８の実
施の形態の従装置１０を示した図である。
【０４４７】
　可変レートの符号圧縮では、元となる映像信号が変化の激しい映像であるとき単位時間
当たりの符号が多くなり、逆に変化の穏やかな映像であるとき単位時間当たりの符号が低
く抑えられる符号形式である。以下、特に説明のない限り、第８の実施の形態では、可変
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レートの符号圧縮方式で生成された映像信号を単に映像信号と記す。
【０４４８】
　図６５において、この従装置１０は、映像信号入力ポートおよびデータ信号入力ポート
に接続される入力部１１ｂ，１１ｃ、出力ポートに接続される出力部１２、送信ポートに
接続される送信部１３、受信ポートに接続される受信部１４、各入力ポートからの情報信
号を映像信号とデータ信号と別々に一時的に蓄積するバッファメモリ１５、バッファメモ
リ１５に蓄積された映像信号とデータ信号の蓄積量をそれぞれカウントするカウンタ１６
、カウンタ１６でカウントされた映像信号の蓄積量とデータ信号の蓄積量を主装置２０へ
通知する等の制御を行い、かつ、主装置２０からの指示に従ってバッファメモリ１５に蓄
積された映像信号とデータ信号をサービスクラス別に送信部１３へ出力させる制御部１７
を具備して構成される。
【０４４９】
　この第８の実施の形態において、まず、主装置２０へ映像信号またはデータ信号を送信
する従装置１０は、送信する映像信号とデータ信号を一時的にバッファメモリ１５に蓄積
し、この蓄積された映像信号とデータ信号の蓄積量を主装置２０の指示により送信部１３
を介して主装置１３へ申告する。ここでｉは個々の従装置１０－１～１０－ｍを表し、従
装置１０－１～１０－ｍの総数をｍ（ｍは整数）とした場合、ｉ＝１、２、…ｍである。
【０４５０】
　この第８の実施の形態においては、映像信号の伝送速度が時事刻々と変化するため、映
像信号の蓄積量もデータ信号の蓄積量と同様に主装置２０からの指示に基づいて主装置２
０へ申告する。申告の方法は第７の実施の形態と全く同様に図６乃至図１０に示したフロ
ーチャートによって実現される。
【０４５１】
　図６６は、この第８の実施の形態におけるポイント・マルチポイント通信システムの上
り伝送フレームを示した図である。
【０４５２】
　ここで、この第８の実施の形態が第７の実施の形態と異なる点は周期的に割り当てられ
た映像信号用スロットが可変長になっていることである。
【０４５３】
　すなわち、第８の実施の形態において、あるフレームにおいては、従装置２の映像信号
が２スロットを使用し、次のフレームでは従装置３の映像信号が２スロットを使用してい
る点が第７の実施の形態と異なる。
【０４５４】
　主装置２０は、第７の実施の形態と同様に、図３に示したように構成される。また、主
装置２０の記憶部２６も、第７の実施の形態と同様に、図５８に示したように構成される
。
【０４５５】
　記憶部２６には、従装置１０－１～１０－ｍから申告された映像信号に対する蓄積量が
記憶される情報量テーブル１（図５８（ａ））とデータ信号に対する蓄積量が記憶される
情報量テーブル２（図５８（ｂ））、従装置の映像信号に対する送信を許可する許可量が
記憶される許可量テーブル１（図５８（ｃ））と従装置のデータ信号に対する送信を許可
する許可量が記憶される許可量テーブル２（図５８（ｄ））が、それぞれ設けられている
。
【０４５６】
　各テーブルの情報量Ｒｖｉ、Ｒｄｉ、許可量Ｇｖｉ、Ｇｄｉの初期値は０であり、従装
置１０－１～１０－ｍのＩＤ番号ｉには、各従装置１０－１～１０－ｍに対して個別に割
り当てられた値が書き込まれている。
【０４５７】
　受信部２４から情報量を申告するセルを受けた記憶部２６では、セルに書き込まれた従
装置１０－１～１０－ｍのＩＤ番号と申告された蓄積量をサービスクラス別に読み取り、
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これらの読み取られた値に基づいて、情報量テーブル内で従装置１０－１～１０－ｍのＩ
Ｄ番号が一致する映像信号に対する蓄積量Ｒｖｉとデータ信号に対する蓄積量Ｒｄｉを更
新する。
【０４５８】
　主装置２０の制御部では、記憶部２６の情報量テーブルに基づいて、各従装置１０－１
～１０－ｍのデータ信号に対して信号の送信を許可する許可量Ｇｄｉを特定の最大値ｋビ
ット以下で算出する。
【０４５９】
　ここで、特定の最大値ｋは、従装置１０－１～１０－ｍの総数をｍ、従装置１０－１～
１０－ｍが稼動している割合をα（０＜α≦１．０）、データ信号に対する伝送容量の最
小値をｒｄｍｉｎビット／秒とし、システムで定められる情報伝送の遅延許容時間をｔｄ
秒としたときに、式（８）の関係を満たすように決定される。周期Ｔで可変長のデータ送
信を必要とするサービスクラスに対する遅延許容時間ｔｄは周期Ｔと等しいと設定できる
。つまり、
　ｔｄ　＝　Ｔ　　　　　　　　　　…　（１１）
となる。
【０４６０】
　なお、従装置１０－１～１０－ｍが稼動している割合αは、式（２）より求められ、全
ての従装置が稼動している場合はα＝１．０である。
【０４６１】
　映像信号の伝送サービスがデータ信号とことなり遅延やデータの損失に対する仕様が厳
しいサービスである場合、契約時に使用する帯域の最大値が固定されることが多い。この
ような契約時に最大帯域が固定されるサービスに対しては、各従装置１０－１～１０－ｍ
に収容する映像信号の最大帯域(ビット/秒)をｒｖｃｉとすると、映像信号の最大帯域の
総和ｒｖｃ(ビット／秒)は、式（９）のようになる。
【０４６２】
　データ信号に対する伝送容量の最小値ｒｄｍｉｎは、式（１０）と定義することができ
る。
【０４６３】
　また、各従装置１０－１～１０－ｍからの映像信号は一般的には相関がなく、統計多重
効果により映像信号の伝送容量の総和は上記のｒｖｃより一般的には小さいｒｖｃｅとい
う値となることが期待される。このため、統計多重効果を加味して、
　ｒｄｍｉｎ＝ｒ－ｒｖｃｅ　　　　　…　（１２）
と定義することもできる。
【０４６４】
　また、映像信号の使用する帯域が伝送路全体の伝送容量に比べて十分に小さく（たとえ
ば1/10以下）、データ信号に対する遅延許容時間ｔｄが数ｍｓ以上あり、データ信号に対
する遅延時間の許容値が厳密に定義されていない場合には、ｒｄｍｉｎとして伝送路全体
の伝送容量ｒを使用しても差し支えない。
【０４６５】
　式（２）における稼動中の従装置数は、主装置２０にてカウントされる。例えば、この
方法としては、主装置２０から従装置１０－１～１０－ｍに対する送信指示に対して応答
をする従装置１０－１～１０－ｍを稼働中としてカウントする方法等も考えられる。
【０４６６】
　この第８の実施の形態における送信指示は、第７の実施の形態と全く同一であり、図５
９乃至図６４に示した処理により同様に実現できる。
【０４６７】
　次に、この発明の第９の実施の形態について説明する。
【０４６８】
　インターネットを用いての映像などでは映像信号の伝送にもある程度の遅延やデータ損
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失が許される場合も多い。その場合においても、映像信号に関しては画像の切り替わりが
周期的に存在するので、周期的にデータを伝送できることが必要である。この第９の実施
の形態ではある程度の遅延やデータ損失が許されるが特定周期Ｔでデータ送信を行う映像
信号の伝送とデータ信号の伝送を行うポイント・マルチポイント通信システムについて説
明する。
【０４６９】
　第９の実施の形態では、映像信号に対しても図６１と同等の許可量算出を行うことを特
徴とする。すなわち、主装置２０の制御部２７では、記憶部２６の情報量テーブルに基づ
いて、各従装置１０－１～１０－ｍの映像信号に対しても信号の送信を許可する許可量Ｇ
ｖｉを特定の最大値ｋｖビット以下で算出する。
【０４７０】
　ここで、特定の最大値ｋｖは、従装置の総数をｍ、従装置の映像信号入力ポートが稼動
している割合をαｖ（０＜αｖ≦１．０）、映像信号に対する伝送容量の最大値をｒｖｍ
ａｘビット／秒とし、システムで定められる情報伝送の遅延許容時間をｔｖ秒としたとき
に、　
　ｋｖ　≦（ｒｖｍａｘ×ｔｖ）÷（αｖ×ｍ）　…　（１３）
の関係を満たすように決定される。映像信号に対する遅延許容時間ｔｖは周期Ｔと等しい
と設定できる。つまり、
　ｔｖ　＝　Ｔ　　　　　　　　　　　　　　　…　（１４）
となる。
【０４７１】
　なお、従装置１０－１～１０－ｍの映像信号ポートが稼動している割合、αｖは、
　αｖ＝（稼働中の従装置数）÷ｍ　　　　　　　…　（１５）
より求められ、全ての従装置の映像信号ポートが稼動している場合はαｖ＝１．０である
。また、ｒｖｍａｘは映像信号伝送を行う加入者の数などに応じてシステムで決定される
。
【０４７２】
　このようにして、映像信号に対する特定の最大値ｋｖが決められた後、主装置２０の制
御部２７では、記憶部２６の情報量テーブルに基づいて、各従装置１０－１～１０－ｍの
データ信号に対して信号の送信を許可する許可量Ｇｄｉを特定の最大値ｋビット以下で算
出する。
【０４７３】
　ここで、特定の最大値ｋは、従装置１０－１～１０－ｍの総数をｍ、従装置１０－１～
１０－ｍが稼動している割合をα（０＜α≦１．０）、データ信号に対する伝送容量の最
小値をｒｄｍｉｎビット／秒とし、システムで定められる情報伝送の遅延許容時間をｔｄ
秒としたときに、式（８）の関係を満たすように決定される。なお、従装置１０－１～１
０－ｍが稼動している割合αは、式（２）より求められ、全ての従装置１０－１～１０－
ｍが稼動している場合はα＝１．０である。
【０４７４】
　なお、
　ｒｄｍｉｎ＝ｒ－ｒｖｍａｘ　　　　　　　…　（１６）
である。
【０４７５】
　また、データ信号に対する遅延許容時間ｔｄは、システムで扱うサービス等を基準にし
て設定される。通常のインターネットアクセスなどの遅延を許容するデータ系のサービス
では、信号の送信を完了する迄に人間が気にならない時間等を考慮すると、０．１～１秒
程度の値が妥当と考えられる。
【０４７６】
　映像信号に対する遅延許容時間は通常のＴＶ信号のフレーム送信間隔を考慮すると３０
ｍｓ程度が妥当である。
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【０４７７】
　図６７は、この第９の実施の形態における送信指示に係わる処理の全体関係を示すフロ
ーチャートである。この第９の実施の形態が第７の実施の形態と異なる点は、映像信号に
対しても送信許可量の算出処理がある点である。
【０４７８】
　図６７において、図６０に示した周期タイマや図６１に示したデータ送信に対する許可
量を算出する処理、図６２に示した送信指示処理、図６４に示したデータ信号送信指示に
ついては第７の実施の形態と全く同一である。
【０４７９】
　さらに、映像信号に対する許可量算出処理（ステップ６４４）は、図６１に示したデー
タ送信に対する許可量を算出する処理において、データ蓄積量ＲｄｉをＲｖｉに、許可量
ＧｄｉをＧｖｉに、特定の最大値ｋをｋｖに置き換えた処理となる。
【０４８０】
　なお、第７乃至第９の実施の形態において、周期的に固定長のデータ送信を必要とする
サービスクラスとして音声信号を、周期的に可変長のデータ送信を必要とするサービスク
ラスとして映像信号を例として説明を行ったが、音声信号に対しても可変レートの音声符
号化を行って周期的に可変長のデータ送信を必要とするサービスクラスとして収容するこ
ともできる。
【０４８１】
　また、映像信号に対しても固定レートの画像符号化を行って周期的に固定長のデータ送
信を必要とするサービスクラスとして収容することもできる。
【０４８２】
　また、周期的に固定長のデータ送信を必要とするサービスクラスを、周期的に可変長の
データ送信を必要とする第８や第９の実施の形態のポイント・マルチポイント通信システ
ムに収容してもよい。
【０４８３】
　次に、図６８乃至図７３を参照してこの発明の第１０の実施の形態について説明する。
【０４８４】
　この発明の第１０の実施の形態のポイント・マルチポイント通信システムにおいては、
特定周期Ｔでデータ送信を必要とするサービスクラスｓ０と不定期にデータ送信を行う２
つのサービスクラスｓ１とｓ２を備えている。
【０４８５】
　２つのサービスクラスとしては、データの送信に対する遅延許容時間がｔ１のサービス
クラスｓ１と、データの送信に対する遅延許容時間がｔ１より長いｔ２であるサービスク
ラスｓ２を収容する。
【０４８６】
　遅延許容時間ｔ１のサービスクラスに収容する信号としては、音声や映像などのマルチ
メディア信号をインターネット上でＵＤＰと呼ばれるプロトコルを用いてリアルタイム伝
送するための情報信号がある。
【０４８７】
　また遅延許容時間ｔ２のサービスクラスに収容する信号としては、通常のウエブアクセ
スやファイルの転送を行う情報信号があり、通常ＴＣＰと呼ばれるプロトコル群を使用し
て伝送される。
【０４８８】
　図６８において、この第１０の実施の形態の従装置１０は、サービスクラスｓ０入力ポ
ート、サービスクラスｓ１入力ポート、サービスクラスｓ２入力ポートに接続される入力
部１１－１，１１－２，１１－３、出力ポートに接続される出力部１２、送信ポートに接
続される送信部１３、受信ポートに接続される受信部１４、各入力ポートからの情報信号
をサービスクラス別に一時的に蓄積するバッファメモリ１５、バッファメモリ１５に蓄積
された各サービスクラスの情報信号の蓄積量をそれぞれカウントするカウンタ１６、カウ
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ンタ１６でカウントされたサービスクラス別の情報信号の蓄積量を主装置２０へ通知する
等の制御を行い、かつ、主装置２０からの指示に従ってバッファメモリ１５に蓄積された
各サービスクラスの情報信号をサービスクラス別に送信部１３へ出力させる制御部１７を
具備して構成される。
【０４８９】
　図６８の構成において、必ずしも入力ポートはサービスクラス別に必要ではない。特に
サービスクラスｓ１が上述のＵＤＰであり、サービスクラスｓ２が上述のＴＣＰである場
合には、両サービスクラスに関しては入力パケットにつけられたプロトコル番号を使用し
てサービスクラスを識別するように構成することもできる。
【０４９０】
　図６８の構成において、各従装置１０－１～１０－ｍはカウンタ１６でカウントしたサ
ービスクラス別の蓄積量を主装置２０の指示に従ってそれぞれ送信部１３を介して主装置
２０へ通知する。
【０４９１】
　各従装置１０－１～１０－ｍからサービスクラス別の蓄積量の通知を受けた主装置２０
は、この通知を図３に示した受信部２４で受信して、この受信したサービスクラス別の蓄
積量を記憶部２６で記憶する。
【０４９２】
　図６９は、この第１０の実施の形態における記憶部２６の構成について示したものであ
る。
【０４９３】
　図６９において、記憶部２６には、従装置１０－１～１０－ｍから申告されたデータ信
号に対する蓄積量がサービスクラス毎に記憶される情報量テーブル１～３（図６９（ａ）
～（ｃ））と、従装置１０－１～１０－ｍのデータ信号に対する送信をサービスクラス毎
に許可する許可量が記憶される許可量テーブル１～３（図６９（ｄ）～（ｆ））とが、そ
れぞれ設けられている。
【０４９４】
　各テーブルの情報量Ｒ０ｉ、Ｒ１ｉ、Ｒ２ｉ、許可量Ｇ０ｉ、Ｇ１ｉ、Ｇ２ｉの初期値
は０であり、従装置１０－１～１０－ｍのＩＤ番号ｉには、各従装置１０－１～１０－ｍ
に対して個別に割り当てられた値が書き込まれている。
【０４９５】
　受信部２４から蓄積量を申告するセルを受けた記憶部２６では、セルに書き込まれた従
装置１０－１～１０－ｍのＩＤ番号と申告された蓄積量をサービスクラス別に読み取り、
これらの読み取られた値に基づいて、情報量テーブル内で従装置１０－１～１０－ｍのＩ
Ｄ番号が一致する各サービスクラスのデータ信号に対する蓄積量Ｒ０ｉ～Ｒ２ｉを更新す
る。
【０４９６】
　主装置２０の制御部２７では、記憶部２６の情報量テーブルに基づいて、各従装置１０
－１～１０－ｍの各サービスクラスのデータ信号に対してサービスクラス毎に信号の送信
を許可する許可量Ｇ０ｉからＧ２ｉを、それぞれ、特定の最大値ｋ０～ｋ２ビット以下で
算出する。
【０４９７】
　まず、周期的にデータ送信を必要とするサービスクラスｓ０に対して許可量Ｇ０ｉを算
出する。
【０４９８】
　ここで、特定の最大値ｋ０は、従装置１０－１～１０－ｍの総数をｍ、従装置１０－１
～１０－ｍの映像信号入力ポートが稼動している割合をα０（０＜α０≦１．０）、サー
ビスクラスｓ０のデータ信号に対する伝送容量の最大値をｒ０ｍａｘビット／秒とし、シ
ステムで定められる情報伝送の遅延許容時間をｔ０秒としたときに、　
　ｋ０　≦（ｒ０ｍａｘ×ｔ０）÷（α０×ｍ）　…　（１７）
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の関係を満たすように決定される。サービスクラスｓ０に対する遅延許容時間ｔ０は周期
Ｔと等しいと設定できる。つまり、
　ｔ０　＝　Ｔ　　　　　　　　　　　　　　　…　（１８）
となる。
【０４９９】
　なお、従装置１０－１～１０－ｍのサービスクラスｓ０のデータ信号ポートが稼動して
いる割合α０は、
α０＝（サービスクラスｓ０が稼働中の従装置数）÷ｍ　　…　（１９）
より求められ、全従装置のサービスクラスｓ０のデータ信号ポートが稼動している場合は
α０＝１．０である。
【０５００】
　ｒ０ｍａｘはサービスクラスｓ０のデータ信号伝送を行う加入者の数などに応じてシス
テムで決定される。
【０５０１】
　このようにして、サービスクラスｓ０のデータ信号に対する特定の最大値ｋ０が決めら
れた後、主装置２０の制御部２７では、記憶部２６の情報量テーブルに基づいて、各従装
置１０－１～１０－ｍの他のサービスクラスのデータ信号に対して信号の送信を許可する
許可量Ｇ１ｉとＧ２ｉを特定の最大値ｋ１とｋ２ビット以下で算出する。
【０５０２】
　ここで、特定の最大値ｋｌ(ｌ＝１、２)は、従装置１０－１～１０－ｍの総数をｍ、従
装置１０－１～１０－ｍの各サービスクラスが稼動している割合をαｌ（０＜αｌ≦１．
０）、各サービスクラスのデータ信号に対する伝送容量の最小値をｒｌｍｉｎビット／秒
とし、システムで定められる各サービスクラスのデータ伝送の遅延許容時間をｔｌ秒とし
たときに、　
　ｋｌ　≦（ｒｌｍｉｎ×ｔｌ）÷（αｌ×ｍ）　…　（２０）
の関係を満たすように決定される。
【０５０３】
　なお、従装置が稼動している割合αｌは、
αｌ＝（各サービスクラスが稼働中の従装置数）÷ｍ　　…　（２１）
より求められ、全ての従装置の該サービスクラスが稼動している場合はαｌ＝１．０であ
る。
【０５０４】
なお、
　ｒ１ｍｉｎ＋ｒ２ｍｉｎ＝ｒ－ｒ０ｍａｘ　　　…　（２２）
である。
【０５０５】
　特定周期Ｔでデータ送信を行うサービスクラスｓ０に例えば通常の電話やＩＳＤＮが収
容されるとすると、ｓ０に対する遅延許容時間は１ｍｓ程度となる。サービスクラスｓ１
に対する遅延許容時間は、映像が伝送されると考えると、通常のＴＶ信号のフレーム送信
間隔を考慮して３０ｍｓ程度が妥当である。
【０５０６】
　したがって、サービスクラスｓ１に関しては実際は周期Ｔ＝ｔ１程度でデータの送信を
行う。また、サービスクラス２では通常のインターネットアクセスなどの遅延を許容する
データ系のサービスを収容し、遅延許容時間ｔｌは、信号の送信を完了する迄に人間が気
にならない時間等を考慮すると、０．１～１秒程度の値が妥当と考えられる。
【０５０７】
　上述のように、この第１０の実施の形態において、サービスクラスｓ１は主としてリア
ルタイムのデータを伝送するため、サービスクラスｓ２に対してデータ送信に対する遅延
許容値ｔｌが小さくなっている。従って、サービスクラスｓ１に対して先に伝送容量を確
保し、残った伝送容量でサービスクラスｓ２に伝送容量を割り当てる。このとき、ｓ１お
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よびｓ２に対する最大伝送可能情報量ｋ１とｋ２は
　ｋ１＜ｋ２　　　　　　　　　　…　（２３）
とする。
【０５０８】
　これは、遅延許容値の小さいサービスに対しては連続して送信できる情報量を少なくし
て、比較的短い時間に送信すべきサービスクラスｓ１の情報信号を蓄積している全ての端
末に送信の指示を与えるためである。
【０５０９】
　図７０は、この第１０の実施の形態における送信指示に係わる処理の全体関係を示すフ
ローチャートである。
【０５１０】
　この第１０の実施の形態が第７の実施の形態と異なる点は、全てのサービスクラスのデ
ータ信号に対して送信許可量の算出処理（ステップ６５４～６５６）がある点と、サービ
スクラス１に対しても周期計測タイマ処理がある点である。
【０５１１】
　図７１は、図７０に示したサービスクラス１に対する周期計測タイマ処理を示したフロ
ーチャートである。なお、サービスクラスｓ０に対する周期計測タイマ処理は図６０に示
したフローチャートの処理と同一である。
【０５１２】
　また、図７１に示したデータ送信に対する許可量を算出する処理は、図６１に示したデ
ータ送信に対する許可量を算出する処理において、それぞれサービスクラス毎に、ｌ＝１
、２として、ＧｄｉをＧｌｉ、ＲｄｉをＲｌｉ、ｋをｋｌとすればよい。
【０５１３】
　図７２は、図７０に示した送信指示全体の処理をフローチャートで示したものである。
図７２において、サービスクラスｓ０に対する送信指示が最も高い優先度を持っており、
サービスクラスｓ０に対する送信指示が終了した場合にサービスクラスｓ１、ｓ２に対し
て送信指示を行う。サービスクラスｓ１、ｓ２の間では、サービスクラスｓ１の方が高い
優先度を有しており、一定周期毎にｓ２に先だってｓ１のサービスクラスは送信指示が与
えられる。
【０５１４】
　図７３は、図７２に示したサービスクラスｓ０に対する送信指示処理を示した図である
。サービスクラスｓ０に対する送信指示は図１６に示した音声信号に対する送信指示にお
いて、ＧｖｉをＧ０ｉに置き換え、音声信号に対する識別子の代わりにサービスクラスｓ
０の識別子をつければよい。
【０５１５】
　図７４は、図７２に示したサービスクラスｓ１のデータ信号に対する送信指示処理を示
したフローチャートである。サービスクラスｓ１のデータ信号に対する送信指示は、図６
３に示した音声信号に対する送信指示において、ＧｖｉをＧ１ｉに、ｆｌａｇ１をｆｌａ
ｇ２に置き換え、音声信号に対する識別子の代わりにサービスクラスｓ１の識別子をつけ
ればよい。
【０５１６】
　サービスクラスｓ２に対する送信指示は、図６４に示したデータ信号に対する送信指示
において、ＧｖｉをＧ２ｉに置き換えればよい。
【０５１７】
　図７５は、この第１０の実施の形態におけるポイント・マルチポイント通信システムで
のフレーム構成を示す図である。図７５においては、従装置１がサービスクラスｓ０とｓ
１を使用し、従装置２と従装置３がサービスクラスｓ０とｓ２を使用している場合を示し
ている。
【０５１８】
　この第１０の実施の形態においては、サービスクラスｓ０に対しては、周期Ｔで必ず帯
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域を割り当てる。また、サービスクラスｓ１に対しては、サービスクラスｓ０に対する送
信割り当て後に割り当てられる。
【０５１９】
　このため、従装置１のサービスクラスｓ１に対して送信指示を出した後、正確に周期Ｔ
１後ではなく、サービスクラスｓ０の送信の後でサービスクラスｓ１の送信指示がなされ
る。サービスクラスｓ２に対しては、サービスクラスｓ０、ｓ１に対する送信指示終了後
残りの帯域に対して、Ｇ２ｉ（Ｇ２ｉ≦ｋ）だけ連続して送信の指示が与えられる。
【０５２０】
　この第１０の実施の形態において、周期的にデータ送信を必要とするサービスクラスｓ
０に対して最初に許可量を算出し、残った帯域に対して他のサービスクラスの許可量を割
り当てた。本方式としては、サービスクラスｓ０としては、必ずしも周期的にデータ送信
を必要とするサービスクラスである必要はない。
【０５２１】
　すなわち、優先度の高いサービスクラスや遅延に対する許容時間の短いサービスクラス
を第四実施例におけるサービスクラスｓ０とし、そのサービスクラスに対する遅延許容時
間を周期Ｔとして、優先的な送信の指示を実現することができる。
【０５２２】
　なお、第７乃至第１０の実施の形態においては、説明を容易にするために、連続して送
信できる情報量の最大値ｋの値は、全ての従装置１０－１～１０－ｍで同一としている。
実際には、各従装置１０－１～１０－ｍの課金や、優先度に応じて異なるｋの値を取るこ
とも可能である。
【０５２３】
　このように、この発明の第７乃至第１０の実施の形態においては、従装置１０－１～１
０－ｍは主装置２０から通知された情報量に従って情報信号を送信するので、数Ｍバイト
規模の情報信号をバースト的に送信する場合でも、伝送路上で信号の衝突が全く起こらず
、CSMA/CDのようにスループットが低下しない。
【０５２４】
　ここで、情報信号の送信を許可する情報量は、従装置１０－１～１０－ｍからの申告に
基づいて、情報伝送容量を１００％有効利用できるように動的かつ効率的に算出されるの
で、バーストトラフィックや従装置の数が増加したような混雑時でも高いスループットが
得られる。
【０５２５】
　また、サービスクラス別に情報量を申告して、優先度の高いサービスクラスから順に情
報の送信を指示しているので、優先度の低いサービスクラスが数Ｍバイト以上のバースト
送信を行っても、優先度の高いサービスクラスに対しては独立して情報の送信を指示する
ので、優先度の高いサービスクラスに対しては厳しい遅延要求を満足させることができる
。
【０５２６】
　さらに、各従装置１０－１～１０－ｍから申告を受けた情報量に対し、ある一定時間内
に送信を指示する情報量に制限を与える。特定の従装置１０－１～１０－ｍが数Ｍバイト
以上の大きな情報量を申告しても、ある制限値いないでしか情報の送信を指示されないの
で、特定の従装置１０－１～１０－ｍの情報送信によって、他の従装置１０－１～１０－
ｍの送信に与える影響を小さくすることが可能である。
【０５２７】
　また、一定時間内に与える情報送信の最大値ｋ(bit)は、従装置１０－１～１０－ｍの
総数をｍ（ｍは整数）、情報伝送量をｒ(bit/sec)とし、システムで定められる情報伝送
の許容時間をｔｄ（sec）としたときに、
　ｋ≦（ｒ×ｔｄ）／ｍ
の関係を満たすように決定する。また、稼働していない従装置１０－１～１０－ｍがある
場合には、従装置が稼働している割合を、α（０≦α≦１．０）として　ｋ≦（ｒ×ｔｄ
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）／（α×ｍ）
の関係を満たすように一定時間内に与える情報送信の最大値ｋを決定する。
【０５２８】
　従って、従装置１０－１～１０－ｍは最大でｋ（bit）の情報信号を送信する間、上り
方向の伝送路を独占的に使用できるので、大規模な情報信号を連続的に送信することが可
能である。上式に基づいて情報量を決定した場合は、全ての従装置１０－１～１０－ｍが
ｋ(bit)の情報を送信した場合でも、その送信に必要な時間はtd(sec)なので、全ての従装
置１０－１～１０－ｍに対して情報伝送の遅延許容時間ｔｄを保証することができる。
【０５２９】
　さらに、全ての従装置１０－１～１０－ｍは、この遅延許容時間ｔｄ以内で、情報信号
を必ず送信できるのでアクセスの公平性も保証することができる。
【０５３０】
　次に、この発明の第１１の実施の形態について説明する。
【０５３１】
　この第１１の実施の形態のポイント・マルチポイント通信システムは、情報伝送の遅延
許容時間が異なる複数のサービスクラスの通信を行う場合に、各サービスクラスの通信品
質の要求を満たしながら、高い伝送効率で通信を実施できるようにしたものである。
【０５３２】
　図７６は、この第１１の実施の形態におけるポイント・マルチポイント通信システムの
従装置の詳細構成を示すブロック図である。
【０５３３】
　なお、この第１１の実施の形態のポイント・マルチポイント通信システムの全体構成は
、図１に示した構成と同様に構成することができる。
【０５３４】
　図７６において、従装置１０は、複数の入力ポートに接続される入力部１１、出力ポー
トに接続される出力部１２、送信ポートに接続される送信部１３、受信ポートに接続され
る受信部１４、複数のサービスクラスの信号を一時的に蓄積するバッファメモリ１５、バ
ッファメモリ１５に蓄積されたサービスクラス全体の信号の送信に必要な情報量を計数す
るカウンタ１６、主装置２０からの指示に従ってカウンタ１６で計数された情報量を申告
したり、バッファメモリ１５に一時的に蓄積されている信号の送信をする等の制御を行う
制御部１７を具備して構成される。
【０５３５】
　なお、図７６のバッファメモリでは、サービスクラスが異なる信号を複数の論理的なキ
ューを用いて各々蓄積するようにしたが、複数の物理的なバッファメモリを用いて蓄積す
るようにしてもよい。
【０５３６】
　サービスクラスは、従装置１０－１～１０－ｍから主装置２０へ送信する信号の遅延許
容時間に基づいて定めればよく、この実施の形態においては、遅延許容時間が相対的に短
い信号を高い優先度のサービスクラスとし、遅延許容時間が相対的に長い信号を低い優先
度のサービスクラスとする。
【０５３７】
　なお、サービスクラスは、主装置２０へ送信する信号の重要度や、信号のトラフィック
特性などにもとづいて定めるようにしてもよい。
【０５３８】
　例えば、離散コサイン変換などによって符号化された画像の信号を送信する場合は、画
像の主要部分である低周波成分からなる信号を高い優先度のサービスクラスとし、詳細部
分である高周波成分からなる信号を低い優先度のサービスクラスとするようにしてもよい
。
【０５３９】
　この第１１の実施の形態においては、光伝送路における上りおよび下りの伝送フレーム
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として図４に示した伝送フレームを採用する。すなわち、下りの１フレームは５６スロッ
ト、上りの１フレームは５３スロットからなり、これらの伝送フレームに基づいて、主装
置から従装置への下りがＴＤＭ（Time Division Multiplex）、従装置から主装置への上
りがＴＤＭＡ（Time Division Multiple Access）の多重方式により、下り５３バイト、
上り５６バイトのセルがそれぞれ送受信される。
【０５４０】
　なお、上りセルには３バイトのオーバヘッドが含まれており、下り伝送フレームには、
２８セルに１セルの割合で１フレームに２つのＰＬＯＡＭセルが含まれるとする。最初の
ＰＬＯＡＭセル１には従装置からの上りセルを要求するグラントが２７個、二番目のＰＬ
ＯＡＭセル２にはグラントが２６個あり、合計５３個のグラントが含まれている。
【０５４１】
　また、ＰＬＯＡＭセルのグラントと上り伝送フレームのスロットとの対応としては図２
５に示すフレームを採用する。ここで、下り伝送フレームの最初のＰＬＯＡＭセル１には
従装置からの上りセルを要求するグラントが２７個、二番目のＰＬＯＡＭセル２にはグラ
ントが２６個あり、合計５３個のグラントが含まれている。
【０５４２】
　主装置２０は、このＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ１もしくはＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ２
のグラントに、特定の従装置の上りセルを要求する識別子を書き込むことで、上り伝送フ
レーム内のどのスロットに、どの従装置がセルを送信できるかを指示する。
【０５４３】
　従装置１０－１～１０－ｍは、ＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ１もしくはＰＬＯＡＭセルＰ
ＬＯＡＭ２に、該従装置１０－１～１０－ｍの上りセルを要求する識別子が書き込まれて
いた場合、当該グラントに対応する上り伝送フレームのスロットにセルを送信することが
でき、この方法により光伝送路上でセルが衝突することを回避して、信号を主装置へ送信
できる。
【０５４４】
　なお、図４に示した上り伝送フレームでは、１台の従装置１０－１～１０－ｍからのセ
ルを１スロットで伝送するが、このスロットを複数に分割したミニスロットを構成するこ
とにより、複数の従装置１０－１～１０－ｍからのセルを１スロットで伝送することがで
きる。このミニスロットは、従装置１０－１～１０－ｍのバッファメモリに蓄積された信
号を送信するために必要な情報量を主装置２０へ申告するために用いる。
【０５４５】
　主装置２０は、ＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ１もしくはＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ２のグ
ラントに、特定の従装置１０－１～１０－ｍの情報量を要求する識別子を書き込むことで
、上り伝送フレーム内のどのミニスロットに、どの従装置１０－１～１０－ｍがミニセル
を送信できるかを指示する。
【０５４６】
　従装置１０－１～１０－ｍは、ＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ１もしくはＰＬＯＡＭセルＰ
ＬＯＡＭ２に、該従装置１０－１～１０－ｍの情報量を要求する識別子が書き込まれてい
た場合、当該グラントに対応する上り伝送フレームのミニスロットにミニセルを送信する
ことができ、この方法により光伝送路３０上でミニセルが衝突することを回避して、バッ
ファメモリに蓄積されたサービスクラス全体の信号の送信に必要な情報量を主装置２０へ
申告できる。
【０５４７】
　次に、この第１１の実施の形態のポイント・マルチポイント通信システムにおけるアク
セス方式を説明する。
【０５４８】
　まず、従装置１０－１～１０－ｍを識別するＩＤ番号は、主装置２０で管理され、シス
テムに加わる全ての従装置１０－１～１０－ｍには、初期の段階でＩＤ番号が通知されて
いる。このＩＤ番号により、主装置２０ではどの従装置１０－１～１０－ｍからのセルで
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あるかが識別され、各従装置１０－１～１０－ｍでは受信したセルが自分宛てであるかが
識別される。
【０５４９】
　さて、図７６に示した従装置１０の複数の入力ポートには、端末あるいは他のネットワ
ークから音声、映像およびデータ等のような信号が入力され、これらの信号は入力部１１
を介してバッファメモリ１５に送られ、バッファメモリ１５内に設けられたサービスクラ
スごとの論理的なキューで一時的に蓄積される。
【０５５０】
　個々の入力ポートは、電話、映像、イーサネット(登録商標)、ＡＴＭのように、入力さ
れる信号を一意に定めるようにしてもよい。なお、バッファメモリ１５に蓄積される信号
は、例えば、ＡＴＭセルやイーサネット(登録商標)パケットのように、バッファメモリ１
５に蓄積される段階でセル化あるいはパケット化されていてもよい。また、この第１１の
実施の形態においては、図４に示した伝送フレームのように、下り伝送フレームの１スロ
ット、およびオーバヘッドを除いた上り伝送フレームの１スロットを、それぞれ５３バイ
トとしたので、入力される信号が５３バイト単位であると整合性がよい。
【０５５１】
　例えば、可変長のイーサネット(登録商標)パケットが入力される場合は、入力部１１に
おいて５３バイト単位の固定長のセルに分割し、バッファメモリ１５のキューに蓄積すれ
ばよい。この場合は、主装置２０側でパケットを再生するための情報を５３バイトの一部
に含めるようにしてもよい。
【０５５２】
　図７６示した従装置１０のカウンタ１６では、バッファメモリ１５に一時的に蓄積され
たサービスクラス全体の信号の送信に必要な情報量が、信号の送信に必要なセル数あるい
はスロット数を単位として整数で計数される。例えば、図４に示した上り伝送フレームで
は、オーバヘッドを除いた５３バイトで信号が伝送されるので、情報量は５３バイトを１
単位として計数される。
【０５５３】
　この計数方法としては、バッファメモリ１５への信号の入力およびバッファメモリ１５
からの信号の出力に応じて随時計数する方法、バッファメモリ１５にＦＩＦＯで蓄積され
ている信号の先頭アドレスと末尾アドレスの差から計数する方法等が考えられ、バッファ
メモリ１５に蓄積されている信号の絶対値を情報量としてもよいし、前回の申告からの差
分値を情報量としてもよい。
【０５５４】
　情報量は、ビットあるいはバイトを単位とした整数値で計数してもよいが、信号の送信
に必要なセル数あるいはスロット数で計数すれば、主装置２０へ申告する値が小さくなる
ので効率がよい。なお、蓄積されている信号が５３バイト未満の場合には、送信に１セル
あるいは１スロット必要として計数してもよいし、５３バイトになるまで計数しなくても
よい。
【０５５５】
　次に、主装置２０がＰＬＯＡＭセルを用いて、従装置１０－１～１０－ｍに対して信号
の送信に必要な情報量を申告するように指示し、従装置１０－１～１０－ｍから申告され
た情報量に基づいて信号の送信を指示する方法を説明する。
【０５５６】
　まず、主装置２０は、従装置１０－１～１０－ｍに情報量を申告するように指示する周
期に基づいて、ＰＬＯＡＭセルのグラントに、特定の従装置１０－１～１０－ｍへ情報量
の申告を要求する識別子を書き込む。
【０５５７】
　次に、従装置１０－１～１０－ｍから申告された情報量に従って、各従装置１０－１～
１０－ｍに対して信号の送信を許可する許可量を特定の最大値ｋビット以下で算出し、こ
の許可量に基づいて特定の従装置１０－１～１０－ｍへ上りセルの送信を要求する識別子
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を書き込む。
【０５５８】
　ここで、特定の最大値ｋは、従装置１０－１～１０－ｍの総数をｍ、従装置が稼動して
いる割合をα（０＜α≦１．０）、情報伝送容量をｒビット／秒とし、システムで定めら
れる情報伝送の遅延許容時間をｔｄ秒としたときに、式（１）の関係を満たすように決定
される。なお、従装置１０－１～１０－ｍが稼動している割合αは、式（２）より求めら
れ、全ての従装置１０－１～１０－ｍが稼動している場合はα＝１．０である。
【０５５９】
　式（１）の情報伝送容量ｒは、上り伝送フレームで実際に信号を伝送可能な容量であり
、情報伝送の遅延許容時間ｔｄは、システムで扱うサービス等を基準にして設定される。
許可量の算出とＰＬＯＡＭセルのグラントへ識別子を書き込む方法の詳細は、第１の実施
の形態で説明した通りである。
【０５６０】
　次に、従装置１０－１～１０－ｍが主装置２０に対して、サービスクラス全体の信号の
送信に必要な情報量を申告する方法と、バッファメモリ１５に蓄積された信号を送信する
方法について説明する。
【０５６１】
　図７６に示した従装置１０では、受信ポートを介して受信部１４でセルが受信される。
受信部１４では、セルに書き込まれた宛て先に基づいて、受信したセルが該従装置１０宛
てであるかが識別される。セルが該従装置１０宛ての場合は、セルに書き込まれたセル識
別子に基づいてセルの種類が識別される。識別されたセルがＰＬＯＡＭセルの場合は制御
部１７に送られ、それ以外の場合は出力部１２へ送られる。
【０５６２】
　制御部１７では、受信部１４からＰＬＯＡＭセルを受け取ると、ＰＬＯＡＭセルのグラ
ントに書き込まれた識別子に基づいて、信号の送信が指示されたのか、情報量の申告が指
示されたのかを判断する。主装置２０から該従装置１０－１～１０－ｍの情報量を要求さ
れたと判断した場合は、カウンタ１６で計数された情報量と該従装置１０－１～１０－ｍ
のＩＤ番号を少なくとも書き込んだミニセルを作成し、申告を指示されたグラントに対応
する上り伝送フレームのミニスロットによって、送信部１３を介してこのミニセルを送信
する。
【０５６３】
　なお、情報量は、カウンタ１６で計数された絶対値、および前回の申告からの差分値の
両方か、どちらか１つを申告する。主装置２０から該従装置１０－１～１０－ｍの上りセ
ルを要求されたと判断した場合は、サービスクラスの優先度が最も高いバッファメモリの
キューから信号を順番に取り出し、この信号を送信するセルを作成し、申告を指示された
グラントに対応する上り伝送フレームのスロットによって、送信部１３を介してこの作成
したセルを送信する。
【０５６４】
　例えば、図７７に示すように、従装置１０－１～１０－ｍのバッファメモリ１５におけ
るサービスクラス１乃至３のキューに各々信号が蓄積されていた場合に、主装置２０から
８セル分の上りセルを要求された場合は、サービスクラス１のキューから２セル分の信号
、サービスクラス２のキューから４セル分の信号、サービスクラス３のキューから２セル
分の信号が取り出され、主装置２０へ順次送信される。なお、バッファメモリ１５のキュ
ーから信号を取り出す場合には、各サービスクラスに重みづけを行い、適当な比率で各サ
ービスクラスのキューに蓄積された信号が送信されるようにしてもよい。
【０５６５】
　このような構成によると、特定の従装置１０－１～１０－ｍが上りの伝送路を独占的に
使用して、サービスクラスの優先度が高い信号から順番に、主装置２０から指示された許
可量以下で連続して信号を送信することができる。
【０５６６】
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　次に、この発明の第１２の実施の形態について説明する。
【０５６７】
　この第１２の実施の形態においては、例えば、図１に示した構成において、主装置２０
が従装置１０－１～１０－ｍに対して情報量の申告を指示する間隔を動的に更新したり、
ＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ１もしくはＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ２の未使用のグラントを
用いて情報量の申告や信号の送信を指示するように構成されており、これにより通信の効
率を高めることができる。
【０５６８】
　例えば、図７６に示した従装置１０－１～１０－ｍから主装置２０へのトラヒック量が
少なく伝送路の負荷が低い場合は、従装置１０の制御部１７が情報量の申告を指示する間
隔を短く制御する。これにより、従装置１０－１～１０－ｍの情報量の変化を主装置２０
がより高速に認識することができる。また、主装置２０は従装置１０－１～１０－ｍの情
報量の変化に対して、より柔軟に信号の送信を指示できることになり、従装置１０－１～
１０－ｍが信号を送信するまでの待ち時間を短縮することができる。
【０５６９】
　逆に、従装置１０－１～１０－ｍから主装置２０へのトラヒック量が多く伝送路の負荷
が高い場合は、情報量の申告を指示する間隔を長く制御する。これにより、伝送路上で信
号の送信に利用可能な伝送帯域が広がるのため、スループットをより向上させることがで
きる。
【０５７０】
　さらに、主装置２０は、全ての従装置１０－１～１０－ｍから申告された情報量に対し
て信号の送信を指示した後で、ＰＬＯＡＭセルに未使用のグラントがある場合は、そのグ
ラントを用いて従装置１０－１～１０－ｍに対して情報量を申告するように指示する。こ
れにより、各従装置１０－１～１０－ｍの情報量を先読みすることにより、通信の効率を
高めることができる。
【０５７１】
　また、ＰＬＯＡＭセルの未使用のグラントを用いて各従装置１０－１～１０－ｍへ信号
の送信を順番に指示する。これにより、信号の送信を主装置４０から常に指示することで
きるため、従装置１０－１～１０－ｍが信号を送信するまでに必要な待ち時間を削減する
ことができる。
【０５７２】
　このようにこの発明の第１１乃至第１２の実施の形態においては、従装置１０－１～１
０－ｍはサービスクラス全体の信号の送信に必要な情報量を主装置２０へ申告し、主装置
２０は各従装置１０－１～１０－ｍから申告された情報量に基づいて信号の送信を指示す
るので、伝送路上で信号の衝突が全く起こらず、トラヒック量が増加したような場合でも
スループットが低下するようなことがない。　例えば、従装置１０－１～１０－ｍが映像
伝送をしながら比較的大きなサイズのファイルを送信するような場合でも、映像の品質を
劣化させることなく、ファイルを効率よく転送することができる。また、従装置１０－１
～１０－ｍに対して情報量を申告するように指示する間隔を動的に更新したり、未使用の
グラントを用いて情報量や信号の送信を指示することにより、通信の効率をさらに向上さ
せることができる。
【０５７３】
　信号の送信を許可する許可量は、従装置１０－１～１０－ｍからの申告に基づいて、情
報伝送容量を１００％有効利用できるように動的かつ効率的に算出されるので、バースト
トラヒックや従装置の数が増加したような混雑時でも高いスループットが得られる。許可
量の最大値ｋビットは、従装置の総数をｍ（ｍは整数）、従装置が稼動している割合をα
（０＜α≦１．０）、情報伝送容量をｒビット／秒とし、システムで定められる情報伝送
の遅延許容時間をｔｄ秒としたときに、
　ｋ≦（ｒ×ｔｄ）／（α×ｍ）
の関係を満たすように決定する。従って、従装置１０－１～１０－ｍは最大でｋビットの
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信号を送信する間、上り方向の伝送路を独占的に使用して、サービスクラスの優先度が高
い信号から順番に、主装置２０から指示された許可量以下で連続して信号を送信すること
ができる。また、上式に基づいて許可量を決定した場合は、全ての従装置１０－１～１０
－ｍがｋビットの信号を送信した場合でも、その送信に必要な時間はｔｄ秒なので、全て
の従装置１０－１～１０－ｍに対して情報伝送の遅延許容時間ｔｄを保証することができ
る。全ての従装置１０－１～１０－ｍは、この遅延許容時間ｔｄ秒以内で、信号を必ず送
信できるのでアクセスの公平性と情報伝送の遅延許容時間を保証することができる。
【０５７４】
　図７８は、この発明の第１３の実施の形態で採用される伝送フレームを示す図であり、
図７９は、従装置の構成、図８０は主装置の構成を示す図である。
【０５７５】
　図７８において、この第１３の実施の形態で採用される伝送フレームは、主装置２０か
ら従装置１０－１～１０－ｍへの下り信号と、従装置１０－１～１０－ｍから主装置２０
への上り信号を時間を分割して伝送する時分割双方向伝送方式（ＴＤＤ）とする。
【０５７６】
　すなわち、伝送フレームを制御チャネルとデータチャネルに分離し、伝送フレーム前半
部が制御チャネルである。
【０５７７】
　さらに制御チャネルの前半部は、下り方向（主装置２０から従装置１０－１～１０－ｍ
への方向、以下下り方向と称する）の制御チャネルに、後半部を、上り方向（従装置１０
－１～１０－ｍから主装置２０への方向、以下上り方向と称する）の制御チャネルとする
。
【０５７８】
　データチャネルには、タイムスロット番号を＃１から＃ｎまで付与するものとする。こ
のタイムスロットは、上り方向と下り方向に関して適応的に、主装置２０が決める。
【０５７９】
　ひとつのタイムスロットを構成する情報バイト量は、システムに依存し決定されるもの
である。たとえば、ＡＴＭ（非同期転送モード）を転送する場合は、５３バイトの情報が
入るタイムスロットが望ましい。また、それ以外のバイト数であっても、固定長であれば
、何ら問題はない。
【０５８０】
　しかし、下り信号のタイムスロットの次に上り信号のタイムスロットが入る場合や、異
なる従装置１０－１～１０－ｍからの上りタイムスロットが続く場合を考えると、ある程
度のガードタイムが必要であり、1タイムスロット中の情報バイト量を減少させると、そ
のオーバヘッドの為に、効率が悪くなる。
【０５８１】
　図７８に示す下り制御チャネルには、データチャネルの構成情報が入る。データチャネ
ルのタイムスロットに＃１から＃ｎまで番号を付け、このデータチャネルのタイムスロッ
ト番号の数だけ下り制御チャネルのタイムスロットを設ける。　この下り制御チャネルの
第j番目のスロット(CONT　#j；j=1..n)には、まず、データチャネルのタイムスロット#j
が上りであるか、下りであるかの識別子を入れる。さらに、下りデータの場合は、該当す
る従装置１０－１～１０－ｍを示す宛先アドレスを、上りデータの場合は、送信許可宛先
アドレスを入れる。　
　図７８の上り制御チャネルは、従装置１０－１～１０－ｍのデータバッファメモリに蓄
積されているデータ量などを入れる。この上り制御チャネルのタイムスロットの数は、従
装置１０－１～１０－ｍの数に限定されるものではない。従装置１０－１～１０－ｍの数
が、このタイムスロットの数より多い場合は、複数の伝送フレームにより、構成しても良
い。
【０５８２】
　ここでは、ひとつの実施例として伝送フレームを示したが、伝送フレームはここで示し
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た実施例に限定するものではない。たとえば、上りと下りを異なる伝送路や周波数帯で伝
送することが可能である。この場合、下り伝送フレームは、下り制御チャネルと下りデー
タチャネルで構成されるとともに、上り伝送フレームは、上り制御チャネルと上りデータ
チャネルとで構成される。この場合は、下り信号は、連続フレームすなわちＴＤＭとなり
、上り信号は、バースト信号のＴＤＭＡとなる。
【０５８３】
　ここでの骨子は、上り制御チャネルのタイムスロットが予め固定されており、主装置２
０は、従装置１０－１～１０－ｍからの制御情報、すなわち、情報の蓄積量がどの従装置
１０－１～１０－ｍから上がってくるのかが分かる仕組みになっていることである。
【０５８４】
　図７９において、この従装置１０と接続されている端末装置からのデータ信号は、入力
インタフェース部７０１を介してバッファメモリ７０２に蓄積される。　バッファメモリ
７０２に貯えられた情報データは、ＴＤＭＡ伝送フレーム生成部７０３から出力されるメ
モリリード信号に従って読み出される。
【０５８５】
　読み出された情報データは、ＴＤＭＡ伝送フレーム生成部７０３により、主装置２０か
ら指示されたデータチャネルのタイムスロット番号に従って、その指示されたタイムスロ
ットに情報データを挿入する。
【０５８６】
　送信部２０４では、ＴＤＭＡ伝送フレーム生成部７０３からの信号を伝送路に送信する
ための信号変換を行う。
【０５８７】
　また、バッファメモリ７０２に蓄積された情報量は、情報量計測部７０５により計測が
行われる。ここでは、バッファメモリ７０２への書き込みアドレスと読み出しアドレスの
差を求め、蓄積されている情報データ量の絶対値を計測することが行われる。さらに、1
フレーム周期前の絶対値との差分を求めても良い。また、絶対値と差分値の両方を求めて
も良い。ここで計測した蓄積情報量は、ＴＤＭＡA伝送フレーム生成部７０３において、
伝送フレームの上り制御チャネル内の所定のタイムスロットに挿入される。
【０５８８】
　一方、主装置２０からの下り信号は、まず、受信部７０６により受信され、その後、Ｔ
ＤＭＡ伝送フレーム分離部７０７により、制御チャネルとデータチャネルが分離される。
【０５８９】
　ＴＤＭＡ伝送フレーム分離部７０７では、まず下り制御チャネルの中にあるデータが上
りか下りかを示す識別子から下りデータを示す識別子が付いている制御チャネルだけ抜き
出し、制御信号としてアドレスフィルタ部７０８に出力する。　アドレスフィルタ部７０
８では、その制御信号をもとに、自分のアドレスに該当する従装置アドレスのみのタイム
スロットをデータチャネルから抜き出す。　　アドレスフィルタ部７０８で抜き出したデ
ータ信号は、出力インタフェース部７０９を介して、端末装置に出力する。
【０５９０】
　また、ＴＤＭＡ伝送フレーム分離部７０７では、下り制御チャネルの中で、上りデータ
を示す識別子の中で、自分のアドレスがあれば、該当するタイムスロット番号を送信許可
信号としてＴＤＭＡ伝送フレーム生成部７０３に送信する。　　ＴＤＭＡ伝送フレーム生
成部７０３においては、このタイムスロット番号が来たときに、バッファメモリ７０２に
メモリリード信号を出力して、バッファメモリ７０２から情報データを読み出し、伝送フ
レーム化して、送信部７０４に出力する。
【０５９１】
　図８０において、主装置２０は、バックボーンネットワーク装置と接続されるが、その
バックボーンネットワーク装置から出力されるデータ信号は、入力インタフェース部８０
１により伝送終端された後宛先アドレス確認部８０２によりデータ信号の宛先アドレスと
物理的な従装置アドレスとの対応がとられる。例えば、ＩＰ（Internet Protocol）フレ
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ームで構成されるデータの場合は、ＩＰフレームの宛先アドレスと従装置アドレスを対応
させるマップを持ち、このマップに従って、従装置アドレスを導出する。
【０５９２】
　宛先アドレス確認部８０２は、マップに従って、従装置アドレスを持つ制御信号を出力
するとともに、データ信号をＴＤＭＡ伝送フレーム生成部８０３へ出力する。ＴＤＭＡ伝
送フレーム生成部８０３においては、タイムスロット割当て演算部８０４からの信号に従
って、伝送フレームの下り制御チャネルへの書き込みとともに、該当するデータチャネル
のタイムスロットに下りデータ信号を入れ込み、送信部８０５へ出力する。従装置１０へ
の送信信号は、送信部８０５を介して出力される。
【０５９３】
　一方、従装置１０からの上り信号は、受信部８０６を介して、ＴＤＭＡ伝送フレーム分
離部８０７に入力される。ＴＤＭＡ伝送フレーム分離部８０７では、まず、上り制御チャ
ネルより、各従装置１０のバッファメモリの蓄積情報量を検出する。ここで、主装置２０
へ情報信号を送信する従装置#１～#ｍが、蓄積された情報信号の蓄積量Riを主装置２０へ
申告するとする。ここで、ｉは個々の従装置１０を表わし、従装置の総数をｍ (ｍ は整
数)とした場合、ｉ＝１，２，・・・，ｍである。
【０５９４】
　従装置１０からの申告を受けた主装置２０は、申告された蓄積量Ｒｉに基づいて，各従
装置１０に対して送信を許可する情報量Ｎｉを特定の最大値Ｋ (bit)以下で算出する。こ
こで、特定の最大値Ｋは、前述した式（１）の関係を満たすように決定される。
【０５９５】
　主装置１０は情報量Ｎｉを算出した後に、１フレーム周期に割り振ることのできる情報
量ｎｉを、情報量Ｎｉから算出する。この情報量ｎｉにより、上りデータのタイムスロッ
トを連続的に割り振り、割当てたタイムスロット番号に該当する下り制御チャネルの従装
置アドレスを書き込む。ここで、Ｎｉと別にｎｉを求める理由は、算出された情報量Ｎｉ
が１フレームで送信可能な情報伝送容量を越えていた場合に，従装置ｉに対して、制御チ
ャネルをまたいで次のデータチャネルの先頭部で情報量Ｎｉを従装置１０から出力させる
ためである。ここで、従装置１０から上ってきた情報量から、従装置１０への送信許可、
すなわち、上りデータのタイムスロット割当てを行う演算は、タイムスロット割当て演算
部８０４によって行われる。
【０５９６】
　ところで、伝送フレームのデータチャネルの上りと下りのタイムスロットの割当てに関
しても、このタイムスロット割当て演算部８０４にて実行される。ここで、実行されるア
ルゴリズムとしては、例えば、バックボーンネットワークからの下りデータを優先し、宛
先アドレス確認部８０２において、下り情報が無い場合に、上りタイムスロットに割当て
る方法が考えられる。
【０５９７】
　また、あらかじめ下りのタイムスロット領域と上りのタイムスロット領域を、固定的あ
るいは半固定的に割当てる方法などが考えられる。もちろん、上りタイムスロットを優先
的に割り振る方法も考えられる。上りデータチャネルのタイムスロットは、主装置２０が
タイムスロットを割当てた部分に情報データが入っている。従って、該当する従装置アド
レスは、タイムスロット割当て部８０４からの信号によりユーザ情報再構築部８０８にお
いて、認識でき、従装置単位の情報データに再構築する。たとえば、ＩＰフレームに関し
ては、複数のタイムスロットに分割されて伝送されるため、一つのＩＰフレームにここで
再構築される。この情報データは、出力インタフェース８０９を介して、バックボーンネ
ットワーク装置に入力される。
【０５９８】
　この第１３の実施の形態において、特に強調されることは、従装置１０からの上り信号
が連続したタイムスロットで主装置２０に伝送され、その上りデータの転送遅延時間Ttと
すると、Ri≦kの関係から、
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　　　　　　　　α×ｍ
　　　　　　　Tt＝Σ(Ri/r)　≦(k×α×m)/r　=td
　　　　　　　　　i=1
となる。これは、データの上り転送遅延時間が、特定の時間tdで制限されることになる。
　すなわち、従装置１０に接続される端末装置からの上りトラフィック負荷が１００％の
場合においても、遅延時間がtd以内で転送が行われることになる。これは、ＱＯＳを満た
すばかりでなく、従装置間の公平性を満たすことになる。
【０５９９】
　また、連続的にタイムスロットを確保することにより、平均転送遅延時間tdaは、
　　　　　　　tda≦td/2　（α×mが十分大きい場合）
となる。これは、連続的に同一従装置にタイムスロットを割当てることにより、平均の転
送遅延時間が短くなることを示している。
【０６００】
　ところで、この第１３の実施の形態では、データチャネルは上り情報信号と下り情報信
号のタイムスロットの位置が主装置の制御により設定するとした。
【０６０１】
　しかし、上り情報信号タイムスロットと下り情報信号タイムスロットとの間には、ガー
ドタイムが必要である。主装置４０から複数の従装置１０までの距離にばらつきがある場
合は、その距離のばらつきの大きさに該当する往復の遅延時間だけのガードタイムが最低
必要になる。
【０６０２】
　よって、上り情報信号と下り情報信号のタイムスロットを予め分離し、その間にガード
タイムを設定しても良い。その場合、主装置２０と従装置１０の間の伝播遅延時間の絶対
値に関しては、遅延時間補償がなされるものとする。
【０６０３】
　この実現方法としては、システムの初期設定において、主装置２０から従装置１０への
往復伝播時間計測を行った上で、適切な遅延を主装置２０から各従装置１０に指示するこ
となどが考えられる。
【０６０４】
　さらに、上りと下りの多重を時間的に行うＴＤＤ方式ではなく異なる伝送路、すなわち
、有線の場合は、異なる線路や光波長多重など、無線の場合は異なる周波数帯を用いるこ
とができる。この場合は、下り制御チャネルに続き下りデータチャネルを入れ、連続的に
従装置に向けて信号を流す。また、上り方向に関しては、上り制御チャネルに続き、上り
のバーストデータチャネルを従装置は送信することになる。
【０６０５】
　次に、この発明の第１４の実施の形態について説明する。
【０６０６】
　この第１４の実施の形態は、第１３の実施の形態でサービスするベストエフォート形サ
ービスに加えて、回線交換系のギャランティ形サービスを加えるものである。
【０６０７】
　図８１は、この第１４の実施の形態で採用される伝送伝送フレームを示す図である。
【０６０８】
　図８１において、下り制御チャネルと上り制御チャネル、およびデータチャネルに大別
される部分は、第１３の実施の形態と同一である。しかし、下り制御チャネルにはギャラ
ンティ形サービスで用いる下り制御チャネルが追加され、上り制御チャネルにもギャラン
ティ形サービスの制御チャネルが追加される。
【０６０９】
　このギャランティ形サービスで用いる下り制御チャネルは、データチャネルを確保する
ための回線制御に用いられる。すなわち、このチャネルを用いて、従装置１０からの回線
要求信号とそれに対する主装置２０からのＡＣＫ／ＮＡＣＫ信号や、回線切断要求やそれ
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に対するＡＣＫACK信号などのやり取りを行う。
【０６１０】
　ギャランティ形サービスの実際のデータチャネルは、下り制御チャネルのタイムスロッ
ト制御部分で行われる。ｎ個のタイムスロットで区切られたデータチャネルを、上り下り
の情報を含めて指示する。この部分は、第１３の実施の形態と同一である。
【０６１１】
　図８２は、この第１４の実施の形態で採用される従装置１０の構成を示したものである
。ここで、ベストエフォート形サービスに関する部分は第１３の実施の形態と同じである
。
【０６１２】
　ギャランティ形サービスに関しては、まず、端末装置からのギャランティサービス入力
データを入力インタフェース部７１１にて終端する。入力インタフェース部７１１では、
端末装置からの回線設定要求に従って、回線制御部７１２に回線設定要求を知らせる。回
線制御部７１２では、回線設定要求を検出して、ギャランティ形サービスの出力インタフ
ェース７１１を介して、端末装置に要求中である旨の信号を戻す。さらに、入力インタフ
ェース部７１１では、回線設定要求を回線制御部７１２に出力し、回線制御部７１２は、
回線設定要求をＴＤＭＡ伝送フレーム生成部７０３に対して行う。
【０６１３】
　ＴＤＭＡ伝送フレーム生成部７０３では、伝送フレームの上り制御チャネルギャランテ
ィ形サービスの該当する自局ＩＤ番号タイムスロットに回線設定要求を書き込み、主装置
に伝送する。
【０６１４】
　一方、ＴＤＭＡ伝送フレーム分離部７０７では、下り制御チャネルのギャランティ形サ
ービスの自局ＩＤ番号タイムスロットにて主装置２０からのＡＣＫ／ＮＡＣＫ信号をドロ
ップするとともにそれを回線制御部７１２に出力する。
【０６１５】
　ＡＣＫが戻った場合には、チャネル設定要求信号を回線制御部７１２が出力する。ＮＡ
ＣＫが戻った場合は、ビジー信号を回線制御部７１２が出力インタフェース分７１９に向
けて出力する。
【０６１６】
　ＡＣＫが戻り、チャネル設定要求信号を主装置２０に出力した後、主装置２０から回線
設定確認通知とともに、下り制御チャネルの中のタイムスロット制御部分に、ギャランテ
ィ形サービスの上り信号フラグと該当するタイムスロット番号に自局ＩＤが書かれてくる
。
【０６１７】
　従装置１０では、そのフラグとＩＤに従って、ギャランティ形サービスの入力インタフ
ェース７１１からの情報データが伝送される。ギャランティ形サービスの下り信号に関し
ては、この下り制御チャネルのタイムスロット制御により、サービス種別、上り下りの違
いを識別する。この識別は、アドレスフィルタ/サービス分離部７０８によって行われる
。ギャランティ形サービスの場合は、ギャランティ形サービスの出力インタフェース部７
１９に振り分けられる。　
　回線切断手順に関しては、上記回線設定と同様、制御チャネルを用いて行われる。さら
に、主装置２０からの回線設定手順が存在する。これは、バックボーンネットワークから
のシグナリングによる回線設定手順である。主装置２０からは下り制御チャネルのギャラ
ンティ形サービス領域中の自局ＩＤタイムスロットに回線設定信号が流れてくる。この信
号を受信した回線制御部７１２では、出力インタフェース７１９を介して、接続要求を端
末装置に出力する。この信号を受けた端末装置は、通常は応答信号を返すがこの応答信号
は、入力インタフェース７１１を介して、回線制御部７１２に戻ってくる。
【０６１８】
　回線制御部７１２では、これをＡＣＫ信号として上り制御チャネルのギャランティ形サ
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ービス領域の該当する自局ＩＤのタイムスロットにＡＣＫ信号を出力する。端末装置から
の応答が無い場合は、回線制御部７１２にてＮＡＣＫ信号を出力する。
【０６１９】
　次に、主装置２０から、下り制御チャネルのタイムスロット制御領域によりギャランテ
ィ形サービスであることを示すフラグおよび信号データの上り下りを示すフラグが示され
る。
【０６２０】
　データチャネルのタイムスロット番号は、空いているタイムスロット番号の小さい順に
下り信号が主装置２０にて割当てられる。上り信号は、その次のタイムスロット番号に割
当てられる。従装置１０は、上りに割当てられたタイムスロット番号に従って、上り情報
データを主装置に出力する。回線切断の手順は、制御チャネルを用いて行われる。
【０６２１】
　図８３は、この第１４の実施の形態で採用される主装置の構成を示す。ここでも、ベス
トエフォート形サービスについては、第１３の実施の形態において既に説明したので、ギ
ャランティ形サービスについて説明する。
【０６２２】
　ギャランティ形サービスで、接続されるバックボーンネットワーク側装置は、主には交
換機である。
【０６２３】
　交換機からのデータは、ギャランティ形サービスの入力インタフェース部８１１に入力
される。接続先情報であるシグナリング情報は、入力インタフェース部８１１で分離され
、回線制御部８１２に入力される。
【０６２４】
　回線制御部８１２では、下り制御チャネルのギャランティ形サービス領域の該当する従
装置ＩＤのタイムスロットを用いて、従装置１０に向けて回線設定信号を、ＴＤＭＡ伝送
フレーム生成部８０３を介して出力する。
【０６２５】
　この信号に対応して、該当従装置１０から、上り制御チャネルのギャランティ形サービ
ス領域の該当従装置ＩＤにタイムスロットによりＡＣＫ／ＮＡＣＫが返ってくる。ＮＡＣ
Ｋが戻ってきた場合は、回線制御部８１２から、出力インタフェース８１９を介してビジ
ー信号を交換機に戻す。
【０６２６】
　一方、ＡＣＫが戻ってきた場合は、回線設定完了信号とともに、下り制御チャネルのタ
イムスロット制御領域の使われていないタイムスロット番号の小さい順に、ギャランティ
形サービス種別を識別するフラグと従装置ＩＤと下り信号フラグを書き込んで、ＴＤＭＡ
伝送フレーム生成部８０３に出力する。また、同時に、上記で示したデータチャネルのタ
イムスロット番号の領域に情報データを書き込み、従装置１０に向けて出力する。
【０６２７】
　かつ、同時に、回線制御部８１２では、下り情報データチャネルの次のタイムスロット
に上りのデータチャネルを割当てる。割当てられた従装置１０は、制御チャネルのタイム
スロット制御領域の上り送信許可信号に従って、情報データを送出する。
【０６２８】
　この情報データは、タイムスロット割当て演算部８０４からの信号に従って、ユーザ情
報再構築部８０８により、分離され、出力インタフェース部８１９を介して交換機へ出力
される。この場合、予め設定された交換機インタフェースの多重フォーマットに従った多
重がなされる。
【０６２９】
　以上のシーケンスは、一つの従装置１０に対する、バックボーン側からの回線設定手順
である。この手順は、同時に複数の従装置に対して設定する。この設定は、制御チャネル
に関して、異なるタイムスロットが割当てられているため、問題はない。
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【０６３０】
　回線制御部８１２では、回線設定の時間が早い順に、データチャネルのタイムスロット
番号の若い番号が割当てられる。回線の開放に従って、回線制御部８１２では、若いタイ
ムスロット番号を検索して割当てる。また、特定の時間、回線の開放によりタイムスロッ
トに空きができると、タイムスロット割当て演算部８０４により、ベストエフォート形サ
ービスの領域に組み入れる。しかし、ギャランティ形サービスの回線設定が優先するため
、回線制御部８１２では、ベストエフォート形サービスに使用されているタイムスロット
番号については、空き回線と同一の扱いを行う。
【０６３１】
　次に、従装置１０からの回線設定に関しては、上り制御チャネルのギャランティ形サー
ビス領域内に回線設定要求が挿入されてくる。主装置２０では、この要求をＴＤＭＡ伝送
フレーム分離部８０７を介して回線制御部８１２に入力する。　回線制御部８１２では、
データチャネルのタイムスロットすべてがギャランティ形サービスで使われていないかを
確認して、ＡＣＫあるいはＮＡＣＫを、下り制御チャネルのギャランティ形領域を用いて
、従装置１０に戻す。
【０６３２】
　ＡＣＫを戻した場合、従装置１０からチャネル設定要求信号が上がってくる。　この時
、主装置２０は、回線制御部８１２と出力インタフェース８１９を介して、バックボーン
側交換機に接続要求を行う。交換機側から、入力インタフェース８１１を介して接続完了
の通知がなされた場合、回線制御部８１２では、下り制御チャネルのギャランティ形サー
ビス領域を用いて回線設定確認通知信号を従装置１０に返す。
【０６３３】
　それと同時に、下り制御チャネルのタイムスロット制御領域の、空きタイムスロット番
号に、該当する従装置のＩＤ番号、上り下りの識別フラグ、ギャランティ型サービスであ
ることを示すフラグを書き込む。この時、タイムスロット番号は、空きタイムスロット番
号の中で小さい順から使用する。また、同時に、その次のタイムスロット番号を、上り情
報データのためのタイムスロット番号に指定する。また、同時に、ＴＤＭＡ伝送フレーム
生成部８０３に、下り情報データを書き込んで、従装置１０に向けて出力する。
【０６３４】
　ここで、情報データのタイムスロットを割当てる際に、ベストエフォート形サービスは
空きタイムスロットと同一に扱う。回線切断の手順についても、上り下りの制御チャネル
を用いて実施される。
【０６３５】
　ところで、この第１４の実施の形態では、データチャネルのタイムスロットは上りと下
りが混在している場合に付いて記した。主装置２０から複数の従装置１０までの距離にば
らつきがある場合は、その距離のばらつきの大きさに該当する往復の遅延時間だけのガー
ドタイムが最低必要になる。よって、上り情報信号と下り情報信号のタイムスロットを予
め分離し、その間にガードタイムを設定しても良い。その場合、主装置２０と従装置１０
間の伝播遅延時間の絶対値に関しては、遅延時間補償がなされる。
【０６３６】
　この実現方法としては、システムの初期設定において、主装置２０から従装置１０への
往復伝播時間計測を行った上で、適切な遅延を主装置２０から各従装置１０に指示するこ
となどが考えられる。
【０６３７】
　さらに、上りと下りの多重を時間的に行うＴＤＤ方式ではなく、異なる伝送路すなわち
有線の場合は、異なる線路や光波長多重など無線の場合は異なる周波数帯を用いることが
できる。この場合は、下り制御チャネルに続き下りデータチャネルを入れ、連続的に従装
置に向けて信号を流す。また、上り方向に関しては、上り制御チャネルに続き、上りのバ
ーストデータチャネルを従装置は送信することになる。
【０６３８】
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　このように、第１３の実施の形態によれば、主装置２０は従装置１０から申告された情
報量に従って従装置１０に情報信号の送信を許可するので、システムで決まる情報伝送容
量を有効利用でき従装置１０間の上り信号の公平性も確保できる。さらに、従装置から主
装置への上りデータ平均転送時間に関して最悪転送遅延時間を保証することができる。　
　また、第１４の実施の形態によれば、回線交換などのギャランティ形サービスをデマン
ドアサイン型ＴＤＭＡで実現しつつ、ベストエフォート形サービスの通信も実現でき、さ
らに、ベストエフォート形サービスは、第１３の実施の形態の効果を併せ持つことが可能
となる。
【０６３９】
　次に、この発明の第１５の実施の形態について説明する、
　この発明の第１５の実施の形態によるポイント・マルチポイント通信システムは、可変
長のパケットを柔軟にかつ効率よく伝送することができるようにしたものである。
【０６４０】
　すなわち、第１５の実施の形態によるポイント・マルチポイント通信システムにおいて
は、主装置２０では、入力された端末宛のパケットを分割し、ヘッダを付加することによ
り固定長のセルを生成する。各ヘッダには、入力されたパケットに含まれる端末のアドレ
スを元に検索したポイント・マルチポイント通信システム内で使用する従装置１０－１～
１０－ｍのアドレスが含まれる。従装置１０－１～１０－ｍは、上記のヘッダに含まれた
アドレスが自装置のアドレスと一致するときにのみデータを取り出す動作を行うため、下
り方向において各従装置１０－１～１０－ｍに対する伝送容量の変更は主装置のみで簡単
に行うことが可能となる。
【０６４１】
　また、各ヘッダに使用する従装置１０－１～１０－ｍのアドレスはポイント・マルチポ
イント通信システム内でのみ有効となるアドレスであるため、ビット長が短く、伝送容量
を有効利用することが可能となる。
【０６４２】
　さらに、ポイント・マルチポイント通信システムで使用するアドレスの体系を階層化し
、従装置１０－１～１０－ｍはサブネットを使用し、ポイント・マルチポイント通信シス
テム全体で一つのネットワークとするようにアドレスを設定する。
【０６４３】
　これにより、端末のアドレスのうち、サブネットを識別するためのアドレス部分を、従
装置１０－１～１０－ｍのアドレスとしてそのまま使用することができるため、より簡便
な構成で主装置を構成することが可能となる。
【０６４４】
　なお、この第１５の実施の形態のポイント・マルチポイント通信システムは、図１に示
したシステム構成と同一の構成を採用することができる。
【０６４５】
　図８４は、この第１５の実施の形態のポイント・マルチポイント通信システムで採用さ
れる従装置１０（１０－１～１０－ｍ）の構成を示したものである。
【０６４６】
　図８４において、この従装置１０は、入力ポートに接続される入力部１１、出力ポート
に接続される出力部１２、送信ポートに接続される送信部１３、受信ポートに接続される
受信部１４、受信部１４からの情報信号を一時蓄積するバッファメモリ１５－２、バッフ
ァメモリ１５－２に蓄積された情報信号をパケットに再構築する受信制御部１８－２、入
力部１１で入力した入力ポートからの情報信号を一時的に蓄積するバッファメモリ１５－
１、主装置２０からの上り送信スロットの割り当てに応じて送信バッファメモリに蓄積さ
れたパケットを分割する等の制御を行なう送信制御部１８－１を具備して構成される。
【０６４７】
　図８５は、この第１５の実施の形態で採用される主装置２０の詳細構成をブロック図で
示したものである。
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【０６４８】
　図８５において、この主装置２０は、入力ポートに接続される入力部２１、出力ポート
に接続される出力部２２、送信ポートに接続される送信部２３、受信ポートに接続される
受信部２４、受信部２４からの情報信号を一時的に蓄積するバッファメモリ２５－２、バ
ッファメモリ２５－２に蓄積された情報信号をパケットに再構築する受信制御部２８－２
、入力部２１で入力した入力ポートからの情報信号を一時的に蓄積するバッファメモリ２
５－１、入力部２１で入力した入力ポートからのパケットの宛先アドレスから宛先とする
従装置１０のアドレスを検索するアドレス検出部２９、バッファメモリ２５－１に蓄積さ
れたパケットを分割しアドレス検出部２９で検出された従装置１０のアドレスを付加する
等の制御を行なう送信制御部２８－１を具備して構成される。
【０６４９】
　この第１５の実施の形態の伝送路における上りおよび下りの伝送フレームは、図４に示
したように構成される。ここでは説明の都合上、伝送速度、セル長、フレームフォーマッ
トはＩＴＵ－Ｔ　ＳＧ１５におけるＧ．９８３ドラフト勧告に従っている。ただし、Ｇ．
９８３ドラフト勧告では、伝送するセルはＡＴＭセルそのものであるが、この第１５の実
施の形態においては、入力されるパケットを後述する方法で分割したセルである。また、
光伝送路の伝送容量を主装置２０から従装置１０－１～１０－ｍへの下り方向、従装置１
０－１～１０－ｍから主装置２０への上り方向ともに１５５．５２Ｍビット／秒とする。
【０６５０】
　下りの１フレームは５６スロットからなり、上りの１フレームは５３スロットからなり
、これらの伝送フレームに基づいて、主装置２０から従装置１０－１～１０－ｍへの下り
がＴＤＭ（Time Division Multiplex）、従装置１０－１～１０－ｍから主装置２０への
上りがＴＤＭＡ（Time Division Multiple Access）の多重方式により、下り５３バイト
、上り５６バイトのセルがそれぞれ送受信される。
【０６５１】
　なお、上りのセルには３バイトのバースト伝送用のオーバヘッドが含まれており、下り
伝送フレームには、２８セルに１セルの割合で１フレームに２つのＰＬＯＡＭセルが含ま
れるとする。最初のＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ１には従装置１０－１～１０－ｍからの上
りセル送信を許可するグラントが２７個、二番目のＰＬＯＡＭセルＰＬＯＡＭ２にはグラ
ントが２６個あり、合計５３個のグラントが含まれている。ＰＬＯＡＭセルのグラントと
上り伝送フレームのスロットとの対応は図５に示した通りである。
【０６５２】
　主装置２０は図５に示したＰＬＯＡＭセルのグラントに、従装置１０－１～１０－ｍの
ＩＤ番号等の識別子を書き込むことで、上り伝送フレーム内のどのスロットに、どの従装
置１０－１～１０－ｍがセルを送信できるかを指示することができる。
【０６５３】
　従装置１０－１～１０－ｍは、ＰＬＯＡＭセルに該従装置１０－１～１０－ｍの識別子
が書き込まれていた場合、グラントに対応する上り伝送フレームのスロットにセルを送信
することができ、この方法により光伝送路上でセルが衝突することを回避できる。
【０６５４】
　なお、この第１５の実施の形態においては、上りの送信の指示方法について制限を加え
るものではなく、上り送信の方法としては以下のような方法を使用しても差し支えない。
【０６５５】
　例えば、下りスロットと上りスロットが１対１に対応したフレーム構成において、各下
りスロットに対応する上りスロットに該下りスロットを使用する従装置１０－１～１０－
ｍのＩＤ番号とサービスクラスを指定する識別子を付加することにより上りの送信をサー
ビスクラス別に指示する方法がある。
【０６５６】
　また、下りスロットで特定の従装置１０－１～１０－ｍの特定サービスクラスに対して
連続して送信できるスロット数を通知することにより上りの送信を指示することも可能で
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ある。
【０６５７】
　入力されたパケットがＩＰパケットであった場合のパケットの分割、組立を図８６に示
す。図８６において、まず、入力されたパケットにＰＡＤとLengthを付加して分割データ
単位ＣＳ－ＰＤＵを生成する。パケットを固定長のセルに分割する際に余りが生じるため
ＰＡＤをつけて、分割データ単位がセルのデータ長の整数倍になるようにする。
【０６５８】
　また、LengthはＰＡＤにより拡張されたデータ領域のうち、実際に使用されているデー
タ長を示すことにより受信側でデータを分離するために付加する。
【０６５９】
　次に、分割データ単位を固定長のセルに分割し、ヘッダを付加する。ここではヘッダと
セルに収容するデータ双方ともに固定長の場合を示している。場合によっては、ヘッダを
可変長とし、各セルに収容するデータの長さをヘッダの長さに応じて加減して、セル全体
として固定長を保つこともできる。
【０６６０】
　ヘッダの構成を図８７に示す。ここでは、主装置２０に接続される従装置１０－１～１
０－ｍの数を６４台とした場合のヘッダを示している。従装置１０－１～１０－ｍの台数
が多い場合にはヘッダ長は一般により長くなる。
【０６６１】
　ヘッダは上りヘッダのみに必要なバースト伝送用のパッシブオプティカルネットワーク
オーバヘッドＰＯＮ－ＯＨと、上り下りヘッダに必要でペイロードのヘッダであるＰＤＵ
－ＯＨに分けることができる。これは、下りセルの場合には、主装置から連続してセルを
送信することができるので、後述するガードタイム、プリアンブル、デリミタが不要とな
るからである。
【０６６２】
　パッシブオプティカルネットワークオーバヘッドＰＯＮ－ＯＨはセルとセルの衝突を防
止するガードタイム、クロック信号を抽出するためのプリアンブル、プリアンブルと後続
するセルの分離とバイト同期をとるためのデリミタから構成される。また、ペイロードの
ヘッダであるＰＤＵ－ＯＨは従装置１０－１～１０－ｍのアドレス、セル内容の情報識別
子、セルの連続状態の識別子を含む１バイトから構成される。
【０６６３】
　従装置１０－１～１０－ｍのアドレスは最低でも従装置１０－１～１０－ｍの台数に等
しい数が必要で、ここでは６ビットを割り当てている。セル内容の識別子は、セルに含ま
れているデータが有意なデータであるか、あるいは無効なデータであるかを示す。無効な
データは、主装置２０から従装置１０－１～１０－ｍが送信を指示されたときに、バッフ
ァメモリ１５－１に送信すべきデータがないときに送信する。セルの連続状態の識別子は
、分割したセルが元のパケットの最終データである場合や、受信したパケットを分割せず
に単一のセルに収容できたことを示す識別子である。
【０６６４】
　パケットの再生は、上述のパケット分割、組立の手順の逆順で行う。すなわち、自装置
あてのセルは、バッファメモリ１５－２または２５－２に一旦蓄積される。主装置２０の
場合、バッファメモリ２５－２には、セルを送出した従装置１０－１～１０－ｍ毎に蓄積
される。連続状態の識別子により、受信したセルが元のパケットの最終データや単一のセ
ルであることが検出できた場合は、もとのパケットをすべて受信したことになるため、パ
ケットを再構成する。その際に、最終セルの末端に付加されたLengthによりもとのパケッ
トの情報長がわかり、後部に付加したＰＡＤを削除して、パケットとして出力部１２また
は２２より出力する。
【０６６５】
　ここでは、図８７に示したように、上り下りともヘッダの構成を同一にしている。しか
し、上り方向においては、従装置１０－１～１０－ｍのアドレスは必ずしも必要なわけで
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はない。たとえば、冗長構成などにより主装置２０が複数台存在する場合には、主装置２
０を識別するため、上りヘッダのこの領域に主装置２０のアドレスを記入する。
【０６６６】
　ヘッダに付加する従装置１０－１～１０－ｍのアドレスは、ポイント・マルチポイント
通信システム内でのみ有効であるため、短いビット長で良い。宛先アドレスと従装置１０
－１～１０－ｍのアドレスの対応は、あらかじめ従装置１０－１～１０－ｍに接続された
端末のアドレスを従装置１０－１～１０－ｍ毎にテーブルとして保有しておき、パケット
入力毎にテーブルを検索して、従装置１０－１～１０－ｍのアドレスをヘッダに割り当て
ることが可能である。
【０６６７】
　アドレスの割り当て方を工夫することにより、従装置１０－１～１０－ｍのアドレスを
発見する簡便な方法が実現できる。ここでその一例を示す。ここでは、パケットとしてＩ
Ｐパケットを用いて説明するが、この第１５の実施の形態は、他のプロトコルのパケット
の使用を妨げるものではない。
【０６６８】
　３２ビットのＩＰアドレスは、通常、ネットワークアドレスとホストアドレスに分ける
ことができ、それぞれの領域の長さによりクラスＡ、クラスＢ、クラスＣが主として使用
されている。最近では、従来のクラス分けに依存せず、ネットワークアドレスの長さを指
定する方法が利用されている。
【０６６９】
　この第１５の実施の形態でのＩＰアドレス割り当ての一例を図８８に示す。この第１５
の実施の形態のポイント・マルチポイント通信システム全体のネットワークアドレスを、
たとえば、<152.1.0.0/18>と設定する。ここで 、"．"で区切られた数字は、通常２進数
で示される３２ビットのアドレスを８ビットずつに区切り、それぞれを１０進数で示した
数字である。
【０６７０】
　また、"/18" はＩＰアドレスのうちＭＳＢの１８ビットをネットワークアドレスとして
取り扱うことを示している。同様に各従装置１０－１～１０－ｍに接続されるネットワー
クアドレスを<152.1.10/24>から<152.1.32.0/24>とする。
【０６７１】
　ここで、/24はＩＰアドレスの上位２４ビットをネットワークアドレスとして取り扱う
ことを示している。ここでは、従装置１０－１～１０－ｍの数３２台、各従装置１０－１
～１０－ｍに接続されるサブネットワークの数を１つとしている。各従装置１０－１～１
０－ｍに複数のサブネットワークが必要な場合には、各従装置１０－１～１０－ｍに割り
当てられたＩＰアドレスをさらに小さな区分でサブネット化すれば良い。
【０６７２】
　このようにＩＰアドレスを割り振ると、各従装置１０－１～１０－ｍに接続されるネッ
トワーク５０－１～５０－ｍは、一つの主装置２０に接続される複数のサブネットワーク
の取り扱いになる。
【０６７３】
　さらに、ネットワークアドレスの１８ビット目から２３ビット目までの６ビットがサブ
ネットワーク５０－１～５０－ｍを区別するアドレスとなっている。従装置１０－１～１
０－ｍ毎にサブネットワーク５０－１～５０－ｍを割り当てているので、このサブネット
ワーク５０－１～５０－ｍを区別するアドレスを従装置１０－１～１０－ｍのアドレスと
して使用することができる。
【０６７４】
　従って以上のようにアドレス階層的に割り振ることにより、主装置２０のアドレス検出
部では、従装置１０－１～１０－ｍへ伝送するＩＰパケットのネットワークアドレスの下
位ビットを、そのまま従装置１０－１～１０－ｍのアドレスして使用できる。このため、
ＩＰアドレスから従装置アドレスを検索する検索テーブルを不要にし、簡便な構成で主装
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置２０を構成することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【０６７５】
【図１】この発明に係わるポイント・マルチポイント通信システムの一実施の形態を示す
システム構成図。
【図２】図１に示した従装置の詳細構成を示すブロック図。
【図３】図１に示した主装置の詳細構成を示すブロック図。
【図４】図１に示した光伝送路における上りおよび下りの伝送フレームを示したフレーム
構成図。
【図５】図４に示したＰＬＯＡＭセルのグラントと上り伝送フレームのスロットとの対応
を示した図。
【図６】図１に示した主装置がＰＬＯＡＭセルに情報量の申告を指示する処理を示したフ
ローチャート。
【図７】図１に示した主装置が従装置に対して情報量の申告を指示する処理を示すフロー
チャート。
【図８】図１に示した従装置が主装置からから情報量の申告の指示を受けた場合の処理を
示すフローチャート。
【図９】図１に示した主装置が従装置に対して情報量の申告を指示する処理の他の例を示
すフローチャート。
【図１０】図１に示した従装置が主装置からから情報量の申告の指示を受けた場合の処理
の他の例を示すフローチャート。
【図１１】図３に示した主装置における記憶部の構成について示した図。
【図１２】図１に示したポイント・マルチポイント通信システムにおける帯域割当てを示
す図。
【図１３】図１に示した主装置における許可量Ｇｉの算出処理を示すフローチャート。
【図１４】図１に示した主装置におけるＰＬＯＡＭセルの送信時に従装置へ信号の送信を
指示する指示量ｇｉの初期化処理を示すフローチャート。
【図１５】図１に示した主装置におけるＰＬＯＡＭセルの送信時に従装置へ信号の送信を
指示する指示量ｇｉの算出処理を示すフローチャート。
【図１６】図１に示した主装置におけるＰＬＯＡＭセルに信号の送信を指示する処理を示
すフローチャート。
【図１７】この発明の第１の実施の形態によるアクセス方式と従来のＴＤＭＡおよびＣＳ
ＭＡ／ＣＤによるアクセス方式とにおいて、伝送路の負荷率に応じて従装置および端末か
らバースト的な信号を発生させた場合に、従装置および端末から信号が送信されるまでの
最大送信待ち時間を比較した結果を示す図。
【図１８】この発明のアクセス方式と従来のＴＤＭＡおよびＣＳＭＡ／ＣＤによるアクセ
ス方式とにおいて、伝送路の負荷率を５０％とし主装置および端末が９０Ｍビット分の信
号を受信するまでにかかる時間を比較した結果を示す図。
【図１９】この発明の第２の実施の形態によるＰＬＯＡＭセルのグラントに送信の指示を
設定する順序とＰＬＯＡＭセルの未使用のグラントに情報量の申告を指示する処理を示す
フローチャート。
【図２０】この発明の第２の実施の形態によるアクセス方式と従来のＴＤＭＡ、およびＣ
ＳＭＡ／ＣＤによるアクセス方式とを比較した結果を示す図。
【図２１】この発明の第２の実施の形態による従装置および端末のバッファメモリに蓄積
された信号の量を比較した結果を示す図。
【図２２】ＰＬＯＡＭセルのグラントを用いて、従装置へ信号の送信の指示を設定するこ
の発明の第３の実施の形態の方法を示したフローチャート。
【図２３】この発明の第３の実施の形態によるアクセス方式とスロットを固定的に割り当
てるＴＤＭＡにおいて、伝送路の負荷率に応じて従装置からバースト的な信号を送信する
場合に従装置から信号が送信されるまでの最大送信待ち時間を比較した結果を示す図。
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【図２４】この発明の第３の実施の形態によるアクセス方式と未使用のグラントを用いて
信号の送信の指示をしなかった場合の平均送信待ち時間をシミュレーションによって比較
した結果を示す図。
【図２５】この発明の第３の実施の形態による上り伝送フレームの１スロットを８個のミ
ニスロットに分割した例を示す図。
【図２６】この発明の第４の実施の形態による従装置のＩＤ番号とミニスロットの番号＃
ｓとの対応を示す図。
【図２７】この発明の第４の実施の形態によるアクセス方式と従来のＴＤＭＡおよびＣＳ
ＭＡ／ＣＤによるアクセス方式とを比較した結果を示す図。
【図２８】この発明の第４の実施の形態による従装置および端末のバッファメモリに蓄積
された信号の量を比較した結果を示す図。
【図２９】この発明のポイント・マルチポイント通信システムにおけるの第５の実施の形
態による帯域割当てを示す図。
【図３０】この発明のポイント・マルチポイント通信システムの第６の実施の形態で採用
されるパケットの多重方式であるＴＤＭおよびＴＤＭＡのフレーム周期を説明する図。
【図３１】この発明の第６の実施の形態によるポイント・マルチポイント通信システムに
おけるアクセス方式の制御手順を示すシーケンス図。
【図３２】この発明の第６の実施の形態で採用されるパケットの多重方式であるＴＤＭお
よびＴＤＭＡのフレーム周期を説明する図。
【図３３】この発明の第６の実施の形態で採用されるパケット種別とパケット種別番号の
関係を示す図。
【図３４】この発明の第６の実施の形態で採用される従装置名と従装置番号の関係を示す
図。
【図３５】この発明の第６の実施の形態で採用される情報パケットの一例を示す図。
【図３６】この発明の第６の実施の形態で採用される制御パケットの一例を示す図。
【図３７】この発明の第６の実施の形態における従装置から申告された蓄積量が記憶され
る蓄積量テーブルおよび従装置へ送信を許可する情報量が記憶される情報量テーブルおよ
びフレーム周期毎に従装置へ通知する情報量が記憶される通知テーブルの一例を示す図。
【図３８】この発明の第６の実施の形態における従装置のバッファメモリに蓄積された情
報信号の蓄積量と主装置が制御パケットを受信した後の蓄積量テーブルの更新の様子を説
明する図。
【図３９】この発明の第６の実施の形態において、全ての従装置が稼動している場合にお
ける主装置による従装置へ送信を許可する情報量の算出処理を示すフローチャート。
【図４０】この発明の第６の実施の形態において、主装置から従装置へ通知する情報量の
初期化処理を示すフローチャート。
【図４１】この発明の第６の実施の形態において、主装置から従装置へ通知する情報量の
算出処理を示すフローチャート。
【図４２】この発明の第６の実施の形態において、主装置から従装置に送信される制御パ
ケットの一例を示す図。
【図４３】図４２に示した制御パケットの情報量申告領域に格納される情報の具体例を示
す図。
【図４４】この発明の第６の実施の形態において、従装置が情報パケットの送信を開始す
るタイムスロットの番号を求める処理を示すフローチャート。
【図４５】この発明の第６の実施の形態において、従装置に蓄積された情報信号が主装置
へ送信される様子を示すシーケンス図。
【図４６】この発明の第６の実施の形態において、図２９で説明する帯域割当てをとる場
合の従装置のバッファメモリの構成の一例を示す図。
【図４７】この発明の第６の実施の形態において、図２９で説明する帯域割当てをとる場
合の従装置のバッファメモリの構成の他の例を示す図。
【図４８】この発明の第６の実施の形態において、図２９で説明する帯域割当てをとる場
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合の従装置から主装置に蓄積量を申告する際に使用する制御パケットの一例を示す図。
【図４９】この発明の第６の実施の形態において、図２９で説明する帯域割当てをとる帯
域割当てをとる場合の蓄積量テーブル、情報量テーブル、通知テーブルの一例を示す図。
【図５０】この発明の第６の実施の形態において、図２９で説明する帯域割当てをとる場
合のフレーム周期の一例を説明する図。
【図５１】この発明の第６の実施の形態において、図２９で説明する帯域割当てをとる場
合の主装置から従装置へ送信される制御パケットの一例を示す図。
【図５２】この発明の第６の実施の形態において、主装置から従装置へ通知する情報量を
マルチキャストする場合のフレームフォーマットの一例を示す図。
【図５３】図５２で説明した構成をとる場合の主装置から従装置へ送信される制御パケッ
トの一例を示す図。
【図５４】この発明の第６の実施の形態において、主装置から従装置へ通知する情報量を
マルチキャストする場合のフレームフォーマットの他の例を説明する図。
【図５５】この発明の第６の実施の形態において、主装置から従装置へ通知する情報量を
マルチキャストする場合のフレームフォーマットのさらに他の例を説明する図。
【図５６】この発明の第７の実施の形態において、周期的に固定長のデータ送信を必要と
するサービスクラスとして音声信号を収容し、不定期に可変長の情報を送信するサービス
クラスとしてデータ信号を収容する従装置の構成を示すブロック図。
【図５７】周期的に固定長のデータ送信を必要とするサービスクラスに音声信号を収容し
、不定期に可変長の情報を送信するサービスクラスにデータ信号を収容する場合における
この発明の第７の実施の形態のポイント・マルチポイント通信システムの上り伝送フレー
ムを示したフレーム構成図。
【図５８】この発明の第７の実施の形態における図３に示した主装置における、記憶部の
構成について示した図。
【図５９】この発明の第７の実施の形態における送信指示に係わる処理の全体関係を示す
フローチャート。
【図６０】この発明の第７の実施の形態における音声信号に対する送信指示を出す周期を
計測する処理を示すフローチャート。
【図６１】この発明の第７の実施の形態における許可量Ｇｄｉを算出する処理を示すフロ
ーチャート。
【図６２】この発明の第７の実施の形態における送信指示すなわちグラントを生成する処
理を示すフローチャート。
【図６３】この発明の第７の実施の形態における音声信号送信指示を生成する処理を示す
フローチャート。
【図６４】この発明の第７の実施の形態におけるデータ信号送信指示を生成する処理を示
すフローチャート。
【図６５】特定の周期Ｔで可変長のデータ送信を必要とするサービスクラスとして可変レ
ートの符号圧縮方式で生成された映像信号を収容し、不定期にデータを送信するサービス
クラスとしてデータ信号を収容するこの発明のポイント・マルチポイント通信システムの
第８の実施の形態の従装置を示したブロック図。
【図６６】この発明の第８の実施の形態におけるポイント・マルチポイント通信システム
の上り伝送フレームを示したフレーム構成図。
【図６７】この発明の第９の実施の形態における送信指示に係わる処理の全体関係を示す
フローチャート。
【図６８】この発明の第１０の実施の形態の従装置を示すブロック図。
【図６９】この発明の第１０の実施の形態における記憶部の構成を示した構成図。
【図７０】この発明の第１０の実施の形態における送信指示に係わる処理の全体関係を示
すフローチャート。
【図７１】図７０に示したサービスクラス１に対する周期計測タイマ処理を示したフロー
チャート。
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【図７２】図７０に示した送信指示全体を示したフローチャート。
【図７３】図７２に示したサービスクラスｓ０のデータ信号に対する送信指示を示したフ
ローチャート。
【図７４】図７２に示したサービスクラスｓ１のデータ信号に対する送信指示を示したフ
ローチャート。
【図７５】この発明の第１０の実施の形態におけるポイント・マルチポイント通信システ
ムでのフレーム構成を示すフレーム構成図。
【図７６】この発明の第１１の実施の形態における従装置の詳細構成を示すブロック図。
【図７７】この発明の第１１の実施の形態の動作を説明する図。
【図７８】この発明の第１３の実施の形態で採用される伝送フレームを示すフレーム構成
図。
【図７９】この発明の第１３の実施の形態で採用される従装置の構成を示すブロック図。
【図８０】この発明の第１３の実施の形態で採用される主装置の構成を示すブロック図。
【図８１】この発明の第１４の実施の形態で採用される伝送伝送フレームを示すフレーム
構成図。
【図８２】この発明の第１４の実施の形態で採用される従装置の構成を示すブロック図。
【図８３】この発明の第１４の実施の形態で採用される主装置の構成を示すブロック図。
【図８４】この発明の第１５の実施の形態で採用される従装置の構成を示すブロック図。
【図８５】この発明の第１５の実施の形態で採用される主装置の構成を示すブロック図。
【図８６】この発明の第１５の実施の形態において、入力されたパケットがＩＰパケット
であった場合のパケットの分割、組立を示す図。
【図８７】この発明の第１５の実施の形態におけるヘッダの構成を示す図。
【図８８】この発明の第１５の実施の形態におけるＩＰアドレス割り当ての一例を示す図
。
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